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はじめに 
 
国土審議会は、21世紀の新たな要請にこたえ得る国土計画体系の確立を目
指し調査審議を行い､平成14年11月には、基本政策部会報告を取りまとめ、国
土の利用、開発、保全に関する総合的な計画への転換、計画の指針性の充実、

国と地方の役割分担の明確化といった基本的な方向性を提示した。平成15年
６月に設置された調査改革部会は、「国土計画制度の改革」に加えて､我が国
が国際社会とともに繁栄し得る活力を形成し、良好な国土を次の世代へと継
承していくための足取りを確実なものとするため、「国土の総合的点検」と
して、我が国の「国土」全般の現状を明らかにし、国土の利用、開発及び保

全に関する課題について調査審議を進めてきた。 
今般、「国土の総合的点検」に関するこれまでの調査審議を総括し、報告
として取りまとめるものである。 
 
国土は、国民が生活、生産等の諸活動を展開する共通の基盤であるととも

に、現在及び将来における国民のための限られた資源である。この国土を、
それぞれの時代の要請に対応しつつ、長期的かつ総合的な視点から適切に利
用、開発及び保全することにより、より良い状態で次の世代へ継承していく
ことが、国土政策の最も基本的で普遍的な使命である。 
現在の国土の有様に目を向けると、我が国は、これまで経験したことのな

い大きな転換点を迎えようとしている。世界に類を見ない急速なペースで少
子高齢化が進んでおり、この数年以内に世界の主要国に先駆けて総人口が減
少する過程へ移行すると見込まれている。それが地域社会に与える影響につ
いても国民の間に現実味を帯びた問題として認識され始めている。 
一方、経済のグローバル化はとどまることなく進行し、世界における我が

国産業の優位性、地域の経済基盤の存立に対し強い懸念が示されている。 
また、環境に対する国民意識の高まりにあわせて、世界的にも地球環境問
題が最も重要な課題の一つとの共通認識が形成されており、それへの対応が
日本をはじめ世界各国で強く求められている。 
地域づくりに目を向けると、これまで我が国の発展を牽引した国主導の量

的充足を満たす整備から、地方が自立的に地域の発展に取り組み、個性をい
かす方式への転換が求められている。 
 
このような状況を踏まえ、本報告では、国民、地方公共団体、国その他国
土づくりを担う多様な主体が共有できる“国のかたち”を示すことが国土計

画の役割であるとの認識に立って、国土の現状を広範に把握するとともに、
今後の国土づくりとして、①人口減少・少子高齢化を真正面からとらえ、地
域がいかに自立し安定した社会を形成するか、②東アジアの成長、グローバ
ル化の進展を、いかに地域活力の創造にいかしていくか、③地球規模から地
域規模までの環境問題への対処など、持続的発展と調和した国土利用へいか

に転換していくか、についての方向性を提示した。 
調査審議に当たっては、「地域の自立・安定小委員会」、「国際連携・持続的



 

発展基盤小委員会」、「持続可能な国土の創造小委員会」の３つの小委員会を
設置するとともに、「企画運営委員会」を設置して連絡調整を行いつつ検討を
進めてきた。各小委員会では、広い範囲にわたる国土に関する現状を把握し
た上で、将来の我が国の国土を形づくる主要な課題について焦点を絞り、重
点的に検討してきたが、本報告は、それらの成果を踏まえ、取りまとめたも

のである。 
 
今後は、実効性ある国土計画制度の確立に向けて国土計画の改革を進め、
その下で21世紀にふさわしい国土づくり・地域づくりが推進されるよう、本
報告が国土政策の基本的方向として示した事項をもとに、国民的議論が喚起

され、国民、地方公共団体、国その他の国土づくりに携わる多様な主体が共
有できる国土の将来像の確立に向けた検討が進められることを求めるもので
ある。 
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 本章では、「国土の総合的点検」の検討成果の報告に先立ち、これまでの国土政
策の成果及び依然として残る課題を把握した上で、「人口減少・高齢化」「国境を越
えた地域間競争」「環境問題の顕在化」「財政制約」「中央依存の限界」といった新

たな時代潮流及びそれに伴う課題を概観し、国土づくりの転換の必要性を示す。 
 
１．これまでの国土政策の成果と依然として残る課題 
我が国の国土政策は、戦後の混乱期が終息すると、国土の荒廃を修復し、多
発する自然災害から国民の生命、財産を守るとともに、国民生活の安定、産業

発展の観点から、治山・治水、食料増産、エネルギー供給に重点が置かれた。
経済復興、高度成長の過程では、大都市への人口や諸活動の集中が急速に進行
し、これに伴う大都市での様々な弊害の発生、地方圏の過疎化、地域間格差が
国土政策上の大きな課題となり、産業立地や鉄道、道路、港湾等の幹線交通ネ
ットワークを全国展開してきた。 

その後、我が国経済が高度成長から安定成長に移行すると、狭い居住空間、
慢性化している交通混雑等の生活環境の改善が重要視されるに至り、道路、住
宅、下水道、公園・緑地、都市における鉄道など生活環境の整備が地域課題に
応じて進められてきた。 
このように、国土政策はその時々の時代の要請に応じた諸問題の解決に向け

て策定、推進されてきた。戦後半世紀を経て、我が国土を今一度総括すると、
国土全体では工場・教育機関等の地方分散、中枢・中核都市の成長が図られ、
戦後から今日まで長期的にみれば、大都市への急激な人口流入傾向が収束に向
かい、地域間の所得格差もかなり縮小されるに至っている。また地域的にみて
も、都市においては公害の防止と混雑緩和の兆し、地方圏においては公共施設

整備がゆきわたるとともに整備水準の向上が図られたことなど、生活環境の改
善も大きく進んでいる。こうした充実に伴い、国民には国土の美しさや地域の
個性ある文化の創造、自然との共生に関心を向けるゆとりが生まれている。 
しかしながら、今なお東京と太平洋ベルト地帯に偏った一極一軸構造が是正
されているとは言い難く、地方圏では、依然として過疎に苦しむ地域は多く、

地方都市では中心市街地の空洞化が大きな問題となっている。大都市では防災
上､居住環境上の課題を抱えている密集市街地の整備改善などの課題が残され
ている。 
さらに都市郊外部での市街地の拡大・拡散や農山村での周辺との調和に欠け
た土地利用に伴い国土全体の景観が混乱していることや、土壌汚染、水質汚染、

不法投棄が社会問題化しており、改めて人と自然の望ましい関係の構築が求め
られている。 
 
 
２．国土づくりに転換を迫る潮流 

我が国は、これまで経験したことのない大きな転換点を迎えようとしている。
我が国が 21 世紀の国際社会の中で生き抜き、真に国民が安心して将来に希望
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を持って暮らせる社会を実現するためには、我が国経済社会及び国民生活の土
台である国土をとりまく新しい時代潮流に的確に対応していく必要がある。 
新しい時代潮流の第一は「人口減少・高齢化」である。我が国は、この数年
以内に世界の主要国に先駆けて総人口が減少する過程へ移行し（図表１）、こ
れとあわせて世界に類 を見ない急速なペースで高齢化が進む。これに伴い地

域社会の崩壊
や国土保全上
の問題の発生
が懸念される
ところである

が、人口減少・
高齢化をマイ
ナス要素とし
てだけとらえ
るべきではな

い。むしろ土地
利用の再編に
よるゆとりあ
る生活環境の
創造への機会

が生じること
など、積極的な
時代認識に立つことが重要である。 
第二は「国境を越えた地域間競争」である。経済のグローバル化は我が国産
業の優位性、地域の経済基盤の存立に大きく影響を及ぼすこととなろう。それ

は脅威である一方、東アジアの成長は、我が国産業の市場拡大、ビジネスチャ
ンス、さらに東アジア地域の安定にもつながる。 
第三は「環境問題の顕在化」である。地球温暖化や食料・資源制約の高まり
の中、地球環境問題が世界的に最も重要な課題となり、地球規模での対応が迫
られている。我が国においても人と自然の共生を希求する国民意識が醸成され

つつある。また、環境意識の高まりは、国土に対する意識を触発し、ランドス
ケープ（風土）1形成の重要性に国民の目が向きつつある。 
第四は「財政制約」である。現下の財政制約に加え、これまでに整備された
国土基盤の更新のため、今後､更新費用が増大し、新規投資はさらに厳しい制
約を受けると予想される。これは、ともすればメリハリのない基盤整備につな

がりがちであった時代からの脱却、すなわち真に必要なものへの投資が徹底さ
れる時代への転換を促す好機となろう。 
第五は「中央依存の限界」である。欧米へのキャッチアップを目指した時代
にあっては、全国的な量的充足を図るべく国が主導的な役割を担ってきたが、
そのことが地域の特色の喪失及び地方の国依存体質につながったという側面

                         
1 ランドスケープについては、第３章の該当部分を参照のこと。 

（出典） United Nations “World Population Prospects:The 2002 Revision”、総務省
「国勢調査報告」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人
口（平成１４年１月推計）」をもとに国土交通省国土計画局作成。 

図表序－１ 主要先進諸国の総人口の長期的推移 
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も否定できない。しかし、今や地域ごとの状況に応じた創造性豊かな対応が求
められる時代に移っており、地方分権に対して高まる地方の期待を踏まえ、国
と地方の関係を見直し、地域の自主性、個性の発揮を重視した新たな協調関係
の構築が始められている。 
 

（１）人口減少・高齢化に係る新たな課題 
今後、総人口が減少する中にあっては、①地方中枢・中核都市からの遠隔
地における大幅な人口減少と低密度・無居住地域のさらなる拡大、②地方圏
の小規模な都市圏における拠点性の低下、は一段と避けがたいものとなる。
既に中山間地域では森林の施業放棄や農地の耕作放棄が進行しており、こう

した中にあっていかに地域社会を維持し、適切に国土の保全を図っていくか
が重要な課題である。 
都市を中心とした地域社会をみると、交通混雑など大都市の過密に伴う弊
害は緩和の兆しがみられ、また、土地利用の転換圧力も低下する傾向にある
が、市街地の拡大・拡散は依然として継続している。しかも、市街地の拡大・

拡散と中心市街地の空洞化が同時進行することは、１人当たりの都市基盤の
維持管理や都市的サービスを提供するためのコストの増加と、自動車交通へ
の依存の度合いが高まることによる環境負荷の増大を意味するだけでなく、
都市全体の美しさ、風格を損なう誘因ともなっている。これらの課題に対応
するため、持続可能でコンパクトな都市構造への転換を図る必要がある。 

この他、高齢者の知見をいかした知識ストックの豊富な成熟した社会に向
けた取組、我が国の国際競争力にも影響を与える労働生産性の向上、高齢社
会に対応した新たなサービス産業の創出、人口が少なくなるからこそ重要と
なる人の交流の促進など、人口減少・高齢化をプラス要素としてとらえた対
応が重要である。 

 
（２）国境を越えた地域間競争に係る新たな課題 

各地域は、ブロックレベルでみればヨーロッパ中規模国に匹敵する経済規

模を有しているものの、近年、近隣諸国の躍進から東アジア域内における相
対的地位は低下している。世界経済の長期トレンドを展望すると、我が国の
経済成長は年率０～１％にとどまる一方、中国・東南アジア諸国の追い上げ
などにより、世界経済における日本の地位の相対的な低下が見込まれる。し

かし、これは悲観すべきシナリオではなく、勃興する東アジア2の一角を占め
るという我が国の地理的優位性を発揮し、他の東アジア諸国をはじめ世界と
の交流・連携を深めていくことにより、我が国のさらなる発展が可能である
ことを示している。東アジアには成長性の高い輸出市場としての期待、そし
て、我が国を訪れる観光客の潜在需要の拡大という魅力がある。 

 

こうした中、我が国においては、外資の導入、外国人研究者や技能者など

の受入れ環境の整備、国際観光客の受入れ体制整備、都市の競争力にも影響

                         
2 概ね日本、中国、韓国、台湾、香港、ASEAN 諸国、ロシア極東地域の各国・地域を想定している。 
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（2001年）

国際（外国法人数）2000年

金融（国内銀行貸出残高）2002年

 東京圏  関西圏  名古屋圏  地方圏

を及ぼしかねない治安悪化に対する歯止めなど、いかに世界に開かれた魅力
ある地域を形成するかが重要な課題である。 
国際的な人、物、金、情報の流動が着実に増加する中で、東アジア域内に
おける国際交流に関しても、我が国の占める相対的地位は低下しつつある。
①人流では、日本の都市から日帰り可能な東アジアの都市が限られているこ

と、②物流では、港湾の大水深化の遅れやコスト・サービス面での競争力低
下などにより欧米向け定期コンテナ航路の寄港数が減少していること、③地
方圏では人、物の欧米等へのアクセスが必ずしも十分とはいえないこと、④
情報通信では、インターネット回線について東アジアとの通信の多くは北米
を経由していること、⑤我が国への外国人旅行者が出国日本人数を大きく下

回っていることなどが課題となっている。 
 国内の地域経済構造に目を向けると、東京圏には、依然として金融、国際、
情報、対事業所サービス等の高次都市機能が集中し（図表２）、1990 年代後
半以降、人口も東京圏へ再集中傾向にある一方で、地方経済をとりまく環境
は非常に厳しい状況にある。 

 
 

図表序－２ 高次都市機能の東京圏への集中状況 

  
 
 
 
 

これまで地域の雇用を支えてきた地域産業に落ち込みがみられる。製造業
の動向をみると、厳しい国内消費動向、東アジアへの工場移転等により、1990
年代以降、事業所数が全国的に減少しており、中でも地方圏での減少が著し
い。商業についても、モノからサービスへと消費支出がシフトしていること
に伴い、地方圏での不振が続いている。建設業では公共工事が削減される中、

（出典）金融：日本銀行「金融経済統計月報」等をもとに国土交通省国土計画局作成。 
    国際、業務管理：国税庁「国税庁統計年報」をもとに国土交通省国土計画局作成。 
    情報、対事業所サービス、研究開発：総務省「事業所・企業統計調査」をもとに国土交通省国土計画局作成。 
（注） 東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県  関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 

    名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県      地方圏：それ以外の地域 



 

 - 5 -

地方圏で事業所数、就業者数が減少している。 
そのため、各地域が主体となって人的資源をはじめとする特色ある地域資
源を有効活用していくことが重要であり、「地産地消」、観光などに関係して
サービス業を中心に生じている新たな動きを拡大させ、地域経済を活性化す
ることで、新たな雇用機会を生み出すことが重要である。 

地域発展の要となる知識財産業を興すためには、大学による高等教育、学
術研究に加えて、現在進められている国立大学の法人化を契機とした地域へ
の社会的貢献に期待されるところが大きい。 
 

（３）環境問題の顕在化に係る新たな課題 

我が国の社会経済活動は、国内外の資源を大量に消費し、国内外の環境へ
大きな負荷をかけてきた。それが自然環境の量的減少と質的劣化につながり、
人と自然との関わり自体を希薄なものにしてしまったと考えられる。それに
とどまらず、環境問題は、地球温暖化や生物多様性の減少など、今や国境を
越えた国際的な問題となっている。地球温暖化に伴い、平均海面水位は 2100

年までに 0.09～0.88ｍ上昇すること、自然生態系や水利用の安定性、農林業
等に様々な影響が生じることが予想されている。 
今後我が国では、資源多消費型ともいえる社会経済活動のあり方を見直し、
生態系を含めた自然環境の保全と回復を進め、森林、農村、都市をつなぐエ
コロジカル・ネットワーク（生物の生息・生育空間の連続性の確保）を形成

するなど循環型・自然共生型国土をいかに形成するかが重要な課題である。 
 
国土及び国土資源を適切に管理するという観点からみると次のような課
題がある。①大都市とその近郊地域では渇水頻度が高いこと、土地開発の進
行に伴う湧水の枯渇や河川流量の減少、閉鎖性水域や水道水源の水質問題等

がみられる、②林業生産活動の停滞により、人工林の間伐や植林が適正に行
われない森林が存在するなど森林の管理水準の低下がみられ、木材自給率も
20％を下回っている、③自然海岸が減少するとともに、残された自然海岸の
大部分では侵食が進行するなど、海岸における環境の質の劣化が進行してい
る、④食料自給率が低下するとともに、耕作放棄地が増大するなど農地の管

理水準の低下がみられる。また、これらの課題は、「水」と「食」の安全性
を確保する面からも重要である。 
これらを踏まえ、健全で良好な自然環境が保全され、歴史的にも文化的に
も調和したランドスケープ（風土）を伴った国土の形成を目指すには、健全
な水循環系の保全と回復に向けた総合的な取組、地球温暖化防止にも資する

森林の適正な整備・保全、沿岸域全体として、自然環境、利用、防災の総合
的な視点に立った管理、食料自給率の向上を図り、かつ、農業の多面的機能
を発揮させるための農用地等の管理が必要である。 
 
自然災害に対する安全の確保の観点からみると、我が国は、複数のプレー

ト境界に位置していること、多くの活断層の存在などから大規模な地震の発
生が予想されている。加えて、国土の約１割に当たる沖積平野に全人口の約



 

 - 6 -

1/2、資産の約3/4が集中しているなど、元来災害を受けやすい条件におかれ
ている。さらに都市化に伴う潜在的な被害規模の拡大、過疎化による国土管
理水準の低下に伴う災害危険性の増大、高齢化に伴う災害弱者の増加など、
自然災害の新たな脅威が生じている。 
安全で安心できる国土は、国土づくりの基本であり、防災情報の一元的集

約など危機管理の徹底、大規模災害対策の一層の充実が必要である。さらに、
市町村レベルでもハザードマップの作成・周知が進められており、日頃から
の防犯も含めた地域住民主導の取組、いわば「地域力」を発揮した安全・安
心なまちづくりを進めることが極めて重要である。これらの取組に加え、長
期的視点からは、土地利用の誘導と規制により、国土全体として安全性の高

い国土利用を図ることが課題となる。 
 

（４）財政制約に係る新たな課題 
我が国の国土基盤整備は高度経済成長期以降、「欧米水準への追いつき」
を目標としながら量的な不足の解消に努め、着実に進展してきた。その結果、

現在でも地域格差やなお立ち後れている部門は残されているものの、総体と
してのその整備水準は着実に向上しており、我が国経済の基礎の強化に貢献
してきた。 
今後の国土づくりでは、人口減少下で地域社会を維持するためのモビリテ
ィの向上、国境を越えた地域間競争のための国際交流基盤の強化、環境問題

の顕在化に対応した自然再生や循環型社会の形成などの新たな課題があり、
国土基盤整備への期待は依然として高い。一方で、これまでに整備された国
土基盤の更新に必要な費用について試算すると、2020 年前後から更新費が新
規投資に厳しい制約を与えると予想されており、厳しい投資制約の下、いか
に効率的・効果的な整備を図るかが重要な課題である。 

そのため、新規投資に当たっては、競合投資の排除はもちろんのこと、投
資優先度の厳格な評価と事業化の峻別を図る必要がある。 
また、国土基盤の整備・更新に際しては、人口減少・高齢化など長期的な
需要の変化を的確に見込み、将来の用途転換の可能性も含めた対応が必要で
ある。 

これまでの国土基盤の整備は、量的な充足に主眼が置かれ、質的な面、特
に美しさへの配慮や地域の個性をいかすという面では、必ずしも十分な対応
がなされてきていない。今後の国土基盤の整備・更新等に当たっては、「美
しさ」や「地域の個性」に十分配慮することも必要である。 
 

（５）中央依存の限界に係る新たな課題 
戦後及び欧米へのキャッチアップを目指した時代にあっては、国が定めた
全国一律の基準により国土基盤の水準を底上げし、地方がそれを実施すると
いう形を基本に地域整備が進められ、一定の成果を上げてきた。しかし、国
主導の取組は、地域の特色の喪失及び地方の国依存体質につながったという

側面も否定できない。 
今や国土づくり・地域づくりは、地域毎の状況に応じたきめ細かな対応が
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求められる時代に移り、地方が「自助と自律の精神」の下、人材、自然、歴
史、文化といった多様な地域資源をいかし、知恵と工夫でそれぞれの地域の
魅力、個性が発揮されることが期待される。そのため、市町村合併等地方の
行財政改革が進められるとともに、構造改革特区の全国展開が図られている。 
今後は、地方分権に対して高まる地方の期待を踏まえ、国と地方の関係を

見直し、地域の自主性、個性の発揮を重視した新たな協調関係をいかに構築
するかが重要な課題である。 
さらに、国及び地方公共団体の厳しい財政状況を踏まえ、市町村合併等行
政組織のより一層の効率化、国と地方に関する三位一体の改革の推進を図る
ことが重要である。 

 
 

３．将来への道筋の提示 
これまで述べた通り、国土をとりまく新しい時代潮流は、従来の国土づくり
では対応できない数々の新たな課題を提示している。課題解決に向けた取組は

鋭意進められているが、取組の個々の成果ではなく、その先にある全体の国家
像、国土像が見えないと、現在、国民が抱えている先行き不透明感を払拭する
ことはできないものと考えられる。 
今なすべきは、国民、地方公共団体、国その他の国土づくりに携わる多様な
主体が共有できる国土の将来像をつくりあげ、その実現に向けて協働して取り

組むことにある。ここに、国として国土のあり方を示す計画たる国土計画が求
められる背景がある。 
 
このような認識に立ち、第１章から第３章においては、国土づくりに転換を
迫る大きな時代潮流と国土政策上の対応方向を示すとともに、第４章において

「目指すべき“国のかたち”」として望ましい国土構造を展望し、国土計画の
今日的意義を総括している。 
 
 



 

 

 

 

 

第１章 

 

二層の広域圏による自立・安定した地域社会の形成 
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我が国は、本格的な人口減少社会の到来、グローバル化、環境制約の顕在化など、

これまでにない新たな時代潮流を迎えつつあり、経済社会システム、行政システムな

どあらゆる分野において新たな対応が求められている。このうち地域社会のあり方に

ついては、今後我が国において人口減少、少子・高齢化の急速な進行が見込まれる中、

特に大幅な人口減少等が見込まれる地域では、地域社会そのものの存続が困難となり、

国土保全にも支障を来すことが憂慮されている。こうした中で、地域の広域的な連携

等により、人々の暮らしに対する満足感を高めるとともに自立・安定した地域社会を

形成することが重要であると考えられる。 

地域の自立・安定小委員会では、このような認識のもと、人口・経済・産業・都市

などについて国土の現状と展望を点検するとともに、自立・安定した地域社会の形成

に向けての今後の方向性を検討した。 
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第１節 現状と課題 

第１節では、人口減少、少子・高齢化の下で、広域的な連携等により、人々の暮

らしに対する満足感を高めるとともに自立・安定した地域社会を形成する観点から、

国土の現状と課題について点検を行う。点検に当たっての問題意識は以下のとおり

である。 

1) 人口：今後の人口減少により国土全体の人口分布はどうなるか。地方圏におけ

る人口分布、大都市圏における人口分布はどうなるか。 

2) 経済：我が国成長トレンドと世界経済における地位はどうなるか。地域経済の

自立性や地域間格差の現状と将来をどうみるか。ライフスタイルの変化は。 

3) 産業：地域産業の状況をどうみるか。 

4) 都市：都市を中心とした地域社会の状況をどうみるか。 

5) 「21 世紀の国土のグランドデザイン」戦略の点検：「大都市のリノベーション」、

「地域連携軸の展開」の進捗状況はどうなっているか。 

 

地域の自立・安定小委員会の議論に当たっては、以下のような前提を置いている。

すなわち、検討対象範囲は全ての国土であり、自立・安定を図る地域の単位として

は、生活様式、人の動き、地政学的条件、生態系、経済交流、文化圏等が概ね一体

として捉えられる空間とその周辺とした。また「自立・安定」の定義として、「人

の諸活動が、それぞれの地域の単位で、持続的に成り立つこと」とした。 

 

（※）本章における地域区分は、特に記述のない限り以下の区分とする 

北海道：北海道 

東 北：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県 

関 東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

    山梨県 

 東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

中 部：長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 

北 陸：富山県、石川県、福井県 

近 畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

 関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 

中 国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

四 国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九 州：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県  
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沖 縄：沖縄県 

三大都市圏：東京圏、名古屋圏、関西圏 

地 方 圏：三大都市圏以外の地域 

1. 人口分布の現状と展望 

我が国の人口の長期的推移をみると、19 世紀後半から急激な増加が始まった後、

約１世紀半の間に４倍程度まで増加し、現在に至っている。しかしながら今後は、

低い出生率などを背景に、2006 年（中位推計）にピークに達したあと減少期に転じ、

今世紀末には 20 世紀前半の規模となることが予想されている（図表１－１）。 
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（出典）　総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」及び国土庁「日本列島における人口分布変動の
　　　　　長期時系列分析」（1974年）をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　　1950年以前は国土庁資料を、2000年は「国勢調査報告」を、2050年及び2100年は「日本の将来推計人口」を用いた。

図表１－１　総人口の長期的推移

 

以下では、こうした全国人口の動向の下での地域別人口分布の現状と将来の姿を

示すとともに、国土計画上の課題を抽出する。 

(1) 進む人口分布の二極化 

近年の地域別の人口分布の動向をみると、我が国全体として人口減少時代を迎え

つつある中で、以下のように、人口が増加する地域と減少する地域との二極化が進

行している（図表１－２）。 
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都市圏における人口増加率（1990→2000年）

-2.0
0.0

2.0
4.0

6.0
8.0

10.0

三大都市圏 　　東京圏 　　名古屋圏 　　関西圏 地方圏 　　中枢・中核

都市圏

　　中枢都市圏

（札幌、仙台、

広島、福岡）

　　中枢・中核

都市圏外

（％）
人口
（2000）
（万人）

1990→2000
（％）

三大都市圏 6,287 4.0
　　東京圏 3,342 5.1
　　名古屋圏 1,101 4.3
　　関西圏 1,844 1.8
地方圏 6,406 1.4
　　中枢・中核都市圏 3,081 4.6
　　　 中枢都市圏 772 9.6
　　中枢・中核都市圏外 3,325 -1.3

図表１－２ 三大都市圏及び地方中枢・中核都市圏の人口増加率

(出典)「日本の都市圏設定基準（Metropolitan　Area　Definitions　in　Japan）」（金本良嗣・徳岡一幸　2001年）をもとに国土交通省国土計画局作成。

（注）
１．金本・徳岡(2001年）の都市圏設定基準に基づき算出。なお、ここでの都市圏とは中心都市のDID人口が５万人以上の市町村とした。都市圏設定基準は以下のとおり。
　　○中心都市の条件
　　（１）DID人口が５万人以上の市町村。
　　（２）他市町村の郊外となっている市町村は中心都市から除外する。
　　（３）相互に通勤率が基準値以上となっている双方向通勤の場合には、通勤率が大きい方を小さい方の郊外とし、小さい方を中心都市とする。
　　（４）郊外市町村の中で従業常住人口比が１以上であり、しかも、DID人口が中心市町村の３分の１以上か、あるいは10万以上である市町村をその都市圏の中心都市
　　　　　に組み入れる。
　　　　　政令指定都市については、自然体では従業常住人口比の基準を満たしていなくても、一つあるいは複数の区が上の条件を満たしていれば（市全体を）中心都
　　　　　市に加える。
　　○郊外市町村の条件
　　（１）中心都市への通勤率が10％以上の市町村をその中心都市の郊外市町村とする。
　　（２）中心都市が複数の市町村から構成される場合には、それらの市町村全体への通勤率を用いる。
　　（３）通勤率が10％を越える中心都市が複数存在する場合には、通勤率が最大の中心都市の郊外とする。
　　（４）中心都市及び他の郊外市町村への通勤率が10％を越える場合には、通勤率がより大きいものの郊外であるとする。
２．中枢・中核都市・・・「都道府県庁所在市または人口３０万人以上」かつ「昼夜間人口比１以上」の都市（三大都市圏を除く）

  

人口の増加は、主として人口規模の大きな都市圏において生じている。大都市圏

においては、1990～2000 年において、東京圏の人口増加率が最も高く、地方圏では、

同期間において、中枢・中核都市圏の人口増加率が高くなっている。一方、人口が

減少する地域については、地方圏の中枢・中核都市圏以外の人口規模の小さな地域

を中心に拡大が続いている。その結果、50 人／km2未満の低密度・無居住地域の広

がりがみられるようになってきている。 

(2) 新しい型の東京圏への人口再集中 

1980 年代にみられた東京圏への人口集中が、90 年代後半以降再び生じている。

その要因をみると、80 年代は「遠隔地から人が入ってくる」型であったのに対し、

90 年代後半以降は「人が出ていかない」型となっている。 

東京圏への人口集中を人口の社会移動でみると、80 年代に入って増加した東京圏

への転入超過数は、87 年をピークに低下を始め、1994～1995 年には転出超過に転

じた。しかしその後再び転入超過に転じ、その数は増加傾向にある。これとともに、

地方圏における転出超過数も増加傾向にある（図表１－３）。 
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1975

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。

図表１－３　人口の社会移動の推移

転入超過数（圏域別）

 

こうした東京圏への転入超過の要因を距離帯別、転出転入別にみると、特に対 200

キロ圏以遠からの転入超過について、80 年代は 60％以上が転入の増加によるもの

であったのに対し、90 年代後半は 75％が転出の減少によるものとなっている（図

表１－４－①）。また、東京圏への転入超過と、これに影響を与えると考えられる

雇用と地価でみた東京圏と地方圏の間の格差との関係をみると、90 年代以降におい

て、有効求人倍率の東京圏における相対的な改善や地価の東京圏における相対的な

下落と東京圏への転入超過の増加との関係がうかがえる（図表１－４－②）。 
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（出典）　総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　　100キロ圏とは茨城県、栃木県、群馬県、山梨県であり、200キロ圏とは福島県、新潟県、長野県、静岡県を指す。

(千人） (千人）

図表１－４－①　東京圏への人口の転入超過の要因（距離帯別）

東京圏への転入超過数増加（1980～1987）の距離帯別要因 東京圏への転入超過数増加（1994～2002）の距離帯別要因
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（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「職業安定業務統計」、国土交通省「地価公示」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　ここでいう「有効求人倍率格差」とは、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）における有効求人倍率（有効求人数／有効求職者数）
　　　　を東京圏以外の地域における有効求人倍率で割ったもの。一方、「地価格差」とは、東京圏における地価水準（住宅地）を東京圏を含む全国
　　　　の地価水準（住宅地）で割ったものである（地価水準は、1970年を１として各年の地価増減率を指数化したもの）。

東京圏への転入・東京圏からの転出

東京圏と地方圏の格差

図表１－４－②　東京圏への人口の転入超過の要因（経済社会諸変数との相関）

(万人） (万人）

(倍）

(年）

(年）
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(3) 拡大が見込まれる低密度・無居住地域 

今後我が国全体の人口が減少する中で、特に地方圏の中枢・中核都市からの遠隔

地における大幅な人口減少と、低密度・無居住地域のさらなる拡大が見込まれるが、

こうした中にあっても地域社会を維持し、適切に国土の保全を図っていくことが重

要な課題となる。 

まず、今後 50 年間の人口増減率を地域別にみると１、いずれの地域も人口減少を

示す中で、とりわけ地方圏の中枢・中核都市の一時間圏外の市町村（2000 年の全国

人口比で約１割）において、３割以上の大幅な人口減少が見込まれる。また、高齢

者比率（65 歳以上人口比率）については、いずれの地域も 2050 年には 35％前後に

まで高まるものと見込まれる（図表１－５）。 

                         
１ 地域別人口の将来推計に当たっては、人口移動に関する前提の置き方が問題となる。具体的には①1995-2000

年移動率固定型（1995 年から 2000 年の移動率が将来も続くと仮定したケース）、②移動率減少型（過去の趨勢に

沿って移動率が減少していくと仮定したケース）、③封鎖型（移動率がゼロと仮定したケース）の３ケースを想

定しうるが、ここでは②の移動率減少型を標準的なケースとしている。それは、過去の移動率の推移をみると都

道府県間移動が趨勢的に下がっており、今後も移動性向が高い若年層の人口割合の減少によりさらに低下してい

くことが予想されるからである。 
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（出典)　総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　１．東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県　　名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県　　関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
　　　　　　地方中枢・中核都市とは、地方圏(上記三大都市圏以外の地域）にあって「都道府県庁所在市または人口30万人以上」かつ「昼夜間人口比１以上」の都市と
　　　　　　した（2000年国勢調査による）。１時間圏とは、1998年10月現在の交通ネットワークで新幹線と特急を除く鉄道と道路の利用を前提とし、市町村単位に設定
　　　　　　したもの。なお、各市町村の起点終点はそれぞれ市町村役場である。
　　　　２．2000年は実績値、2025年及び2050年は国土計画局推計値。推計は、国立社会保障･人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成14年1月推計)」の中位推計をも
　　　　　　とにした。人口移動については、過去の趨勢に沿って移動率が減少していくと仮定した。　　　　　

人口減少率（2000年～2025年、2000年～2050年）　 高齢者比率（2000年・2025年・2050年）　

全国平均
（2050年）

全国平均
（2050年）

全国平均
（2000年）

（％） （％）

全国平均
（2025年）

全国平均
（2025年）

図表１－５　今後50年間の人口増減率、高齢者比率

　　東京圏　　　　名古屋圏　　　関西圏　　地方中枢･中核都市　地方中枢･中核都市　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一時間圏内　　　　一時間圏外

　東京圏　　　　　名古屋圏　　　　　関西圏　　地方中枢･中核都市　地方中枢･中核都市

　　　　　　　一時間圏内　　　　一時間圏外
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以上の人口減少の姿を前提に、今後 50 年間の国土全体の人口密度分布の推移を

１km2メッシュ単位でみると、低密度・無居住地域を示す 50 人／km2未満のメッシ

ュの数は現在の 1.3～1.5 倍にも拡大することとなるとともに、概ね市街地を表す

と考えられる 4000 人／km2以上（概ね「人口集中地区（DID）」２の基準に相当）の

メッシュ数も減少に転じることが見込まれる（図表１－６）。低密度・無居住地域

の拡大は、従来は比較的人口規模の小さな地域で生じていたが、今後は人口規模の

大きな都市の周辺においても生じることが予想される。 

今後50年間の人口密度別メッシュ数（全国）

（出典）　総務省「国勢調査報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）１．1975年及び2000年は実績値、2025年及び2050年は国土計画局推計値。
　　　２．ここで分析対象としているメッシュは、1975年より2000年までに少なくとも１回以上人が居住したメッシュである193,013メッシュとした。なお１メッシュは約１k㎡。
　　　３．推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成１４年１月推計）の中位推計をもとにした。移動率の仮定は、移動率減少型（過去の趨勢に沿って
　　　　　移動率が減少していくと仮定したケース）を用いた。
　　　４．メッシュ人口の推計は、上記の移動率を仮定して別途国土計画局において将来推計した市区町村別人口増減率を当該市区町村に属するメッシュに一律に適用することに
　　　　　より行った。。　　　　
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500人以上4000人未満 34 .7 38.2 35.8 32 .2
50人以上500人未満 106.4 90.6 84.1 78 .7
1 0人以上5 0人未満 33.0 40.9 45.4 49 .3
1 0人未満 13.7 16.4 21.0 27 .4

（年）

（メッシュ数）
2000年に人口密度50人以上であって、2050年に
人口密度50人未満に転じることが見込まれるメッシュ

図表１－６　今後50年間の人口密度別メッシュ数

1975      2000      2025     2050
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(4) 低下が懸念される地方都市の拠点性 

今後の人口減少を前提に、地方都市圏の都市構造を展望すると、中枢・中核都市

圏に相当する規模の都市圏では、将来にわたって拠点性が維持される可能性が高い

一方、それよりも規模の小さい都市圏では、その維持が困難となる可能性がある。

このように地方都市の拠点性の低下が懸念される中で、いかに地域社会を維持して

いくかが重要な課題となる。 

まず、今後 50 年間の地方都市圏における人口密度分布（１km2メッシュ単位）の

推移を中心都市の規模別にみると、中心都市規模 30 万人以上の都市圏では、概ね

                         
２ 「都市的地域」を表す地域単位であり、①原則として人口密度 4,000 人／km2以上の基本的単位区等が市区町村

の境域内で互いに隣接、②それらの隣接した地域の人口が 5,000 人以上、が条件。 
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市街地を表すと考えられる4000人／km2以上のメッシュ帯の人口規模が将来にわた

って維持されると見込まれるのに対し、それ以下の都市圏では、市街地人口の規模

が僅かな規模にまで縮小するものと予測される（図表１－７）。 
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（出典)　総務省「国勢調査報告」、「日本の都市圏設定基準（Metropolitan Area Definitions in Japan）」（金本良嗣・徳岡一幸　2001年）をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　１．1975年及び2000年は実績値、2025年及び2050年は国土計画局推計値。
　　　　２．中心都市の人口規模は、2000年の国勢調査による。都市圏の設定基準については、図表１－２を参照のこと。
　　　　３．推計は、国立社会保障･人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成14年1月推計)」の中位推計をもとにした。移動率の仮定は、移動率減少型（過去の趨勢に沿っ　
　　　　　　て移動率が減少していくと仮定したケース）を用いた。
　　　　４．メッシュ人口の推計は、上記の移動率を仮定して別途国土計画局において将来推計した市区町村別人口増減率を当該市区町村に属するメッシュに一律に適用　　　
　　　　　　することにより行った。

図表１－７　今後50年間の人口密度別人口分布

今後50年間の地方都市圏の中心都市規模別にみた人口密度別人口分布

 

また、地域の拠点性について、人口集中地区（DID）の存在する市町村数の推移

をみると、このところ地方圏を中心に減少しており、今後 50 年間では人口減少に

伴い、現在 607 ある DID の存在する市町村（地方圏）のうち、100 以上の市町村で

DID が消滅する可能性がある。（図表１－８） 
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域内のDID人口が将来5000人を下回ると見込まれる市町村の増加数：今後50年間に104市町村でDIDが消滅する可能性

域内のＤＩＤ人口密度が4000人/km2を下回る市町村数：今後50年間に192市町村で4000人/ km2を下回る

（出典）　総務省「国勢調査報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　１．将来のＤＩＤ人口の試算は、別途将来推計した市区町村別人口増減率を当該市区町村に属するＤＩＤに一律に適用する
　　　　　　ことにより行った。なお、移動率は過去の趨勢に沿って減少していくと仮定した。
　　　　２．将来のＤＩＤ人口密度の試算は、上記により推計した将来のＤＩＤ人口を2000年のＤＩＤ面積で除すことにより行った。
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図表１－８　将来におけるＤＩＤ消滅市町村数（地方圏）

 

2. 成熟する経済社会のトレンド 

今後の我が国の経済社会のあり方については、１.でみたような人口減少のもと

で成熟化していくことが見込まれ、このような中では、従来のように規模の拡大が

地域発展をもたらすことは難しい状況にある。 

このような状況を踏まえ、以下では、経済全体の成長トレンドと日本経済の世界

に占める地位、地域別の自立の度合い・地域間格差、人々の価値観などの変遷を点

検し、これらから得られる国土計画上の課題を発掘する。 

(1) 日本経済の相対的地位の低下と高まるアジアへの期待 

今後の我が国経済については、今後０～１％の経済成長が見込まれる中、中国・

東南アジア諸国の追い上げなどにより、世界経済における日本の地位の相対的な低

下が見込まれる。こうした中で、マーケットとしてのアジアへの期待も大きく、ア

ジアとの交流・連携が必要と考えられる。 

2050 年までの日本経済全体の成長パターンとしては、以下のような姿が見込まれ

る（図表１－９）。まず労働力人口については、総人口が減少する中で、女性の労

働力率が現在のスウェーデン並になること、高齢者（60 歳代前半層）の労働力率が
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現在の 50 歳代後半層並に上昇することを前提としており、量的には地域の労働力

人口の減少はある程度緩和されるとの仮定を置いている。また労働生産性について

は、総人口が減少する中、労働節約的な技術進歩や構造改革等の影響などにより向

上するものとしている３。こうした前提の下では、成長率は 2030 年までは１％台で

推移した後、０％台で推移すると見込まれる（標準シナリオ）。ただし、前提とな

っているような生産性の向上、労働力率の上昇などが生じなければ、2030 年まで

０％台、2030 年以降はマイナス成長となることもあり得る（低成長シナリオ）。 

日本経済の成長の姿 （参考）労働力人口と労働生産性

成長率　年率％ 2001-2010 2011-2030 2031-2050

実質GDP<標準ｹー ｽ> 1.1 1.2 0.4

　　労働力人口 0.5 ▲0.4 ▲1.1

　　労働生産性 0.6 1.6 1.5

 (一人当り実質GDP) 1.1 1.6 1.2

実質GDP<低成長ｹー ｽ> 0.4 0.4 ▲0.3

　　労働力人口 ▲0.2 ▲0.6 ▲1.1

　　労働生産性 0.6 1.0 0.7

 (一人当り実質GDP) 0.3 0.8 0.5

（注）　標準ケースは、2010年までは「改革と展望－2002年度改定」参考資料（平成
　　　15年１月内閣府作成）を使用。それ以降については、労働力人口は女性と
　　　高齢者の労働力率が上昇し、労働生産性は労働節約的な技術進歩等の影響を
　　　受けるものとして推計。
　　　　低成長ケースは、2010年までは上記で構造改革が仮に実行されない場合の　
　　　値を使用。それ以降については、労働力率が現状で維持され、また構造改革に
　　　よる労働生産性の上昇が見込まれないものとして推計。

（出典）財務省財務総合研究所「『少子高齢化の進展と今後のわが国経済社会の
　　　　展望』研究報告書」（2000年11月）

図表１－９　日本経済の見通し

 

しかし、実際には標準シナリオのような女性・高齢者の労働力引き上げなどの実

現は必ずしも容易ではない。NPO への支援を含め、多様な主体のニーズと能力を個

性豊かな地域づくりにいかすための条件整備が一層重要となると考えられる。 

一方、上のような日本の成長シナリオを OECD による世界の主要地域のそれと比

較すると（図表１－10）、2000 年の日本の GDP の水準を 100 とすると、高成長のシ

ナリオでは中国が 2020 年に 113（日本は 2020 年に 128）となるなど、中国、東南

アジア諸国の追い上げが顕著となり、日本経済の規模が相対的に低下するという姿

が示されている。 

                         
３ なお、図表１－９の参考にあるように、労働力人口が減少している場合において概ね２％前後の労働生産性が

維持されており、こうした仮定はある程度妥当性があるものと考えられる。 
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他方、日本経済研究センターによる予測に基づき、アジアについて更に詳しくみ

ると（図表１－11）、実質GDP でみても、一人当たり GDP でみても、比較的高い成

長が見込まれている。特に中国は、７～８％の成長を続け、一人当たり GDP も 2020

年には現在のトルコの水準を上回ることが見込まれている。中国や韓国の高齢者比

率（65 歳以上人口比率）が今後高まること、中国の高齢者人口が３億人を超えると

みられることから、福祉・介護サービス等の消費市場としての魅力も増していくこ

とが見込まれる。実際アンケート調査でも、中国やアジアに対する市場としての役

割への期待がうかがえる。こうしたアジアとの交流・連携の必要性がみてとれる。 

(出典)　The World Bank “World Development Indicators 2002” 、 OECD編「2020年の世界経済」(1999年１月)及び内閣府「改革と展望－2002年度改定」参考資料（2003年１月)
　　　　等をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注)１．東南アジア5カ国及びヨーロッパ諸国の構成は以下のとおり。また、中国には香港が含まれる。
　　　　東南アジア5カ国：ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ﾀｲ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　　ヨーロッパ諸国：EU15カ国、ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ、ﾉﾙｳｪｰ、ｽｲｽ
　　 ２．日本は内閣府資料等をもとに国土交通省国土計画局推計、他の国・地域はOECD資料を用いて作成した。OECD資料における仮定は以下のとおり。
　　 　　高成長シナリオ：貿易・投資の自由化と国内の規制改革が持続的にさらに進展すると仮定　　低成長シナリオ：それらがあまり進展しないものと仮定

(1.3%) (7.7%) (6.7%) (2.6%) (2.4%) (0.5%) (5.0%) (4.4%) (1.8%) (1.6%)

【実績値（2000年）】 【推計値（2020年、括弧内は年平均成長率）】

＜高成長シナリオ＞ ＜低成長シナリオ＞

図表１－10　世界経済の見通し
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経済産業省による日本に所在する製造業を対象とした
アンケート調査（2003年２月）の結果。対象企業は、主
要業種別に無作為に抽出されている。

我が国製造業から見た現在及び５年後の
中国、アジアの位置づけ

図表１－11　アジアの経済成長率等の見通し

（出典） (社)日本経済研究センター「2020年のアジアの産業競争力」、内閣府「アジア経済2000」、アジア開発銀行データ、台湾行政院主計処資料、
　　　　タイNESDB資料、韓国統計庁資料、中国統計年鑑、中国統計概要、United Nations“World Population Prospects:The 2002 Revision ”、
　　　　経済産業省・厚生労働省・文部科学省「2003年版製造基盤白書」をもとに 国土交通省国土計画局作成。
（注）　1.NIES,ASEAN４の実質GDP伸率は構成国（NIES:韓国、香港、台湾、シンガポール、ASEAN４:インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ)の実質値
　　　　　2000年平均米ドル為替レート換算値の和より算出。見込みは日本経済センターの予測によるが、2001～2004年についてはアジア開発銀行
　　　　　「アジア開発見通し2003」の数字で算出した。
　　　　2.一人あたりGDPの見込み値は伸び率で算出したGDP（米ﾄﾞﾙﾍﾞｰｽ）と国連人口推計による人口により算出した。  

(2) 経済構造・経済格差からみた地域経済 

地域ごとの経済構造をみると、地方圏が三大都市圏に依存する構造となっている

ものの、地域間格差は縮小傾向にある。将来的な格差縮小のためには、生産性の向

上が必要であり、各地域が主体となって人的資源をはじめとする特色ある資源を有

効活用していくことが重要である。 

都道府県別の移出と移入の県内総生産に対する比率をみると、三大都市圏で概ね

移出超過となっているのに対し、地方圏では移入超過となっているところが多い

（図表１－12）。また、県内総支出に占める公的支出の割合をみると地方圏で高い

一方、自主財源比率は地方圏で低いという結果となっており（図表１－13）、地方

圏が三大都市圏に依存する構造となっている。 
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（注）　奈良県については、純移出のみの公表であり、移出、移入別の数値が公表されていない。　　　

図表１－12　県別の移出入構造

県別移出、移入の県内総生産比率（2000年）

移出

移入

移出ー移入

（出典）内閣府「県民経済計算」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　「自主財源比率」とは、歳出決算総額に占める自主財源（地方税、分担金及び負担金、使用料、手数料など地方公共団体の意思で、ある程度　
　　　　収入額を増減できる自前の財源）額の割合を示す。自主財源と対になる概念として、依存財源（地方交付税、国庫支出金、地方譲与税、地方債
　　　　など国等の意思により定められた額を交付されたり、割り当てられたりする収入）がある。
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他方、都道府県の格差を一人当たり県民所得のジニ係数４でみると、90年代以降、

格差は縮小傾向にあり、所得が高い県と低い県の格差も最近は低い水準となってい

る（図表１－14）。こうした経済格差を生産性要因と労働力要因に分解すると、生

産性格差が主な要因となっている。労働力要因の格差を展望すると、労働力率の低

い高齢者の比率が東京圏、関西圏において今後急速に高まるため、労働力要因は、

三大都市圏と地方圏の経済格差を縮小させることになる。ただし、生産性の変化が

ないと想定すると GDP の地域間格差の縮小幅は大きくないと見込まれ、格差を縮小

するには地方圏の生産性の向上が重要となると考えられる（図表１－15）。 

(出典）　内閣府「県民経済計算」、総務省「国勢調査報告」及び「人口推計年報」をもとに国土交通省国土計画局作成。
(注)　１．ジニ係数とは、分布の偏りを表す指標であり、０から１までの値をとり、１に近いほど地域間の格差が大きい
　　　　　ことを示している。
　　　 ２．1955年度から1970年度の沖縄県の人口は、1955年、60年、65年、70年の数値をもとに算出した５年間の平均
　　　　　増加率により推計した。
　　　 ３．県民所得は、1955年度から1991年度までが68ＳＮＡ、1992年度以降が93ＳＮＡに基づく数値である。

一人当たり県民所得の上位５県平均と下位５県平均の格差
年 度 1 9 5 5 1 9 5 6 1 9 5 7 1 9 5 8 1 9 5 9 1 9 6 0 1 9 6 1 1 9 6 2 1 9 6 3 1 9 6 4 1 9 6 5 1 9 6 6 1 9 6 7 1 9 6 8 1 9 6 9
倍 1 . 9 8 2 . 0 9 2 . 2 3 2 . 1 2 2 . 1 3 2 . 2 4 2 . 3 2 2 . 2 4 2 . 2 2 2 . 1 5 1 . 9 9 1 . 9 9 1 . 9 8 1 . 9 9 2 . 0 2

年 度 1 9 7 0 1 9 7 1 1 9 7 2 1 9 7 3 1 9 7 4 1 9 7 5 1 9 7 6 1 9 7 7 1 9 7 8 1 9 7 9 1 9 8 0 1 9 8 1 1 9 8 2 1 9 8 3 1 9 8 4
倍 2 . 0 4 1 . 9 3 1 . 8 5 1 . 8 0 1 . 6 3 1 . 5 8 1 . 6 1 1 . 6 0 1 . 5 7 1 . 5 8 1 . 6 1 1 . 6 1 1 . 6 1 1 . 6 4 1 . 6 0

年 度 1 9 8 5 1 9 8 6 1 9 8 7 1 9 8 8 1 9 8 9 1 9 9 0 1 9 9 1 1 9 9 2 1 9 9 3 1 9 9 4 1 9 9 5 1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9
倍 1 . 6 2 1 . 6 2 1 . 6 4 1 . 7 0 1 . 7 2 1 . 7 4 1 . 7 3 1 . 6 7 1 . 6 3 1 . 5 8 1 . 5 8 1 . 5 8 1 . 5 8 1 . 5 5 1 . 5 5

年 度 2 0 0 0
倍 1 . 5 2

0 . 0 6

0 . 0 7

0 . 0 8

0 . 0 9

0 . 1 0

0 . 1 1

0 . 1 2

0 . 1 3

0 . 1 4

1 9 5 5 6 0 6 5 7 0 7 5 8 0 8 5 9 0 9 5 2 0 0 0
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図表１－14　県民所得でみた地域間格差の推移

                         
４ 分布の偏りを表す指標。０から１までの値をとり、１に近いほど地域間の格差が大きいことを示している。 
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(出典)　内閣府「県民経済計算」、総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成14年１月推計)｣をもとに国土交通省国土計画局作成。
(注)１．要因分解は、恒等式:log(GDP/総人口)=log(GDP/労働力人口)+log(労働力人口/総人口)に基づき、全国平均との比較により行ったものであり、
　　　 log(GDP/労働力人口)を生産性要因、log(労働力人口/総人口)を労働力要因として表章した。
　　２．将来の労働力人口は、国土交通省国土計画局で推計した都道府県別男女別年齢５歳階級別人口(移動率減少型)に、2000年の都道府県別男女別年齢５歳階級別
　　　　労働力率を乗じて算出。
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図表１－15　一人あたりGDPの格差と将来展望

一人あたりGDPの地域間格差と

その要因分解(2000年)
労働力要因の地域間格差の

将来展望
一人あたりGDPの地域間格差の

将来展望

（生産性の変化がないケース）

 

生産性向上の鍵の一つとなると考えられる人的資源の分布については、高学歴人

口が地方圏で高い伸びを示しており、また、従業者数や大学学部定員数でみても各

地域は特色ある資源を有しているとみることができる。 

(3) 多様な変化を示すライフスタイル 

世論調査などをもとに国民の価値観、総生活時間などのライフスタイルの面をみ

ると、心の豊かさの重視、自由時間の増加、ボランティア志向や地方圏への居住志

向の高まりなど、多様な変化が生じている。これらの変化を踏まえた多種多様な地

域づくりが行われることが重要である。 

まず、国民の価値観の変化を世論調査でみると、「物質的豊かさ」より「心の豊

かさ」を重視し、また経済的繁栄より歴史・伝統、自然、文化・芸術を重視する方

向に変化してきている（図表１－16）。 
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心の豊かさか、物質的豊かさか

（出典）内閣府「社会意識に関する世論調査」より作成。
（注）１．複数選択。
　　　２．1981年の調査では「国民の人情味」、「国民の義理がたさ」の２つの
　　　 　 選択肢に分けて質問しているため、ここでは回答比率の高い「国民の人情味」
　　　　 の比率で作成している。
　　　３．選択肢「自由で平和な社会」は1991年の調査から加わっている。

（出典）　内閣府「国民生活に関する世論調査」より作成。
（注）心の豊かさ：「物質的にある程度豊かになったので、これからは
　　　　心の豊かさやゆとりある生活をすることに重きをおきたい」
　　　物質的豊かさ：「まだまだ物質的な面で生活を豊かにすること
　 　　　に重きをおきたい」　　

日本の国や国民について誇りに思うこと
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図表１－16　世論調査でみる国民の価値観の変化

 

次に今後の国民総生活時間を展望すると、高齢化の進展等に伴い自由時間を示す

３次活動時間の相対的な増加が見込まれる（図表１－17）。しかし内容的には、現

在のライフスタイルのままでは、テレビを見るなどの消極的な自由時間の使い方が

多くなると見込まれることから、積極的な時間の使い方の受け皿としてボランティ

ア活動等が期待されている。そのボランティア活動に関する世論調査の結果をみる

と、１年以内に実際に参加したという人の比率は低いものの、近年参加意欲は男女

とも、またどの年齢をみても上昇しており、40 歳台、50 歳台を中心に高くなって

いる（図表１－18）。 
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図表１－17　国民総生活時間の見通し

(出典)総務省「平成13年社会生活基本調査」、国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成14年１月現在）、厚生労働省「平成13年人口動態調査」に
基づき国土交通省国土計画局作成。
(注)
(1) １次活動時間…「睡眠」、「身の回りの用事」、「食事」の行動時間の計。
　２次活動時間…「通勤・通学」、「仕事」、「家事」、「育児」、「買い物」等の時間。
　 ３次活動時間は３つに大別される。
　　　積極的自由時間活動時間…「学習・研究」、「趣味・娯楽」、「スポーツ」、「社会的行動」の行動時間の計。
　　 休養等自由時間活動時間…「テレビ、ラジオ・新聞・雑誌」及び「休養・くつろぎ」の行動時間の計。
　　 その他時間…「交際・付き合い」、「受診・療養」等の行動時間の計。
(2) 2010年からの将来推計人口は中位推計を使用。
(3) 2001年は社会生活基本調査に基づく実績値。

553 565 562 538 504 466

1,636 1,733 1,769 1,729 1,642 1,541

518 517 499 468 434 398

1,410 1,394 1,334 1,236 1,133 1,034

4,427 4,554 4,521
4,344
4,069
3,769

1,4721,508
1,143

1,379 1,274
1,020

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２００１年２０１０年 ２０２０年 ２０３０年 ２０４０年 ２０５０年

（単位　億人・時間）

国民総生活時間（総数）

 1次活動

2次活動仕事時間

2次活動その他時間

3次活動
積極的自由時間活動時間

3次活動
休養等自由時間活動時間

3次活動その他時間

１
次
活
動
時
間

2
次
活
動
時
間

3
次
活
動
時
間

１
次
活
動
時
間

2
次
活
動
時
間

3
次
活
動
時
間

国民総生活時間（一人一日あたり）
（単位　時間：分）

1:33 1:29 1:21 1:03 1:20 1:21

3:52 4:37 4:14 4:21 4:26 4:31

1:13 1:13 1:12 1:11 1:10 1:10

3:17 3:17 3:11 3:07 3:04 3:02

3:39 3:37 3:18 3:18 3:04 2:59

10:36 10:44 10:50 10:55 10:59 11:02

２００１年 ２０１０年 ２０２０年 ２０３０年 ２０４０年 ２０５０年

 

（出典）総理府「生涯学習に関する世論調査」より作成。
（注）　ボランティアをしてみたいと思う人の比率は、「生涯学習をしてみたいと思う」と答えた人の比率に、その内数である「ボランティア活動　
　　　　やそのために必要な知識・技能」（複数選択）を選択した人の比率を乗じて計算している。
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図表１－18　ボランティア活動への意識と参加

 

他方、理想の居住地域の意向を世論調査でみると、三大都市圏の主な都市、地方
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圏の中枢・中核以外の市及び地方圏の町村への選好が強くなっている（図表１－19）。

また地方圏の町村が理想という回答を居住地域別にみると、すべての居住地域で上

昇している。今後は、高齢化の進展に伴い、地方圏の町村への選好が強まることが

見込まれ、こうした潜在的に強い地方圏の町村への居住選好を具現化させることが

課題となると考えられる。 

0 5 10 15 20 25

三大都市圏の主な都市

三大都市圏の人口30万
以上の都市及び県庁所

在地

三大都市圏の上記以外
の地域

地方中枢都市

地方中核都市

地方圏のその他の市

地方圏の町村

（％）

1996 2001

（出典）内閣府「これからの国土づくりに関する世論調査」（平成8年6月調査）及び「国土の将来像に関する世論調査」（平成13年6月調査）をもとに国土交通省
　　　　国土計画局作成。

理想の居住地域（全体）

図表１－19　理想の居住地域の意向
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（％）1996 2001

「地方圏の町村が理想」との回答（現在の居住地域別）

（現在の居住地域）

 

3. 地域産業の動向 

製造業、商業及び建設業という地域の雇用を支えてきた主力３業種が、もはやか

つての雇用吸収力を維持出来なくなってきた。いくつか新たな動きはあるが、未だ

に大きな雇用吸収力を持つ地域産業は興っていない。 

(1) 変わらない東京圏を頂点とする経済構造 

日本の経済構造は、地方で製造された財（モノ）を主に人口が多い消費地へ出荷

販売する構造となっている。特に最も消費購買力が強い東京圏には全国から多くの

財が集まっている。反対に、サービス業分野では、特に東京圏で最も多くのサービ

スが生み出され、主に地方で消費されるという対極の構造になっている（図表１－

20）。財の生産が日本全体で減少し、特に地方において大きく減少しているが、東
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京圏を頂点とした経済構造は変わっていない。 

▲  1 0 0 , 0 0 0 ▲  5 0 , 0 0 0 0 5 0 , 0 0 0 1 0 0 , 0 0 0 1 5 0 , 0 0 0

北 海 道

東 　北

関 　東

中 　部

近 　畿

中 　国

四 　国

九 　州

沖 　縄

財

サ ー ビ ス

（億 円 ）

（注）１．経済産業省経済産業政策局調査統計部「平成7年地域間産業連関表」（平成13年3月）
より作成 。

　　　２．地域区分は以下のとおり。

　　　　　北海道　北海道

　　　　　東　北　青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島
　　　　　関　東　茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、長野、静岡

　　　　　中　部　富山、石川、岐阜、愛知、三重

　　　　　近　畿　福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

　　　　　中　国　鳥取、島根、岡山、広島、山口
　　　　　四　国　徳島、香川、愛媛、高知

　　　　　九　州　福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

　　　　　沖　縄　沖縄
　　　３．域際収支は移出－移入の純移出額で算出。

（出典）国土交通省国土計画局「国際的拠点都市の形成に関する現状と課題」（2003年3月）
より引用。

図表１－20　地域別域際収支（1995年）

 

製造業に注目して、我が国の国土全体を俯瞰してみると以下のようになる。三大

都市圏の内訳をみると、東京圏、関西圏、名古屋圏の都心部において過去５年の製

造業出荷額が減少している（図表１－21）。局地的にみると、機械金属関係の中小

企業が集積している東京都大田区では、2000 年の工場数が 6,165（工業統計）であ

り、1983 年のピーク時に比べて約 3分の 2に減少した。 
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（出典）「工業統計表（市町村編）データ（従業者４人以上の事務所）」（経済産業省）より作成。

東京圏及び周辺地域における出荷額増減状
況（1996年～2001年）

名古屋圏・関西圏における出荷額増減状況
（1996年～2001年）

図表１－21　三大都市圏別製造業出荷額増減状況

 

過去５年の製造業出荷額が大きく減少した地域は、地域の雇用を支えていた大工

場が閉鎖、縮小等した地域であり（図表１－22）、一方、出荷額が増加した地域は、

好調な業種の工場が立地する地域やその関連工場などが立地する地域である（図表

１－23）。 
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（出典）「工業統計表（市町村編）データ（従業者４人以上の事務所）」（経済産業省）より国土交通省国土計画局作成。

図表１－22　製造業出荷額減少市町村の状況（1996年～2001年）

（出典）「工業統計表（市町村編）データ（従業者４人以上の事務所）」（経済産業省）より国土交通省国土計画局作成。

図表１－23　製造業出荷額増加市町村の状況（1996年～2001年）
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(2) 高い若年層の失業率 

地域労働市場の動向をみると、失業率は全国的にほぼ５％前後の高い水準で推移

している。年齢別にみると、10 歳代後半から 20 歳代までの若年層の失業率が高い。 

なお、高等学校卒業者の地元就職率は高まっており、地域外に職を求める比率は

長期的に減少しており、若者の地元就職志向は高まっている（図表１－24）。 

図表１－24　ブロック別高等学校卒業者の地元就職率・無業率の推移

（出典）各年度学校基本調査報告書（文部科学省）より国土交通省国土計画局作成。
（注）１．関東、中部、近畿ブロックの数値は、各々、東京圏、名古屋圏、関西圏の数値を除したものである。
　　　２．無業率とは、進学者等及び就職者以外の者が各々卒業者数に占める割合である。
　　　３．地元就職率とは、同一県内で就職した者が就職者数に占める割合である。
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(3) 地域雇用を支えてきた産業の落ち込み 

① 全国的に事業所数が減少する製造業 

製造業の構成比が高い地域では失業率が低いという関係がみられるように、製造

業は地域の雇用に重要な役割を担っている（図表１－25）。しかし、厳しい国内消

費動向、東アジア等への工場移転等により、90 年代以降、全国的に製造業の事業所

数が減少している。地方圏の事業所数は過去 10 年間で 22.4％減少し、就業者数が

13.0％減少した（図表１－26）。業種別にみれば、中国等からの低価格品の輸入が

急速に増えた繊維・衣服関係の事業所数の減少率が大きい。しかも単純工の雇用過

剰感が高まっている。 
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従来、工場用地の確保が容易との理由で地域に工場が進出していたが、最近では、

生産コストの優位性から東アジア等に進出する工場が増えているため、単に地域に

工場団地を整備するだけでなく、技術開発等を通じた国内立地製造業の競争力の維

持・強化が不可欠となっている。 

② 事業所数、販売額が減少する商業 

家計調査から国内消費動向をみれば、最近、家計収入が減少する中で、食料品と

衣服の支出が減少し、IT 製品と自動車の支出が増えている。このため、IT 製品と

y = -0.0548x + 5.8395
R = 0.364

2
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0 20 40 60
（第２次産業構成比）

（失業率）

（出典）総務省「国勢調査」より国土交通省国土計画局作成。
（注）　１．産業構成比＝当該都市圏内の第２次産業就業者数／当該都市圏内の全産業就業者数
　　　　２．都市圏は「日本の都市圏設定基準」（金本良嗣、徳岡一幸）による。

図表１－25　第２次産業構成比と失業率の関係（2000年：大都市雇用圏）
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図表１－26　製造業の動向

0

1

2

3

4

5

6

7

8

東
京
圏

名
古
屋
圏

関
西
圏

北
海
道

東
北
関
東
北
陸
中
部
近
畿
中
国
四
国
九
州
沖
縄

-6
-5
-4

-3
-2
-1

0
1

2
3

開業率

廃業率

開業率-
廃業率



 

 - 33 -

自動車を販売する事業所は好調であるが、食料品と衣服を主に販売する駅前商店街

や大規模小売店は厳しい状況が続いている。また、家計支出が減少する中で、モノ

からサービスに支出がシフトしているため、モノを販売する商業は全国的に事業所

数・販売額が減少している。特に地方圏での減少が大きく、1991 年から 2002 年に

かけて、事業所数で 18.7％の減少、販売額で 19.5％の減少、就業者数で 2.3％の増

加となっている（図表１－27）。 
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（出典）経済産業省「商業統計」より国土交通省国土計画局作成。
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図表１－27　商業の動向

 

百貨店の一部、新しい需要を掴んだドラッグストアやホームセンターなどは好調

である。 

③ 公共工事が削減される中事業所の廃業率等が高い建設業 

一連の内需拡大策が実施された80年代後半から90年代前半にかけて建設業就業

者数が増え、主に 15～24 歳の雇用を吸収してきた｡しかし、地方圏では過去５年で

事業所数は 5.2％減少、就業者数は 2.8％減少している（図表１－28）。 
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今後の工場誘致については、地道に官民が力を合わせて工場誘致などで得られた

技術を地域に根付かせ、新しい製品開発が可能な技術を持ち、地域から起業する仕

組みを作り上げることが重要である。そのためには、社会資本、金融資金、人づく

りなど総合的な施策を地域で実施する必要がある。 

工場移転・閉鎖を行う可能性がある外部からの企業誘致のみに依存するだけでな

く、地域の雇用機会を生み出すためには、地域に根付いた雇用基盤を確保する必要

がある。 

(4) サービス業を中心にみられる新たな動き 

① 事業所数・従業員数の伸びが高いサービス業 

サービス業は、地方圏では過去 10 年（1990 年から 2000 年にかけて）で、事業所

数が 14.4％増加、就業者が 23.3％増加し、高い伸びを示している（図表１－29）。

また、地域別にみると、地方圏においては 1996 年から 2002 年にかけて、サービス

業のみが就業者数の増加に寄与している。サービス業のうち、事業所数や従業員数

の伸びが高いのは、廃棄物処理業、情報サービス業、娯楽関連サービス業などであ

る。また、最近、製造業のサービス化（2.5 次産業化）が進み、雇用を生み出して

いる。 
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図表１－28　建設業の動向
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② 小規模ながらも着実に増えているコミュニティ・ビジネス※や「地産地消」※ 

地域住民を対象に地域住民が事業を行うコミュニティ・ビジネスや「地産地消」

が、福祉、環境、情報、観光、食品加工、まちづくり、商店街活性化、伝統工芸、

安全、地域金融等多様な分野で展開され始めている。 

③ 拡大する地方公共団体による外部委託 

従来、地方公共団体においては本庁舎の清掃や夜間警備、道路の清掃、受付業務

などの業務を民間に外部委託していたが、最近では更に進み、体育施設、図書館、

美術館、博物館、下水処理場、大学の建設から運営まで、また職業訓練や土木工事

を民間や NPO などに外部委託する事例が増えてきた。また、PFI（民間資金等活用

事業）なども積極的に活用されつつある。 

④ 増加する東アジア地域への輸出 

市場が急速に拡大している東アジア地域に輸出が増加している素材産業（鉄鋼、

化学等）、IT 産業等では活気がある。 

⑤ 地道な取組が芽を出し始めた起業 

地域で地道に取り組んできた産学連携、インキュベーション※整備、地場産業技

術の改良発展による新産業創出などの取組が芽を出し始め、起業に成功する事例が

みられる。 

⑥ デジタル家電への期待 

デジタル家電は、巨大な市場が見込め、日本企業の技術力の優位性を示せる分野

                         
※ 巻末の用語解説参照 

三大都市圏、地方圏別就業者数伸び率の推移
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図表１－29　サービス業の動向
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であるだけに、熱い期待が持たれている。 

⑦ 都市への集積のメリットが大きい知識財産業※ 

 ソフトウェア業、法律事務所・特許事務所、デザイン業などの知識財産業は、地

域の雇用増加だけでなく、農林水産業や工業を高生産性・高付加価値なものとする

ことで地域への波及効果が高い。これらの従業員数は、都市圏人口の級数に比例し

て増加することから、大都市圏における集積の促進が期待される（図表１－30）。 

図表１－30　知識財産業の従業員数と都市圏人口規模の相関
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こうした新たな動きを促し、地域経済を活性化し、雇用機会を生み出すため、地

域ブロック内で富を生み出す拠点都市圏と産業集積の形成を図ることが必要であ

る。 

4. 都市を中心にみた地域社会の状況 

都市を中心として地域社会の状況を概観すると、交通混雑など一部において大都

市の過密に伴う弊害に緩和の方向がみられるものの、引き続く課題とともに犯罪の

急増といった新たな課題もみられるようになっている。特に都市については、環境

                         
※ 巻末の用語解説参照 
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と経済、都市と農村のように従来対立関係として捉えられがちであったものの調和

が重要になってきている。 

(1) 持続可能性のために環境、社会への対応が求められる都市 

① 緩和しつつある過密の弊害 

都市圏の昼夜間人口比についてみると、東京都区部については、夜間人口の増加、

昼間人口の減少を受け、1995 年から 2000 年にかけて初めて昼夜間人口比が減少す

る状態となっている。ただし、この動きについては、第二次ベビーブーム世代を中

心に都心居住が起こっていること等を踏まえると、長期的に続くかどうかについて

は疑問がある。 

その他の都市圏の昼夜間人口比をみると、規模にかかわらず中心都市の昼夜間人

口比の平均は１をわずかに上回る程度となっているが、個別の都市圏ごとの値には

大きなばらつきがみられる（図表１－31）。 
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図表１－31　都市圏の昼夜間人口比

 

都市圏の人口増減について、中心部と周辺部に分けてみると多様である。まず、

札幌、仙台、広島、福岡では、中心部への人口移動がみられ、郊外への開発圧力は

減少傾向にある等、概して拠点性が高まっている。他方、その他の都市圏では、中

心都市、郊外ともに伸びがみられるものと、中心都市、郊外ともに人口減少がみら

れるものの数がそれぞれ増加している。 
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大都市の過密による交通問題は、それに伴う経済的損失、環境負荷の深刻さを鑑

みると、今後とも取り組むべき重要な課題である。大都市圏の通勤・通学に関して

は、鉄道の輸送力増強、輸送人員の減少が相まって平均混雑率は低下傾向にあり、

鉄道利用者の平均通勤・通学時間についても、1995 年から 2000 年にかけて減少す

るとともに、東京都における道路渋滞については、ここ数年は緩和傾向にあるなど、

過密による交通問題の悪化には、改善の兆しがみられる（図表１－32）。 
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東京圏における、鉄道の通勤・　
通学時の最混雑区間の平均混雑率・
輸送力・輸送人員　　　

（注）
１．輸送力及び輸送人員：１９７５年を１００とした値。
２．（混雑率）＝（輸送人員）／（輸送力）＊１００で算定され、概ね　　
　以下のような　状況となる。
　１００％　：　定員乗車（座席につくか、吊革につかまるか、ドア付　　
　　　　　　　　近の柱につかまることができる。
　１５０％　：　広げて楽に新聞を読める。
　１８０％　：　折りたたむなど無理をすれば新聞を読める。
　２００％　：　体がふれあい相当圧迫感があるが、週刊誌程度なら　　
　　　　　　　　何とか読める。
　２５０％　：　電車がゆれるたびに体が斜めになって身動きができ　　
　　　　　　　　ず、手も動かせない。
３．調査対象圏域：東京圏とは東京駅を中心に半径５０㎞の区間　　
　　　　　　　　　　　　のうち主要３１区間による。

（出典）国土交通白書（平成１３年度）、国土交通省「H14大都市交通センサス調査」、警視庁ＨＰ「H14都内の交通渋滞発生状況」より、国土交通省国土計画局作成。

（％）
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東京都における一般道路・首都高速道路の
交通渋滞発生状況

（平日昼間渋滞距離／h）

（指数）

（1995=100）

（注）
調査対象圏域：
東京圏、名古屋圏、大阪圏、それぞれ、東京駅、名古屋駅、
大阪駅まで鉄道所要時間が２時間以内（名古屋駅は１．５
時間以内）。また、東京都２３区、名古屋市、大阪市への通
勤・通学者比率が３％以上かつ通勤・通学者が500人以上、
さらにこれらの行政区と連担する地域も考慮。

（年）

（分）

図表１－32　大都市圏の交通混雑

 

通勤時間の減少分を他に振り分けることができるテレワークについて、人口比率

は大都市圏で高く、また、主婦や高齢者の実施への意識は良好であり、ゆとりある

生活の実現のための就業形態として期待される。 

三大都市圏の中高層住宅価格をサラリーマンの年収と比べると、近年首都圏にあ

っても５倍程度で安定している。 

② 都市機能の広域化、重層化 

商圏についてみると、移動手段としての自動車利用の増加、消費者ニーズの多様

化等により、広域化、重層化している。地元立地を希望する買物施設業態として、

総合スーパー、ディスカウントストア等が高い人気を有しており、ショッピングセ

ンターの開設される場所は、中心市街地よりも郊外地域が多い。一方、地方都市は

中心市街地や商店街の活性化の課題を抱えており、基盤整備に加えまちづくり活動

への支援も取り組まれている。 
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教育機関についてみると、各地域の拠点となる都市には学校の集積があり、地域

内での学生の吸引力がある一方で、進学を契機とした東京圏への人材流出が多い状

況にある（図表１－33）。 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

札幌市

仙台市

特別区部＋横浜市
＋川崎市＋千葉市

名古屋市

大阪市＋神戸市＋京都市

広島市

福岡市＋北九州市

学校数
学生数
学部学生数
大学院学生数
教員数

（出典）「国際的拠点都市の形成に関する現状と課題」より国土交通省国土計画局作成。

（注）拠点都市中心市の占める割合を計算するにあたって、計算した地域区分は、以下の都道府県
　　　である。なお、データ取得の関係上、新潟市、さいたま市は扱っていない。

　　札幌市：北海道、仙台市：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟　　　　　　　　　　
　　特別区部＋横浜市＋川崎市＋千葉市：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨　
　　名古屋市：長野、岐阜、静岡、愛知、三重、富山、石川、福井、　　　　　　　　　　　　　
　　大阪市＋神戸市＋京都市：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山　　　　　　　　　　　　
　　広島市：鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知　　　　　　　　　　　　
　　福岡市＋北九州市：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄

各地域ブロックの拠点となる都市の学校・学生数等が
ブロック内で占める割合

0 5 0 0 1,000 1 ,500 2,000 2 , 5 00 3 , 0 00 3 , 5 00 4,000

北海道

宮城県

愛知県

京都府

大阪府

兵庫県

広島県

福岡県

東京圏の大学への進学者 東京圏の高校からの大学入学者

各地域ブロックの拠点となる都市が存在する都道府県から
東京圏の大学への進学者、東京圏から地域ブロックの拠点
となる都市の所在道府県の大学への入学者

（人）

（出典）文部科学省「平成14年　学校基本調査」より国土交通省国土計画局作成。

図表１－33　教育機能の配置

 

医療機関については、その規模に応じて患者の選択理由が異なり、また、診療所

から病院に対する紹介が増える等、医療提供体制は地域における役割分担・連携が

なされている。 

③ 引き続く課題と新たな課題 

i) 安全・安心につながる防災・防犯 

我が国の国土の特徴として地震の多発が挙げられるが、大地震とその後の火災

により甚大な被害が生じるおそれがある密集市街地が全国に広範に存在してお

り（図表１－34）、個別の建築物の更新・耐震化に加えて、重点的な対策が実施

されている。 

水害被害額は近年増加の傾向にある。今後とも市区町村による洪水ハザードマ

ップの作成と住民への公表・周知が進められることが重要である。 

近年、交通事故死者数は減少している一方、交通事故件数は過去最多の水準に

ある。また、犯罪が急増し、検挙率が低下している。地域ごとの犯罪の内訳に特

色があり、また、大都市圏では中心部に限らず、郊外での増加も目立ち、我が国

の都市の競争力維持の観点からも憂慮される（図表１－35）。各地で、地域の実 
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（出典）国土交通省住宅局資料より国土交通省国土計画局作成。

東京 大阪

密集市街地
　（東京、大阪各々約6,000ha、全国で約25,000ha）

新大阪

大阪

天王寺

東京
新宿

一旦、地震等が発生すれば、市街地大火となり、甚大な被害が生じる恐れのある密集市街地

図表１－34　密集市街地の分布
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（注）都市圏内中心、都市圏内周辺部、都市圏外の内容はそれぞれ、東京圏　
　　（東京都、東京都以外都市圏、首都圏のうち都市圏外）、名古圏（名古屋
　　　市、名古屋市以外都市圏、名古屋圏のうち都市圏外）、関西圏（大阪市、
　　　大阪市以外都市圏、関西圏のうち都市圏外）。

都市圏内外の刑法犯罪認知件数伸び率の比較
（1995年→2001年）

　　ここでの都市圏とは 「日本の都市圏設定基準」（金本良嗣、徳岡一幸）
　　（2001.7）による。都市圏は中心都市と中心都市への通勤率10%以上等
　　の郊外により構成される。（DID人口が１万以上の市町村も含む。）
　　大都市雇用圏：中心市町村のDID人口が５万人以上。　　　　　　　　
　　小都市雇用圏：中心市町村のDID人口が１万人以上５万人未満。　
　　（ DID：人口集中地区。市区町村の境界内において人口密度の高い　　
　　　(4,000人／ｋ㎡以上）国勢調査区が集結しており、かつ人口5,000人
　　　以上の地域。 ）　　　　　　　　　　　　　　

(%)

すり、ひったくり、自動車盗、住宅侵入盗の犯罪認知件数の
都府県割合（2002年）

(全国件数：１００％ )

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅侵入盗

自動車盗

ひったくり

す       り

東京 埼玉 千葉 神奈川 愛知 京都 大阪 兵庫 福岡 その他

42.8 20.6

17.4

16.8

10.6 10.2 10.6 9.7

12.08.4

東京 大阪

12.6 8.88.8

（出典）警察庁「犯罪統計書」、「警察白書」、警視庁HPより国土交通省国土計画局作成。

（注）認知件数：警察が事件として扱った件数。　

　　　刑法犯罪検挙率：道路上の交通事故に係る業務上の過失致死傷及び危険運転致死傷を除いた、
　　　刑法犯罪総数の検挙件数／認知件数。

図表１－35　犯罪の分布
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状に応じて、防犯に配慮した犯罪の発生しにくい安全・安心まちづくりが進んで

いる。また、個性ある安全マップづくり等の防犯ボランティアによる自主的な取

組も行われている。 

ii) 国土の有効利用と既存ストックの有効活用 

低未利用地が中心市街地、臨海部地域で増加している（図表１－36）。このよ

うな中、全国各地で民間活力による都市再生プロジェクトが進展している。なお、

空室の多いオフィスビルについては、その用途転換による有効利用が期待される。 

0

2 0 0

4 0 0

6 0 0

8 0 0

1 0 0 0

1 2 0 0

1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

0

2 0

4 0

6 0

8 0

100

1985 1990 1995 2000

中心業務地域 密集市街地域
中心市街地域 臨海部地域

地域別の低・未利用地（件数）

（万㎡）

（年）

（年）

中心市街地域

臨海部地域

（出典）国土交通省土地・水資源局ＨＰ「低・未利用地等の利用状況の変遷に関する経年的実態調査」、　
　　　　　国土計画局「H14首都圏整備に関する年次報告」より国土交通省国土計画局作成。

（注）調査対象地域：中心業務地域（東京都中央区、文京区、港区）、 密集市街地域（群馬県桐　
　　　生市、東京都墨田区、板橋区）、中心市街地域（茨城県日立市、埼玉県本庄市、 千葉県木更
　　　津市等）、臨海部地域新潟県新潟市、愛知県名古屋市、兵庫県尼崎市）

（万㎡）

低・未利用地の用途別利用割合（2000年、％）
中心業務地域 密集市街地域 中心市街地域

未利用地 37.6 29.0 9.0
駐車場 60.6 71.0 91.0
屋外利用地 0.0 0.0 0.0
建物付低・未利用地 1.8 0.0 0.0

東京湾沿岸地域における低・未利用地

地域別の低・未利用地（面積）

図表１－36　低・未利用地の動向
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住宅については、戸数が充足している中にあって新設着工戸数に比べ中古住宅

の流通量が低い状態が続き、中古住宅市場の整備が重要である。都心から遠方に

ある賃貸住宅の入居率、家賃が低い状態にある（図表１－37）。築後 30 年を超

えるマンションが 2011 年には 100 万戸を超える見通しであり、既存マンション

の建替え・修繕等が課題として顕在化している。 

図表１－37　エリア別賃貸住宅市場動向

(出典）住宅金融公庫「住宅金融月報(2001.1)」 　　　
　　　（東京都、神奈川県における賃貸住宅市場の動向について※）

（注）調査は公庫融資を利用した賃貸住宅オーナーへのアンケート
　　　調査による。

　　　調査機関:2000.3.2～2000.6.30

　　　回答数：3,249件（回収率=59.0%）

　　　多摩西部の賃貸市場悪化の原因として、　　　　　　　　　
　　　出典では他に生産緑地法の一部改正(1991.4)により、
　　　農地転用による賃貸住宅が多く供給されたことを　　　　　
　　　あげている。

 

既に中心部と郊外の双方が人口減少している都市圏が人口規模に関係なく増

えていること、また、今後我が国が人口減少していく中で、低密度・無居住地域

の拡大が見込まれることを踏まえると、全国各地で空家が増加し廃屋が増加する

ことも懸念され、これら既存ストックの扱いが、安全・安心で快適なまちづくり

で問題になると考えられる。 

 

iii)環境制約と自然の保全や再生・創出 

大都市の地表面被覆の人工化、人工排熱等によりヒートアイランド現象が顕著

になっている。また、廃棄物量も高水準で推移し、水質も部分的に改善されつつ

あるが依然として悪いなど、こうした課題に対して引き続き対応が求められる

（図表１－38）。さらに、これらへの対応に加え、大都市圏におけるまとまりの

ある自然環境の保全や再生・創出を通じた水と緑のネットワークの形成について

も取組が進んでいる（図表１－39）。 
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（出典）気象庁「気象庁年報」(H12)より国土交通省国土計画局作成。

地域別産業廃棄物排出量の推移
（千t）

※それぞれ左より1985、1992、1994、2000年の排出量

九
州
・沖
縄（出典）環境省資料より国土交通省国土計画局作成。

図表１－38　都市の熱環境・地域別廃棄物の状況

北
海
道

 

図表１－39　自然環境の総点検等に関する協議会

　平成13年12月に都市再生本部で決定された都市再生プロジェクト（第三次決定）「大都市圏における都市環境インフラの再生」の「１．まとまりのある
自然環境の保全」を具体的に推進することを目的に、関係省庁、都県市からなる「自然環境の総点検等に関する協議会」及びその幹事会が平成14年
３月に設置され、首都圏における自然環境を総点検し、平成14年７月に保全すべき対象等を「保全すべき自然環境」として抽出したところである。

（出典）自然環境の総点検等に関する協議会「首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン（中間報告）」（2003.3）より国土交通省国土計画局作成。

　（首都圏において保全すべき自然環境）
１　 三浦半島ゾーン 14　葛西臨海ゾーン
２　 湘南丘陵ゾーン 15　草加・越谷新田ゾーン
３　 横浜の丘ゾーン 16　市川・舟橋の台地ゾーン
４　 八菅山・萩野ゾーン 17　三番瀬ゾーン
５　 相模原ゾーン 18　利根川・菅生沼ゾーン
６　 多摩丘陵ゾーン 19　牛久沼ゾーン
７　 多摩川右岸崖線ゾーン20　手賀沼ゾーン
８　 国分寺崖線ゾーン 21　印旛沼ゾーン
９　 多摩の森林ゾーン 22　東千葉の台地ゾーン
10　狭山丘陵ゾーン 23　盤洲・小櫃川ゾーン
11  三富新田ゾーン 24　鹿野山ゾーン
12　荒川・江川ゾーン 25　富津岬ゾーン
13　見沼田圃・安行ゾーン

平成１５年度までに具体的な実施
方針を検討したゾーン
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iv) 少子・高齢化 

子育て支援、高齢者への配慮が求められる中、都市部では、保育所の定員が不

足し、待機児童が解消されない状態であり、引き続き対策が求められる。他方、

公共交通機関、歩行空間及び住宅・建築物等においては、バリアフリー対策が促

進されている。 

(2) 多様な主体による個性あるまちづくり 

自分が住む都市への誇りを持つ人は、住み続けたい、地域活動へ参加したいとい

う意向が強く、住民と行政との関係は、協働すべきという意識が高い。 

各地域は文化財、祭り・イベント、農産物、人物などの地域資源の発掘・再認識

により、個性のあるまちづくりがされるが、こうした住民意識の高まりを踏まえ、

多様な主体によって進められる例が増えている。 

例えば、住民の良好な居住環境として、また、観光資源として美しい景観への関

心が高まっているところであり、景観条例の制定数が増加し、道路空間の快適な利

用において重要視される電線の地中化が進展しているところである。こうした地方

公共団体の取組に加えて、住民間での景観協定の作成や景観形成のための取組、住

民・NPO・企業などによる地元の特産品や伝統的技術の継承などがみられる。 

また、公共サービスの担い手としての NPO の急増、情報共有を前提とした基本条

例策定への住民参加、コミュニティ・ビジネス・地産地消の取組などのまちづくり

のソフトな分野へも新たな担い手がみられるようになっている。 

留学生は全国的に急増している。大都市圏以外であっても工場従業者、農業研修

者が居住することにより外国人比率が高い地域が存在している。外国人居住者から

みた日本は、公共交通機関が整っていること、日本人が親切であることに対して評

価が高く、就労、住宅入居に対する支援施策が期待されているとの調査結果もある。 

今後は外国人とも協働が進められる環境整備が重要であり、こうしたことも含め

多様な主体によって個性あるまちづくりを進めることが、観光、交流人口の拡大を

図る観点からも重要になっている。 

(3) 求められるコンパクトな都市構造への転換 

人口の低密度化、環境制約や投資制約などの今後の経済社会の変化に対応してい

くためには、都市の外延化を抑制するとともに、諸機能の集約化を誘導することで、

求心力のあるコンパクトな都市構造に転換を図ることが重要な課題となる。 

戦後以来、経済が成長し人口が増加する局面の中での都市構造は、人口と機能の

立地が中心部から郊外部へ拡散するという外延化の過程をたどってきた。しかしな

がら、人口の増加率が低下し近い将来人口減少を迎えつつある現状を踏まえると、

これまで上昇傾向にあった人口集中地区（DID）の人口、面積の対全国比がこのと

ころ頭打ちとなっていることに象徴されるように、都市の構造についても長期的視
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野からみて転換点を迎えつつあるものと考えられる。今後においては、市街地の人

口の低密度化が社会資本の維持・管理コストの負担能力を低下させることが懸念さ

れ、投資制約に対応した効率的な都市構造が求められている。また、都市の外延化

はモータリゼーションと相まって環境負荷を増大させることが懸念され、環境制約

に対応した持続可能な都市構造への転換が求められている。こうした状況から、す

でにいくつかの地方公共団体では、独自に都市のコンパクト化に向けての様々な取

組がなされている。ただし、都市のコンパクト化は、都市の規模や実情などに応じ

た検討が重要であることにも留意が必要である。 

5. 「21 世紀の国土のグランドデザイン」４戦略の推進状況 

「21 世紀の国土のグランドデザイン」においては、５つの基本的な課題（①自立

の促進と誇りの持てる地域の創造、②国土の安全と暮らしの安心の確保、③恵み豊

かな自然の享受と継承、④活力ある経済社会の構築、⑤世界に開かれた国土の形

成）を達成するため、４つの戦略（①多自然居住地域の創造、②大都市のリノベー

ション、③地域連携軸の展開、④広域国際交流圏の形成）を展開していくこととさ

れた。またこれらの戦略の具体的な推進方策を明らかにするため、1999 年６月に、

「『21 世紀の国土のグランドデザイン』戦略推進指針」が決定され、これに基づき

４戦略を効果的かつ着実に推進していくこととされた。 

ここでは、４つの戦略のうち、地域の自立・安定小委員会において議論が行われ

た「大都市のリノベーション」「地域連携軸の展開」について進捗状況を点検する。 

(1) 大都市のリノベーション 

大都市のリノベーション５とは、過密に伴う諸問題を抱える大都市において、豊

かな生活空間の再生や経済活力の維持、高次都市機能の円滑かつ効率的な発揮を可

能とするため、都市空間を修復、更新し、有効に活用することと定義される。 

量的拡大がある程度終了した右肩上がりでない社会の到来をにらみ、単なるリニ

ューアル、リデベロップメント（再開発）とは異なり、現にある資源をより光り輝

くものにする観点からリノベーションとして提唱されたものである。 

国の施策の例としては、広域的都市・交通基盤の整備による大都市構造再編の推

進、防災対策の充実による住民の安全の確保、低未利用地の活用による活力とゆと

りある大都市空間の実現、最適消費・最小廃棄の循環型社会への転換があげられて

いるところである。 

                         
５ リノベーション（renovation）とは、(1)刷新。改革。 (2)修理。改造。修復（『新辞林』三省堂より）。ドイ

ツ・ルール工業地帯の再生などで用いられた用語。 
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① これまでの取組 

「21 世紀の国土のグランドデザイン」に大都市のリノベーションが位置付けられ

たことを踏まえ、「第五次首都圏基本計画」、「第五次近畿圏基本整備計画」及び

「第四次中部圏基本開発整備計画」において、それぞれ「大都市のリノベーション」

を推進することとされた。 

さらに、三大都市圏のそれぞれについて、21 世紀中葉までの目標を定めた「リノ

ベーション・プログラム」が策定されたところである。 

個別の事業の取組（1998～2002 年度）については、電線の地中化、都心居住等に

よる低未利用地の有効利用、密集市街地対策等が着実に展開されており、特に経済

構造改革の一環として、都市の再生に関する取組が民間の力を引き出しつつ推進さ

れているところである（図表１－40）。 

図表１－40　大都市のリノベーションの進捗状況

２１世紀の国土のグランドデザイン
(1998.3)

「２１世紀の国土のグランドデザイン」
戦略推進指針(1999.6)

第五次首都圏基本計画(1999.3)

　　東京圏のリノベーション・プログラム(2000.12)

　・・・国際環境文化都市圏

第四次中部圏基本開発整備計画(2000.3)

　　名古屋大都市圏のリノベーション・プログラム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2003.2)

　　　・・・世界ものづくり・文化都市圏

第五次近畿圏基本整備計画(2000.3)

　　京阪神圏のリノベーション・プログラム(2000.12)

　　　・・・多文化交流圏

（出典）

大都市のリノベーションの推進に関するホームページ

（http://www.mlit.go.jo/crd/daisei/renovation/top.html)

「21世紀国土のグランドデザイン」戦略推進指針（大都市のリノベーション）施策例 進捗状況

■うるおいある都市空間への転換 
電線共同溝整備事業（国交省）
安全で快適な通行空間の確保、都市景観の向上、都市災害の防止、情報通信
ネットワークの信頼性の向上等を図るため、電線共同溝等の整備を一層推進。

「新電線類地中化計画」策定時においては、７年間で約3,000kmを実
施することとしていたが、平成11年に５年間に短縮し、従来までの２倍
以上の整備ペースで整備推進することとした。

総合設計制度（国交省）
敷地内に公開空地を設けるなど一定の要件を満たす良好な建築計画について、特
定行政庁の許可により容積率制限、斜線制限等に関する特例を認める。

平成10年から13年の間に、総合設計制度の許可を得た建築計画は
390箇所に及び、これらの箇所における広場、緑地、通路など日常一
般に公開された空地の確保に寄与した。

■環境と共生した社会システムの構築

建設リサイクルの推進（国交省）
大都市圏においては、再資源化施設及び最終処分場の需給が逼迫しているため、
公的支援による当該施設の適正な立地を促進。

建設リサイクルの推進に向け行動計画等をとりまとめた「建設リサイク
ル推進計画2002」の策定や、建設リサイクルを適正に実施するための
基準である「建設副産物適正処理推進要綱」の改定等。

環境アセスメントの実施(環境省)
環境に著しい影響を及ぼすおそれがある一定規模以上の各種事業を行うにあた
り、事業者自らが環境への影響の調査、予測、評価を行い、環境保全対策を検討
する「環境アセスメント手続き」の実施の義務づけ。

平成９年６月に環境影響評価法が制定され、環境に著しい影響を及
ぼすおそれがある各種事業の実施に当たっては事前に環境影響評価
を行うことが義務づけられた。同法に基づき、約１３０件が手続き中ま
たは終了。平成１４年３月で全ての都道府県及び政令指定都市にお
いて、環境影響評価条例が公布・施行された。

■大都市構造の再構成

下水道システムの耐震化（国交省）
新しい耐震基準に基づく耐震性の向上、既存施設の補強を促進、また幹線管渠や
処理場のネットワーク化など下水道システムの地震対策、処理水や雨水の防災用
水としての再利用や処理場上部空間を活用した防災拠点化等を推進。

「下水道施設耐震計算例－管路施設編－」(H13),「下水道施設耐震
計算例－処理場、ポンプ場編－」(H14)を発刊。

防災公園の整備（国交省）
　大震災時における国民の生命、財産を守るため、大都市地域等において、都市
の防災構造を強化し、避難地、避難路として機能を有する都市公園（防災公園）を
緊急かつ重点的に整備。

地震災害時に復旧・復興拠点や復旧のための中継基地等となる防災
拠点の整備のほか、広域避難地および地域住民の集結場所等として
機能する防災公園等の整備を行った。　これまでに3,112箇所、計
23,458,4haの防災公園を整備。

密集住宅市街地整備促進事業（国交省）
　防災上、居住環境上の課題を抱える密集住宅市街地の整備を図るため、老朽建
築物等の除却や建替え、従前居住者の住宅確保、道路、公園等の地区施設の整
備等。

平成１０年から平成１４年までの間に、密集住宅市街地整備促進事業
を新たに事業採択した地区は２９市区町４１地区1,122ha。

道路の震災対策の推進（国交省）
我が国は有数な地震地帯に位置し、有史以来数多くの地震に見舞われ大きな被
害を受けてきた。このため、震災時に生活物資や復旧物資等緊急物資輸送を確保
するために必要な緊急輸送道路等の橋梁補強等。

道路の震災対策については、緊急輸送道路の橋脚補強等の対策を
実施している。これまでに、緊急輸送道路について約46,000橋脚で対
策を実施した。

 

② 今後の取組の方向 

大都市のリノベーションについては、長期を見すえた着実な取組が必要であり、

今日までのところ順調に推進されていると考えられるが、今後とも社会経済上の新

たな課題、継続する課題に対して対応を進める必要がある。 

具体的な課題としては、以下が挙げられる。 

i) 密集市街地や低未利用地対策等の継続的な課題 

ii) 大都市圏においても例外でない人口減少とその下での人口分布の変化を見越
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した都心の拠点性維持と周辺部への対応 

iii)急速な高齢化、グローバル化とローカル化を踏まえた国際競争力の確保等と生

活の自立・安定等の両立 

iv) 環境制約の増大とまとまった自然の保全や再生・創出 

v) 高齢化等に伴う自由時間、社会参加機会の増大等のライフスタイルの変化への

適切な対応 

vi) 多様な主体による個性あるまちづくりの必要性の増大 等 

その際、三大都市圏の経済集積が世界の三大拠点のひとつであることをいかし、

我が国の牽引役として、また、大都市が魅力ある観光地となりうることを踏まえて

展開されるべきであると考えられる。推進方策としては、民間企業にインセンティ

ブを与え、多様な機会をできるだけ確保するような柔軟性を意識した戦略が重要で

あり、諸施設の整備に当たっても既存ストックの用途転換や、新規投資時に維持管

理やリフォームの容易性を重視することが考えられる。 

(2) 地域連携軸の展開 

「21 世紀の国土のグランドデザイン」において地域連携軸は、「地域の自立を促

進し、活力ある地域社会を形成するため、異なる資質を有するなどの市町村等地域

が、都道府県境を越えるなど広域にわたり連携することにより、軸状のつらなりか

らなる地域連携のまとまりとして『地域連携軸』を形成し、全国土に展開する」も

のと定義されている。このような地域連携軸の性格上、地域による主体的な取組が

重要となる。ここでは、「『21 世紀の国土のグランドデザイン』戦略推進指針」に

主なものとして取り上げられた 31 連携軸構想を中心に、評価調査、ヒアリング調

査の結果を点検し、国土計画上の課題を抽出する。 

① これまでの取組の評価 

2002 年 11 月に、国土計画局において、上述の31 連携軸構想を対象とした評価調

査が実施された（図表１－41）。これによると、現在の構想に積極的に参加してい

るとの回答が５割強あり、連携・交流が深化したとの回答も４割強であった。また

構想により最も促進された内容について尋ねたところ、「新たな観光ルートの整

備」、「地域産業の発展機会」、「地域における情報化の促進」が上位の回答であ

った。他方、今後の予定についての質問では、現在参加している構想に積極的に参

加するとの回答が多い一方、新たな構想への参加に対しては否定的な意見が多くな

っている。 
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図表１－41　地域連携軸構想評価調査

問１「この地域連携軸構想に積極的に参加してますか。」
　　　　　　　肯定→52.5％、否定→47.3％
問２「この地域連携軸構想によって連携・交流が深まりましたか。」
　　　　　肯定→43.1％、否定→56.7％
問３「上記地域連携軸構想によって、促進されたあるいは深まった内容」
（回答が多かった上位３つ）
「新たな観光ルートの形成」（ 65.9％）
「地域産業の発展機会」（38.8％）
「地域における情報化の促進」（35.0％）
問４「地域連携軸構想を推進して貴団体のメリットはありましたか。」
　　　 　　　肯定→46.6％、否定→52.5％
問５「この地域連携軸構想に今後より積極的に参加する予定ですか。」

　　　肯定→57.8％、否定→41.0％
問６「この地域連携軸構想の今後の発展に期待しますか。」

　　　肯定→75.6％、否定→23.3％
問７「別の地域連携軸構想に新たに参加する予定はありますか。」

　　　肯定→14.5％、否定→83.9％

（評価調査の概要)
・現時点での構想に対する評価を知るために平成14年11月に実施。

・31連携軸構想に対する評価調査。

・評価調査を行う団体は、構想に参加している地方公共団体（都道府県・市町村）
・延べ1,020団体に配布し、796団体から回答あり。（回収率78.0％）

 

一方、個別の連携軸構想の進捗状況についてさらに詳細に調査するため、地域連

携軸構想の事務局を担当しているいくつかの地方公共団体に対するヒアリングを

行った。ヒアリングによれば、取組が行われている分野としては、修学旅行誘致促

進、観光モデルコースの策定、広域連携・交流促進支援、観光情報の発信、交流の

集いの開催などが中心である。また今後の課題としては、推進団体の将来的な方向

性が定まっていない、圏域市町村・企業・住民の主体的な取組が実現していない、

構想の啓発活動、実施事業の精査、事務局のあり方などが挙げられている。 

② 今後の取組の方向 

こうした調査結果をみると、観光などのいくつかの特定分野において地域の多様

な主体による地道で恒常的な取組が行われていること、多くの構想においてホーム

ページ等による情報発信が行われることなど、一定の成果をあげたものと評価しう

るものの、以下のような問題も挙げられる。 

・ 地域連携軸構想の推進活動に関して連携施策のアイデアが欠如している例

がみられる。 

・ 他の連携軸構想における施策の成功・失敗事例情報を得る手段に乏しいとの

意見がある。 

・ 構想に関する意識が地域住民、行政職員ともに高くない例が多い。 

・ ボランティア団体、NPO といった多様な主体の参加が実現していない場合が
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多い。 

・ 事務局の運営基盤が脆弱なところがある。 

・ ハードのインフラの整備のみを目的としており、活動自体が停滞している例

もみられる。 

・ 行政サービス面での連携の例が少ない。 

こうしたことを踏まえると、今後の取組の方向として以下の点が挙げられる。第

１に積極的な情報発信・フィードバックである。地域連携軸ホームページ

(http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/renkeijiku/index.html)において、主な

地域連携軸構想の概要、①で紹介された評価調査の結果などが公表されているとこ

ろであるが、今後はこうした情報発信が更に拡充されるとともに、地方公共団体、

ボランティア団体、NPO といった参加主体からのフィードバックが行われることが

望ましい。第２に連携に資するような交通・情報通信基盤等の基幹的な基盤の整備

である。第３に、国土施策創発調査費などを活用した、地方公共団体による構想や

計画の策定に対する支援である。また、ボランティア団体、NPO といった多様な主

体の参加を促進することも重要である。 
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第２節 今後の基本的方向 

 

第２節では、第１節で示した現状と課題を踏まえ、自立・安定した地域社会の形

成に向けての今後の方向性を明らかにする。その基本的な考え方は、以下の通りで

ある（図表１－42）。 

1) 今後の人口減少、諸活動の広域化、グローバル化、地方分権などの経済社会の

変化の中で自立・安定した地域社会を形成していくためには、既存の行政区域を

越えた広域レベルでの対応が重要である。このため、生活面では複数の市町村か

らなる「生活圏域」、経済面では都道府県を越える規模からなる「地域ブロック」

の二層の「広域圏」を今後の国土を考える際の地域的まとまりとし、これらを相

互に連関させることで、国土全体として自立・安定した地域社会を形成していく

ことを対応の基本とする。 

2) 生活圏域においては、生活の利便性のための各種の都市的サービスの充足が鍵

となるが、今後これを包括的に提供する中心的な都市の存立が地域によっては困

難となる状況を踏まえ、圏域内での機能分担と相互補完により都市的サービスを

維持していくとともに、それが困難な地域では特色ある地域づくりなどにより地

域社会を維持していくことが重要となる。現在進められている市町村合併につい

ては、こうした生活圏域をも視野に入れた対応が期待される。 

3) 地域ブロックにおいては、生産力など富を生み出す何らかの源泉を有し雇用機

会を生み出すことが鍵となるが、「選択と集中」の考え方に基づき、限られた資

源（労働、資本）が民間部門において生産性の高い拠点に重点的に投入されるよ

う誘導し、拠点都市圏、産業集積を形成することで、拠点の発展とその波及効果

により地域ブロック全体の活力を維持していくことが重要となる。 

4) 地域づくりの基本は、地域に住んでいる人たちが、地域に対する帰属意識を持

ち、安心して住み続けられる地域社会を多様な主体の参加によりつくり上げてい

くことである。今後は、外部資源の誘致による地域振興のみでなく、地域に内在

する資源をいかす（自助）ことを基本とし、他の地域との多様な依存関係を深め

ていく（互助）ことが、地域づくりの指針となる。こうした地域づくりの結果、

バランスを持った「ほどよいまち（調和のとれたまち）」が形成される。その一

つ一つが、生活面では、生活圏域において都市的サービスを互いに機能を分担し

合いながら提供する役割を担う一方で、経済面では、地域ブロックの拠点からの

波及を受けとめるそれぞれの魅力や素地を持ち、地域ブロックの競争力を支えて

いくことで、生活圏域と地域ブロックという二層の広域圏が形成される。 
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図表１－42　今後の方向性のイメージ

　　　：機能分担・相互補完

　　　：拠点からの波及効果

地域ブロックを牽引する拠点

生活圏域（生活面）
○複数の市町村からなる圏域
○圏域内での機能分担・相互補完による各種
　の都市的サービスの維持

地域ブロック（経済面）
○都道府県を越える規模の圏域
○「選択と集中」の考えに基づく重点的投入

　：ほどよいまち（調和のとれたまち）

二層の広域圏の考え方 地域づくりの考え方

○住民が帰属意識を持ち安心して住み続けられる地域社会づくり
（地域資源の活用による自助、ネットワークによる互助）
⇒バランスを持った「ほどよいまち（調和のとれたまち）」の形成：
　生活面では都市的サービスを提供、
　経済面では拠点からの波及を活かし、地域ブロックの競争力の支え

対応の基本：二層の「広域圏」の相互連関による自立・安定した地域社会の形成

 

1. 生活圏域レベルの広域的な対応 

(1) 生活圏域を取り巻く状況 

第１節でみたように、今後我が国全体の人口が減少する中で、特に地方圏の中

枢・中核都市からの遠隔地においては、大幅な人口減少となる可能性が高い。また、

これに伴い、人口の低密度・無居住地域のさらなる拡大が見込まれ、地域社会その

ものの存続が困難となることが懸念される。こうした中にあっては、もはや単独の

市町村では、生活に関連する諸機能をフルセットで備えることが困難となる地域が

増加するものと見込まれ、地域社会を維持していくためには、複数の市町村による

広域的な連携と役割分担を積極的に進めていくことが求められる。 

一方、モータリゼーションの普及などにより国民の生活行動が広域化するととも

に、情報通信革命による影響や国民意識の成熟化などを背景に、国民の生活行動そ

のものも多様化してきている。こうした中にあっては、人々の生活の空間的広がり

を視野に入れつつも、圏域を固定的に捉えるのではなく、住民にとって高次から日

常に至るまでの様々な機能が自由に利用できるかどうかといった観点からの対応

が求められる。 



 

 - 52 -

(2) 生活圏域の目安と今後の課題 

人口減少下にあっても、生活に関連する諸機能を維持し、地域社会を保っていく

ためには、地域の実情を踏まえつつ、人口規模で 30 万人前後、時間距離で１時間

前後のまとまり（概ね百貨店、総合病院といった都市的なサービスが提供可能な規

模）を目安とした複数の市町村からなる「生活圏域」を念頭に置いた対応が基本と

なる。 

以上を「生活圏域」の目安とした場合、課題となる地域とその対応の方向は以下

のように整理される。 

まず、中枢・中核都市や人口 20 万人以上の都市の１時間圏域内においては、今

後ともこうした中心的な都市の規模が維持される圏域において、ほぼ十分な都市的

サービスを享受することができるものと考えられる（図表１－43）。 

図表１－43　自市町村内に医療・商業施設が立地する市町村の割合（全国）
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（出典）総務省「国勢調査報告」等をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　ここでいう医療・商業施設とは以下のとおり。
　　　　　　　　　医療（一般）：重要性、ニーズの高い16の診療科目（内科、呼吸器科、消化器科（胃腸科）、循環器科、小児科、精神科、外科、整形外科、脳神経外科、
　　　　　　　　　　　　　　　　産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、皮膚科、泌尿器科、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、麻酔科）
　　　　　　　　　医療（救急）：救命救急センター若しくは救急告示病院
　　　　　　　　　商業：店舗面積１万㎡以上の百貨店、スーパー、ショッピングセンター若しくは寄合百貨店
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市町村数 2,218 421 168 98 55 43 31 21 18 9 20 20 85 3,207

自市町村内に医療（一般）施設が立地する市町村の割合

自市町村内に医療（救急）施設が立地する市町村の割合
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一方、今後の人口減少により、１時間圏域内に人口 20 万人相当規模の中心的な

都市が存在しない地域が拡大することが見込まれる（図表１－44）。こうした地域

においても、上記の目安である１時間圏域 30 万人前後の人口規模が確保されるの

であれば、圏域内での機能分担と相互補完により都市的サービスの提供が可能であ

ると考えられる。その際、１時間圏域が都道府県境をまたがる場合であっても、圏

域内の市町村間の積極的な連携が望まれる（図表１－45）。 
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図表１－44　中心的都市より１時間圏外の市町村数と人口の割合（全国）

（出典）国土交通省総合交通分析システム（NITAS) 、総務省「国勢調査報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　１．ここでいう中心的都市とは、中枢･中核都市（県庁所在又は人口30万人以上であって昼夜間人口比１以上の市）及び人口20万人以上の市とした。
　　　 ２．圏域の設定にあたっては、平成14年３月現在の交通ネットワークで鉄道（新幹線と特急を除く。）と道路（高速道路を除く。）の利用を前提とし、
　　　　　　各市町村間の到達時間を市町村単位に設定した。各市町村の起点終点はそれぞれ市町村役場である。
　　　 ３．将来人口の推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」の中位推計をもとにした。移動率の仮定は以下のとおり。
　　　　　　・固定型：1995年から2000年までの移動率が将来も続くと仮定
　　　　　　・封鎖型：移動率がゼロと仮定
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図表１－45　中心的都市より１時間圏外の市町村（地図、2000年）

（出典）国土交通省総合交通分析システム（NITAS) 、総務省「国勢調査報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　１．ここでいう中心的都市とは、中枢･中核都市（県庁所在又は人口30万人以上であって昼夜間人口比１以上の市）及び人口20万人以上の市とした。
　　　 ２．圏域の設定にあたっては、平成14年３月現在の交通ネットワークで鉄道（新幹線と特急を除く。）と道路（高速道路を除く。）の利用を前提とし、各市町村間
　　　　　　の到達時間を市町村単位に設定した。各市町村の起点終点はそれぞれ市町村役場である。
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しかし、今後の人口減少により、上記の目安である圏域人口自体を維持すること

が将来危ぶまれる地域も存在する。こうした地域にあっては、特に、交流人口を増

加させるような特色ある地域づくりが期待されるとともに、圏域そのものを拡大さ

せるためのモビリティの向上を図ることなどの対応が必要となる。 

なお、自然的社会的条件等により、現時点においても上記の「生活圏域」での広

域連携が困難な地域に対しては、人々の生活維持や国土保全等、政策目的を明確化

し、重点化した施策・対応を進めることにより、諸問題を克服することが必要であ

る。この場合、例えば、IT 革命の成果の活用や「交通弱者」等を対象にしたきめの

細かい移動サービスの提供等が重要となる。 

(3) 三全総における定住圏との比較 

過去の国土計画において、人々の生活面に着目した地域的なまとまりを示したも

のとしては、第三次全国総合開発計画（1987 年 11 月）（以下、三全総）で定めら

れた「定住圏」がある。三全総では、人間居住の総合的環境の整備を基本目標とし、

地方圏における人口の定住を促進する定住構想が提示された。定住圏は、この構想

に沿った新しい生活圏の確立を図るための計画上の圏域として想定され、その整備

の方向については、地方公共団体が定めるものとされた。三全総策定後は、「モデ

ル定住圏」が選定され、これを推進力として定住圏の整備が進められた。 

現在は、三全総策定当時から世紀をまたいでおよそ 30 年近く経過し、1.(1)で述

べたように人々の生活を取り巻く状況も大きく変化しており、生活の空間的広がり

を想定する場合も、その考え方は当然異なってくるものと考えられる。前節で述べ

た生活圏域と定住圏との相違を概略すると以下の通りである。 

i) 圏域の位置づけについて、定住圏は、「モデル定住圏」にみられるように具体

的に圏域が設定されその整備が図られるという枠組みであったのに対し、今回示

した生活圏域は、上記のような枠組みを前提としたものではなく、それぞれの市

町村が広域的な対応を図っていく場合の目安を示したものである。 

ii) 圏域の大きさについて、定住圏は、全国でおよそ 200～300 の圏域で構成され

るとされていたのに対し、時間距離にして 1時間前後のまとまりを目安とした生

活圏域は、定住圏で想定されていた生活圏よりも対象領域が広くなるものと考え

られる。 

iii)圏域における都市機能のあり方について、定住圏は、地方都市全般に人口の増

加が顕著となっていたことを背景に、圏域の中心となるべき都市に機能集積を図

ることに力点が置かれていたのに対し、生活圏域は、地域によっては、人口減少

下で都市的サービスを包括的に提供する中心的都市の存立が困難になる状況を

踏まえ、圏域内で機能分担と相互補完を図ることに重点を置いている。 
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2. 地域ブロックの経済的自立と拠点の形成 

(1) 地域ブロックを取り巻く状況 

最近、中央政府や東京圏に経済上の依存を続けることの限界が見え始め、また工

場移転・閉鎖を行う可能性がある企業に地域の雇用の大部分を依存することの危険

性がみえてきた。一方、地域の特色を高め、他地域との差別化を図ることが地域の

魅力や国際競争力を高め、ひいては日本全体の経済発展につなげることが可能との

認識が広がりつつある。 

こうした環境の中で地域の側からの自立要求が高まり、地方分権の流れができつ

つある。経済的に自立するためには、人口や経済規模からみて県単位では困難であ

り、ほぼ欧州の中規模国に匹敵するくらいの規模が１つの目安である。こうした観

点から本章における地域区分(P.10参照)の人口、面積及び経済規模をみると、戦後、

人口と経済規模が急速に拡大したことにより、ほぼ欧州の中規模国と同程度になっ

ている（図表１－46）。 

図表１－46　欧州諸国との比較

（出典）「Road Atlas Europe」、The　World　Bank “World Development Indicators 2002”、
　　　　　内閣府「県民経済計算」をもとに国土交通省国土計画局作成。

（注）わが国の地域区分別GDPは、93SNAベースの年度値である。

地域・国
人口（万人）
2000年

面積
（万k㎡）

GDP(億米ドル)
2000年

北海道 570 8.3 1,922
東北 1,230 7.5 4,079
関東 4,130 3.6 17,217
中部 2,150 4.1 6,721
北陸 310 1.1 1,151
近畿 2,350 2.7 7,774
中国 770 3.2 2,672
四国 420 1.9 1,296
九州 1,350 4.0 4,135
沖縄 130 0.2 329
デンマーク 540 4.3 1,623
ベルギー 1,030 3.3 2,266
オーストリア 810 8.4 1,890
スイス 720 4.1 2,398
オランダ 1,610 4.2 3,648

 

(2) 地域ブロックの経済的自立をどう促すか 

地域ブロックの経済的自立とは自給自足を目指すことではない。最も重要な点は、

「生産力など富を生み出す何らかの源泉を有し、雇用機会を生み出すこと」である。

雇用機会とは、例えば、家を継ぐなどの理由で家からの通勤範囲で働きたいと希望
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する住民の働く場が存在すること、地域ブロックの経済的自立に必要な優秀な人材

が魅力を感じる職場が存在することなど多様な人材の就業機会が提供されること

であり、労働の流動性を否定するものではない。現実的には、地域ブロックの経済

的自立の度合いを徐々に高めていくことが重要である。 

地域ブロックが、ほぼ一国としての諸資源や機能、施設を有し、国際社会の中で

伍する競争力を有し、先進国として相応しい水準を維持できることが必要であるこ

とを考慮すれば、その規模は「人口約 600～1000 万人程度以上」である旨が国土審

議会基本政策部会報告（2002 年 11 月）で示されている｡ 

地域ブロックの経済的自立のためには、地域ブロックの牽引役となる拠点が形成

されることも必要であり、拠点形成に意欲的な地域に対しては、健全な地域間競争

を前提として国がその実現に向けて支援することなどが重要である。 

(3) 拠点の形成に当たっての基本的考え方 

地域ブロックの牽引役、すなわち「成長の極（growth pole）」となる拠点の形

成に当たっての基本的な考え方は、経済活動を維持する観点から、「選択と集中」

の考えに基づき、限られた労働と資本が、民間部門において生産性の低い土地から

より生産性の高い土地に重点的に投入されるよう誘導することである。しかも拠点

には、既に多くのストックが存在しており、そこに集中的に投入することは過去の

ストックをいかすことでもあり効率的である。その結果、拠点が発展すれば、その

活動を支援する産業が興り、周辺地域にも効果が波及（spillovers）し、地域ブロ

ックの牽引役を果たすことが可能である。 

拠点は、地域ブロック内に大規模から小規模なものまで複数各種存在し、国、地

方自治体、住民、企業など各主体が拠点の個性に対応し各自の役割に応じて発展に

寄与し、それら拠点の総合力が地域ブロックの牽引に貢献することが重要である。

たとえ小さくとも、住民の力で飛躍的な発展を遂げた地域は、周辺に効果を及ぼし、

地域ブロックの発展に貢献している。 

地域ブロックは、例えばある地域ブロックは東アジアとの交流に特徴があるとい

ったように、地域の特色を高めるという目標を設定し、地域ブロック内部で他地域

との差別化を図って健全な競争を行うことが、地域の魅力や国際競争力を高めるも

のと考えられる。 

全ての地域ブロックが良好に発展することは重要であり、地域ブロック間で過度

の不均衡が生じないよう配慮する必要がある。 

周辺地域への波及効果の例としては、知識財による農林水産業や工業の生産性や

付加価値の向上、企業間での新たな取引発生、住民を雇用する職場の創出、観光や

買い物などの新たな発生などがあり、意欲ある中小事業者には、そうした効果が及

ぶ。 

しかし、こうした経済原理のみでなく、例えば公共や安全といった観点で労働と



 

 - 57 -

資本の投入を論じなければならないケースがあることも事実である。 

拠点は、産業、生活、環境のバランスが取れた構造とし、働く人とその家族全員

の効用を高めることが必要である。 

(4) 過去の拠点開発方式との比較 

全国総合開発計画（1962 年 10 月。以下、一全総という。）では、工業開発や都

市整備のための拠点開発方式を採用した結果、日本経済の発展に成功しているとこ

ろであり、これとここでいう拠点とは以下のように比較できる。 

① 類似点 

一全総の冒頭には、「我が国に賦存する自然資源の有効な利用及び資本、労働、

技術等諸資源の適切な地域配分を通じて」とあるように、当時の日本の資源、資本、

労働等は限られており、それを効率良く配分することで可能な限りの発展を目指す

という点においては、現在と類似の社会背景があった。 

② 相異点 

i) 拠点形成の目的は、一全総では工業の分散による都市の過大化の防止と地域格

差の縮小であるが、今回は地域ブロックの牽引役の形成である。 

ii) 拠点の産業機能・形態は、一全総では重化学工業を含む大規模な工業の集積で

あるが、今回は「知的資本※」の蓄積とネットワーク化による技術革新の創出に

主眼がある。 

iii)拠点の広がりは、一全総では概ね都道府県の域内に留まっているが、交通網の

整備が進み拠点が拡大したため、今回は県域を越えた広域的な広がりを持つ。行

政域にこだわらず、実態的な経済圏域を重視する。 

iv) 拠点の形成手法は、一全総では国の主導により、工業の適正配置に関する各地

域ごとの計画作成、必要な基盤整備に公共投資の重点的投入、金融上の優遇等に

よる工業の分散誘導が中心であったが、今回は、既存の社会資本や施設の有効利

用を前提とし、意欲ある地域の主体的な努力と責任で民間資源がいかされ、国が

主に民間の労働と資本、更に情報を誘導するものである。 

 

全国総合開発計画に基づき、新産業都市建設促進法（1962 年）、工業整備特別

地域整備促進法（1964 年）が制定され、全国で計 21 地区が指定され整備が進め

られた。その後、拠点開発を促進する法律がいくつか制定され、拠点開発が実施

されてきた。これらの政策は、その時代に存在した強い要請を背景として実施さ

れてきたものであり、一定の成果を生み、合理的であった。しかも過去のこうし

                         
※ 巻末の用語解説参照 
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たさまざまな取組によって形成された拠点の蓄積が存在したからこそ、現在、次

段階の発展に移行するための基礎となっている。 

しかし、日本が大きな転換点に差し掛かった今、過去の方式をそのまま延長す

ることは適当ではないものもあり、こうしたものについては、これから日本が向

かう時代の要請に見合った方式を採用することが必要である。 

(5) 拠点都市圏の形成 

拠点都市圏は、地域ブロック内で拠点となる都市圏の中でも、核となる比較的大

規模なものである。 

このまま放置すれば、地方において始まっている地盤沈下が拠点都市圏にも及ぶ。

拠点都市圏の地盤沈下が一旦始まれば、再び地方を回復軌道に乗せることは至難で

あるとの危機感がある。 

① 「21 世紀の国土のグランドデザイン」に挙げられた拠点となる都市圏 

「21 世紀の国土のグランドデザイン」では、三大都市圏（東京圏、関西圏、名古

屋圏）、地方中枢都市圏（札幌、仙台、広島、福岡・北九州）、地方中核都市圏（新

潟、金沢・富山、静岡・浜松、岡山・高松、松山、熊本、鹿児島、那覇等）を「中

枢拠点都市圏」とし、そのネットワークを重層的に形成し、広域国際交流圏の拠点

として国際交流機能を強化する、とされている。このうち、列記された 12 の地方

中枢都市圏、地方中核都市圏の人口・経済規模は、欧州の中規模国の首都と遜色の

ない規模となっている（図表１－47）。 

② 拠点都市圏とは何か 

拠点都市圏とは、様々な個性はあるが、国際・広域交流機能、都市型産業機能、

頭脳供給機能、文化発信機能など高次都市機能を有し、個性的な知識創造エネルギ

ーを創出する場である（図表１－48）。 

ここでいう国際交流機能とは、ⅰ)外国に人、物資、資金、情報等を発信するエ

ネルギーを持った機能、ⅱ)外国から人、物資、資金、情報等を惹きつける魅力を

持った機能を指す。具体的には以下の点が重要である。 

i) 集積の促進 

農業から工業、工業からサービス業への産業構造の変化に伴い都市の姿も変容

する。量産型製造業やルーチン型・サービス支援活動は安い賃金と良質の労働力

を膨大に有する国に移転してきた。地域経済を牽引するのは、「知的資本」によ

るサービス、デザイン、研究、設計、マーケティングなどの知識財産業であり、

企業、顧客、大学、研究所などの集積を有する都市でのフェイス・トゥ・フェイ

スの交流を通じて新しい創造が生まれ飛躍的に発展しうる。 
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図表１－47　拠点となる都市圏の経済規模

(注)　
都市圏は 総務省「国勢調査」の設定による。
都市圏は中心都市と中心都市への15歳以上通勤通学者数の割合が
当該市町村の常住人口の1.5%以上であり、かつ中心市と連続して
いる市町村とする。ただし、中心市への15歳以上通勤・通学者数
の割合が1.5%未満の市町村であっても、その周辺が周辺市町村の
基準に適合した市町村によって囲まれている場合は「周辺市町村」
とする。　

（注）欧州各都市の経済規模は、各国の一人当たりGDP（2000年）に各都市の人口
　　（2003年）を乗じて求めた。円換算に用いた為替は2000年平均値(1ドル108円)。

欧州都市の経済規模

：経済規模（人口×一人当たり県民所得）

人　　口
（万人）

経済規模
（兆円）

一人当たり県民所得
（千円）

東京都市圏 3,461 151.1 東京都4365
関西都市圏 1,864 61.6 大阪府3303（大阪市3240）
名古屋都市圏 874 30.6 愛知県3498（名古屋市3642）
福岡・北九州都市圏 542 14.4 福岡県2660（北九州市2833,福岡市2660）
静岡・浜松都市圏 267 8.5 静岡県3194
札幌都市圏 251 7.2 北海道2856(札幌市2966)
岡山・高松都市圏 259 7.0 岡山県2649、香川県2788
金沢・富山都市圏 222 6.6 石川県2970、富山県2931
広島都市圏 219 6.1 広島県2961（広島市2905）
仙台都市圏 204 6.1 宮城県2769（仙台市3288）
新潟都市圏 135 3.9 新潟県2892
熊本都市圏 146 3.9 熊本県2646
鹿児島都市圏 109 2.5 鹿児島県2325
那覇都市圏 103 2.2 沖縄県2125
松山都市圏 70 1.7 愛媛県2495

人　　口
（万人）

経済規模
（兆円）

コペンハーゲン デンマーク 109 2.9

ブリュッセル ベルギー 98 2.0
ウィーン オーストリア 152 3.2
チューリッヒ スイス 35 1.2

アムステルダム オランダ 74 1.6

（注）各都市圏の経済規模は、各都道府県の一人当たり県民所得（2000年）に各都
　　　市圏の人口(2000年）を乗じて求めた。

（出典）総務省「H12国勢調査」、内閣府「県民経済計算年報（2003）」より国土交通省国土計画局作成。  

 

図表１－48　拠点都市圏のイメージ
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ii) 国際化の促進 

日本は各時代において外国から文化を輸入して消化し、日本古来の文化と混ざ

り合って独自の文化を作り上げるたびに飛躍的に発展してきた歴史がある。外国 

の高水準で多様な頭脳を取り入れ、異質な考え方、技術、ノウハウ、文化などが

ぶつかり合い、刺激を与え合うことで新しい創造を生み出すことが重要である。 

iii)快適な生活が送れるまちの形成 

「知的資本」の集まりを促すためには、教育、医療、住宅、景観等の面で快適

性を感じ、住み続けたいと思うまちであることが重要であり、このことにより家

族を含めて安心して生活できる。そのためには文化的魅力も必要であり、地域に

根ざした個性ある文化や伝統が存在することが重要である。グロ－バル化が進む

ために、地域が保存していた文化の復興を通じて、新たな産業を創出し、人間の

生活の「場」を再生するなどのローカル化により競争力を高めることが重要とな

る。中でも快適なまちを作ることは日本人・外国人の双方にとって重要である（図

表１－49）。 

１住宅当たり延べ面積

１人当たり都市公園面積

住宅地地価（１㎡当たり）

（出典）都市計画年報、総務省「住宅・土地統計調査」(H10), 各都道府県「地価調査」より国土交通省国土計画局作成。

（注）各図の黄色は三大都市圏中心都市。１人あたり都市公園面積：各都市の都市計画区域において、地方公共団体・国が設置した公園の面積／都市計画区域内人口、　　
　　　１住宅当たり延べ面積：持ち家住宅及び借家住宅の床面積の平均値、住宅地地価：毎年１回実施する基準値の価格調査による、用途が住宅である地点の平均価格。

（㎡）

（㎡）

（円）

図表１－49　拠点となる都市圏における生活面の指標
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(6) 産業集積の形成 

① 産業集積とは何か 

産業集積とは、既存の産業が集積した地域において、人が集まる核と産学間・企
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業間の連携・分業ネットワークを構築することにより形成されるもので、ある程度

の地理的広がりを持つものである（図表１－50）。更地に新しく施設を建設して人

造的に建設するものではない。業種は伝統的地場産業、素材型産業、加工組立産業、

知識財産業など幅広く、規模についても大規模から小規模まで存在すると考えられ

る。 

産業集積の外縁部は、IT 技術の発展や交通アクセス網の整備などにより変わりう

るが、大まかな地理的範囲としては、毎日のフェイス・トゥ・フェイスが可能な集

積の核を中心とし、技術革新活動を共同で行い得る 30 分～１時間到達圏内とし、

単なる取引先までは含めない。 
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図表１－50 産業集積のイメージ

 

② 産業集積の達成目標（10～15 年先） 

既存の産業や大学を前提とするため、各地域によって特色が異なり、10～15 年先

の達成目標を規模、業種、範囲など外形的なもので一律には規定できない。このた

め、機能面での達成目標を掲げることとする。「富を産み出す源泉としての生産力

を確立し、雇用機会を生み出す」との観点から、10～15 年後の目標として以下を掲

げる。 

i) 技術革新の維持向上 

技術シーズを持った人材を輩出し、新規創業が次々と発生する基盤が形成され

ていること。日本の産業の国際競争力の基盤は、生産効率の向上だけでなく、新
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技術、新製品を次々と生み出す技術革新にある。 

ii) 地域産業の柔軟性や適応力の向上 

産学間・企業間の柔軟な連携・分業ネットワークが形成され、今後、地域産業

を取り巻く如何なる環境変化があったとしても、その変化を柔軟に受けとめられ

る地域産業が形成されていること。 

iii)常に新しい技術・製品が生み出される開発基盤の確立 

大企業、中小零細企業、大学、国立研究所などが連携・分業するネットワーク

が有効的に機能し、人材を常に輩出し、常に新しい次世代の技術・製品を生み出

す開発基盤が確立されていること。 

iv) 地域の雇用確保 

地域の雇用を支えた主力産業が、もはやかつての雇用吸収力を維持出来なくな

ってきたため、地域の雇用機会を生み出し、地域に根付いた雇用基盤が形成され

ていること。現在米国でみられるような「雇用無き景気回復」とならぬよう、産

業集積を支えるおう盛な生活基盤産業を含めると、知識労働から単純労働まで幅

広い労働層の雇用機会を生み出すこと。 

③ 産業集積の形成手法 

産業集積は、地域の自助努力が基本であり、国は間接的に支援を行うことが重要

である。 

ただし国が地域の特性をいかした産業集積形成のモデルケースを提示すること

は有用である。 

産業集積は、各地域によって、規模、業種、範囲、発展過程、組織構造などが異

なるため、形成手法や国と自治体との役割分担も一律には規定出来ない。地域にお

いて最適と思われるビジョンを作ることが基本であるが、どの産業集積にとっても

重要と思われる形成手法は以下のとおり。 

i) 集積の核とネットワークの形成 

「知的資本」の集まりを促す核の形成が重要である。頭脳業務は、多様な「知

的資本」が集まる場での毎日のフェイス・トウ・フェイスの交流を通じて新しい

創造が生まれうる。人の自由な行動に任せるだけでは人の集まりを促すことは困

難である。地域の大学、公設試験研究機関、国立研究所など、「知的資本」が集

まり、地域産業を支援する役割を持って設置された公的機関が、集積の核の役割

を担い、全力を挙げて地域産業を支援することが重要である。 

集積のメリットを高める産学官・企業間の連携・分業ネットワークの形成が重

要である。多くの人と情報交換し、情報を共有することで、縦の取引関係や横の

業務分担など仕事のつながりに発展しうる。ネットワーク作りの基本は、出会い

の場を作ることにある。 



 

 - 63 -

ii) 集積の潜在能力の向上 

必要な人材が供給されることが重要である。制度がいかされ、成果が生み出さ

れるためには、熱心な人の存在が不可欠である。熱心な人には、組織を熟知し、

人と人を結びつける「結節点」の機能を有する複数の者と、事業の主体となる大

学や企業に属する者がいる。独立法人化を契機とした国立大学や大企業からのス

ピンアウトも重要な役割を担う。 

外国企業の産業集積に対する投資を容易にするための環境整備が重要である。

外国の多様で異質な頭脳を取り入れ、刺激を与え合うことが重要である。 

iii)長期的な維持定着 

事業者が地域に歓迎されていると実感し、そこで働く人とその家族が地域で長

く働き住み続けたいと感じられる居心地の良さを提供する環境が重要である。 

iv) 支援 

集積の核とネットワークの形成、人材の供給、外国企業の投資環境整備におい

て公的機関は必要な支援を行うとともに、立ち上がり段階において、健全な事業

内容（ビジネスプラン）を有する事業者に、公的機関は試験研究資金、民間金融

機関や投資家等は事業立ち上げ資金など何らかの形態で資金供給を行うことが

重要である。 

産業集積は規模や業種は様々であるが、国が間接的に支援する場合には、比較

的規模が大きく、「生産性が高い土地」（生産性が高くなることが見込まれる土

地、国として戦略的に生産性を上げていくべき土地を含む）に限定する。大都市

圏か地方圏かは無関係である。地域ブロック内での選定と国での選定を組み合わ

せる。選定に当たっての恣意性を排除するため、客観的、公平、合理的な判断（い

わゆる「目利き」を含む）が重要である。 

3. 「ほどよいまち（調和のとれたまち）」をふまえた地域づくり 

(1) 大きな転換点を迎えた地域社会 

①外からの移入や誘致に依存しない自立・安定した地域社会 

地方の中核都市の一部、中心都市、中小都市及びその周辺地域（条件不利地域を

除く）の広大な一帯では、地域振興に成功した地域も一部にあるが、大多数は、地

域経済が落ち込み、地域社会を維持することが厳しい状況にある。過去多くの試み

が行われてきたが、多くの地域では未だ地域振興に成功していない。 

地域づくりに対する大きな時代の転換点に差し掛かっているといえる。各種の施

設や社会資本の整備などの大規模プロジェクトを実施し、大企業の工場を誘致する

ことにより住民に夢を与えること、また、工場誘致や観光業で地域振興に成功した
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地域が、創意工夫なく、これまでの地域づくりの延長線上でさらに発展することは

難しい時代となった。 

日本の地方圏に広がる広大な地域が、今後、外からの工場・プロジェクト誘致だ

けに依存しないという前提の下で、自立・安定した社会を形成し、次世代に伝える

ための地域づくりを行うことが緊急の課題である。 

②多種多様ないくつもの地域社会 

地域づくりは、地域に住んでいる人たちが、地域に対する帰属意識を持ち、安心

して住み続けられる地域社会を目指すことが基本である。こうした地域づくりによ

って、より多くの住民が、地域に対する誇りや愛着を持ち、満足感を得て、その地

域に長く暮らす社会が実現する。 

住民の価値観が多種多様であるため、地域づくりも多種多様な形態が存在する。

それは住民自らの知恵と意思で決めるものであって、他地域の真似や後追いをする

ものではない。地域は必死になって努力し、地域資源をいかし、結果として特徴の

あるメリハリのきいた地域づくりをしなければならない。 

例えば、地域資源をいかした観光を振興し交流人口を増やす地域、都市と農山漁

村で相互の役割分担を意識した交流を活発化する地域、地場の産業を業種転換して

交流人口や売上を増やす地域、歴史的な町並みや美しい自然景観を保存し地域の魅

力を高めて交流人口を増やす地域など、多くの選択があり、このような地域づくり

は、地域ブロックの競争力や魅力にも貢献する。 

(2) 地域づくりの結果として実現する「ほどよいまち（調和のとれたまち）」 

① 「ほどよいまち（調和のとれたまち）」とは何か 

地域づくりは、住民、NPO、企業、地方公共団体など多様な主体が参加して協働

し、自主的に取り組むことが重要であり、結果としてバランスを持ち、長期的に発

展が持続する「ほどよいまち（調和のとれたまち）」が実現される（図表１－51）。 

i) バランスを持ったまち 

「ほどよいまち（調和のとれたまち）」とは特定の機能に特化していないバラ

ンスを持ったまちである。例えば、産業、環境、生活のバランスが取れたまちで

あること、都市機能と農村機能がバランスしていること、産業の構成においても、

住民の生活を支える生活基盤産業と外から移入した産業がバランスしているこ

と、農業、製造業、サービス業など産業構造もバランスしていること、地縁的血

縁的人間付き合いのコミュニティと、目的的機能的付き合いのアソシエーション

がバランスしていることなどである。諸機能がバランスしていると、社会が大き

く変化する時代にあっても柔軟に対応可能で影響が少なく、ましてや緩やかな変

化は吸収することが可能である。 
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図表１－51　「ほどよいまち（調和のとれたまち）」のイメージ

 

 

ii) 長期的に発展が持続するまち 

「ほどよいまち（調和のとれたまち）」とは、長期的に発展が持続するまちで

ある。これは、スマート・グロース※やサステイナブル・デベロップメント※に近

い概念である。大小を問わず好機を賢くとらえて地域振興に結びつけ、例えば、

観光業や過去の工場誘致で地域振興に一旦成功したとしても、創意工夫により、

長期的な発展の安定軌道に乗せていくことが、「ほどよいまち（調和のとれたま

ち）」へと導いていく。 

② 地域資源の活用による自助 

①のような「ほどよいまち（調和のとれたまち）」の考え方を踏まえた地域づく

りに当たっては、特定の事業や地域に依存する構造から脱皮し、地域に内在する地

域資源から発展するという自助努力が基本である。 

例えば地域資源とは無関係に単に外から工場を誘致しただけでは、地場に技術が

根付くことが難しく、景気に左右されて工場が閉鎖・移転する可能性がある。真に

頑強な地域を作るためには、接ぎ木のような方法でなく、地域に内在している産業

                         
※ 巻末の用語解説参照 
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や都市機能の既存の集積、伝統、技術、文化、自然、景観などの地域資源の中から

価値のあるものを発見し、磨き上げ、伸ばしていくことで、他地域にはない価値を

生み出すことが重要である。他地域に比較して特に抜きんでた既存の集積、伝統、

技術、文化等が存在しなくとも、このように発展するものは地域に長く根付く。 

なお、その際も、自然環境などの貴重な地域資源の価値が保たれることは、持続

可能性の配慮というだけでなく、良好な環境として地域の競争力につながる。 

③ ネットワークによる互助 

地域に内在する資源や諸機能を土台に発展するという自助努力に加え、他地域や

他都市との間で相互に補強・補完しあい、多元的、動的、相対的なネットワークを

張り巡らし、他地域との多様な依存関係を深めることで（互助）、自立を確立した

地域づくりを目指す。 

具体的には、自地域に必要な人材、文化、産業を補強するために他地域から移入

を促し、自地域に不足する機能を各地域の有する得意分野で補強・補完する形で連

携し、また都市から一部を移入する形の「多元的」で、時間を経るに従い環境に応

じて柔軟に変化する「動的」なネットワークを形成することで、他地域との「相対

的」な位置関係において自立の確立を目指す。 

 

自助と互助をバランスした組み合わせによる地域づくりの結果、例えば落ち着い

ているが賑わいもあり、豊かな住民の生活を支える産業があり、すぐ郊外に行けば

田園風景があるというような「ほどよいまち（調和のとれたまち）」が出来上がっ

ていく。 

こうして実現する「ほどよいまち（調和のとれたまち）」の一つ一つが、生活面

では、生活圏域において都市的サービスを互いに機能を分担し合いながら提供する

役割を担う一方で、経済面では、地域ブロックの拠点からの波及を受けとめるそれ

ぞれの魅力や素地を持ち地域ブロックの競争力を支えていくことで、生活圏域と地

域ブロックという二層の広域圏が形成される。国土が多種多様、複数複層の地域社

会により構成され、二層の広域圏を念頭に置いた地域の自立と安定を担保するしく

みが形成されるには、地域ブロックの牽引役となる拠点と発展のつまずきがちなま

ちの双方が、「ほどよいまち（調和のとれたまち）」の価値を共有し地域づくりを

進めることが重要である。 

(3) 今後の地域づくりに当たっての重要な要素 

① 熱心な地域リーダーの存在 

現在、必ずしも全てではないが、地域づくりに成功した事例をみれば、都会や外

国など地域外で暮らした経験を持ち、何らかの理由で地域で暮らすことになった人



 

 - 67 -

が熱意を持ち、既存の枠組みから離れて過去のしがらみに捕らわれずに地域づくり

を行っている例が多い。地域外で暮らした経験から、地域の魅力を外部評価し、地

域住民に価値を伝えることができる。地域づくりが成功すれば、地域に魅力を感じ、

地域リーダーを支える人々が集まる。 

② 住民の生活に必要な所得機会の確保 

まず目指すべきは、地域住民が欲する商品・サービスを地元で生産する（地産地

消、コミュニティ・ビジネス）こと、地元企業が必要とする労働者を地元が提供す

ること、地域で形成された資金を地域の事業に融資・投資することなど、「地域の

中で経済を回す」という自助が基本である。これは住民生活に根ざした生活基盤産

業とでも呼ぶべき産業を興すことでもある。さらに、地域資源の中から価値のある

ものを発見し、磨き上げ、伸ばしていくことで、他地域にない産業を興すことも重

要である。 

その上で、同時に検討すべき事項は、商品を大消費地である国内の都会や産業集

積、東アジア等に出荷販売すること、国内や東アジア等から観光客を呼び込むこと、

住宅などを開発販売して居住者を呼び込むことなどである。 

③ 多様な主体の意志が地域づくりに反映する仕組みの構築 

住民が地域に対する誇りや愛着と地域活動への参加に相関があるとの分析があ

る（図表１－52）。住民が地域に対する誇りや愛着を持ち、満足感や安心感を得、

長く住みたくなるような地域、さらには外からも評価され交流が持続する地域がつ

くられるためには、住民個人、自治会、町内会、NPO、企業、商工会議所、商工会、

青年会議所、地方公共団体など地域に住む関係者のみならず、地域外の第三者も加

われる仕組みとすることで、多様な主体が参加して協働し、地域のことは地域で決

め、個性的かつ開放型の地域づくりを行うことが重要となる。現在、こうした動き

を促すため多くの地方公共団体で関係条例が作成されている。 

活動の仕組みを作り上げていく過程においては、市町村合併が進んでいる中で、

住民が自らを治めるという広い意味での自治構造の再編やNPOなどの住民活動組織

の創設や活動を促し、定年時期に差し掛かっている元気な団塊の世代の参加を促し、

多様な個人が個人の資格で活動に参加し協働を促すことが重要である。 

また、多様で創造的、かつ地域の多様な主体の意志が反映された地域づくりの計

画を作り、実践を行うためには、国と地方、事業主体と利用者、行政と非行政とが

一緒になって徹底した論議を積み重ね、合意に至るようなボトムアップ型の仕組み

が重要である。 
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図表１－52　都市に対する誇りと居住意識（都市住民意識調査より）

 

④ 地域づくりに対する支援 

国・地方公共団体は、各種媒体を通じて、事例、支援措置、リスク等にかかる情

報提供を行う役割がある。地方公共団体は、地域イメージ向上のための対外的な広

報活動を実施し、また首長自らトップセールスを行う役割がある。国は、意欲のあ

る地域に対し、地域の主体的取組を前提とし、自立・安定に向けての各段階に応じ

た適切な支援を行うことが重要である。 

 

 



 

 

 

 

 

第２章 

 

世界に開かれた魅力ある国土形成と持続的発展の

ための国土基盤のあり方 
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我が国は、本格的な人口減少の到来、グローバル化、環境制約の顕在化な
ど、これまでにない新たな時代潮流を迎えつつある。我が国の長期的な経済
低成長下における本格的な人口減少の到来は、地域の経済基盤の存立を脅か

すものと考えられており、このような人口減少下において我が国の活力を維
持し、持続的発展を担保していくためには、経済のグローバル化、ボーダレ
ス化の中で、県境の枠組みを超えた広域的視点に立った交流・連携をベース
に、国際的な地域間競争のもと、地方が自立的に地域の発展に取組、個性あ
る地域社会を形成していくことが求められる。 
また、このような対応を適切に行うことにより、先進諸外国に較べ、量的
には拡充してきたが、質的には劣っている生活水準や不十分な環境水準の向
上が図られ、自然と共生し、質の高い生活を持続的に営める社会構造への転
換が可能となるものである。 
国際連携・持続的発展基盤小委員会では、このような認識のもとに、発展

する東アジアの一員として、活力ある国土形成を図るための国際連携のあり
方や「二層の広域圏」の考え方に示されるような、県境や市町村境を超えた
国内の広域連携のあり方、そしてこれらを支える国土基盤形成のあり方につ
いて、今後の方向性を検討した。本章で示した基本的方向は、新たな国土政
策に向けた検討の出発点であり、引き続き提案した内容の具体化を進めるこ

とが必要である。 
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２－１ 東アジアの発展の一翼を担う国土形成 

 
１． グローバル化とともに活発化する国際交流 
 
（１）東アジアの台頭による世界の三極構造の進展 
東アジア諸国の経済発展により、世界経済は北米、ＥＵ、東アジアの
三極構造が鮮明化してきている。これにより、人流・物流なども三極を
結ぶ流動が世界の基幹的な流動となってきている。 

 

 
 
 

図表２－２ 世界主要三極間における国際コンテナ輸送状況 

北　米

【1990年】合計：2,341万TEU　　　　　　　【2002年】合計：5,586万TEU

欧　州欧　州

アジア
アジア域内
350万TEU

(15%)

305万TEU
　（13％）

その他
863万TEU
（37％）

534万TEU
　（23％）

289万TEU
　（12％）

欧　州

アジア
アジア域内
890万TEU

(16%)

414万TEU
　（7％）

その他
2,108万TEU
（38％）

1,358万TEU
　（24％）

816万TEU
　（15％）

北　米

（注）カッコ内は流動間の割合。アジアは極東、東南アジア。
（原典）商船三井資料より国土交通省港湾局作成  

図表２－１ 世界主要三極間における国際旅客輸送実績・需要予測 

単位：千人

18,599
(7.1%)

14,729
(5.6%)

【1989年】合計：261,942

44,027
(9.0%)

27,688
(5.7%)

【1999年】合計：488,890

88,000
(10.5%)

54,400
(6.4%)

【2010年】合計：840,000

32,200
(12.3%)

64,900
(13.3%)

108,000
(12.9%)

（出典）ICAO資料より国土交通省国土計画局作成

予測アジア
/太平洋

アジア
/太平洋

アジア
/太平洋

欧　州 北　米 欧　州 北　米 欧　州 北　米
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（２）東アジアの急成長下における我が国の活性化への課題 
このような中で、日本と東アジアをはじめとして海外との人流・物
流・情報流などの交流は着実に増加しているが、東アジアにおける国際
的な交流は日本を上回る勢いで増加しており、我が国の東アジアにおけ

る国際交流に関する相対的地位は低下している。急成長する東アジアの
活力を踏まえた我が国の国際交流の更なる拡大が望まれる。 

 
 

図表２－４ 東アジア主要港湾におけるコンテナ取扱いの推移 

【アジア諸国の主要港湾のコンテナ取扱量の推移】

(出典)交通政策審議会港湾分科会資料より国土交通省国土計画局作成

世界の港湾のコンテナ取扱ランキング

原典：CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEAR BOOK
　　　　March 2003 ,Containerisation International 　他

港　名 取扱量 港　名 取扱量

1 ﾆｭｰﾖｰｸ/ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ 1,947 1(1) 香港 18,600

2 ロッテルダム 1,901 2(2) シンガポール 16,800

3 香港 1,465 3(3) 釜山 9,436

4 神戸 1,456 4(5) 上海 8,610

5 高雄 979 5(4) 高雄 8,493

6 シンガポール 917 6(8) 深セン 7,614

7 サンファン 852 7(6) ロッテルダム 6,500

8 ロングビーチ 825 8(7) ロサンゼルス 6,105

9 ハンブルク 783 9(9) ハンブルク 5,373

10 オークランド 782 10(11) アントワープ 4,777

… ･

12 横浜 722 ･

… ･

16 釜山 634 ･

… ･

18 東京 632 18(19) 東京 2,900
･ …

･ 24(22) 横浜 2,336
･ …
･ 27(27) 神戸 2,000

（　）内は２００１年の順位

１９８０年 ２００２年
（単位：千ＴＥＵ）

原典：CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEAR BOOK（1980年データ）
　　　　CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEAR BOOK（2001年データ）
　　　　March 2003 ,Containerisation International（2002年データ（速報値））

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
16,800
917

東京湾
5,236
1,354

大阪湾
3,740
1,724高雄

8,493
979

釜山
9,436
634上海

8,610
49

香港
18,600
1,465

港湾取扱ｺﾝﾃﾅ個数
（単位：千ＴＥＵ）

※大阪湾は2000年の数値

2002年（上段）
1980年（下段）

 

図表２－３ 東アジア主要空港の方面別国際航空便就航都市数の推移 
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東アジア その他アジア 北米 中南米 ヨーロッパ 大洋州 アフリカ（出典）ABC World Airways Guide 1993年11月版、OAG Asia Pacific 
Executive Flight Guide2003年11月版より国土交通省国土計画局作成

1993年 2003年

都市数 都市数

東京
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北京

上海

香港

バンコク

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙ

マニラ

 



   

   - 72 -

（３）国内における国際交流の地域格差 
我が国の国内に目を移すと、定期航空路、定期コンテナ航路等の地方
圏への展開により、近隣諸国へのアクセス性は全国的に向上している。
しかしながら、東南アジアや欧米への人口当たり出国者数、国際コンテ
ナ貨物の発生地・消費地と同じブロック ※内の港湾を利用する比率など

において、依然として三大都市圏を含むブロックとそれ以外とで明瞭な
格差がある。 

                                                 
※ 本章における地域区分は、特に記述のない限り以下の区分とする。 
北海道：北海道  
東 北：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 
関 東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 
北 陸：新潟県、富山県、石川県、福井県  
中 部：山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 
近 畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 
中 国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 
四 国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県  
九 州：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 
沖 縄：沖縄県  

図表２－６ ブロック別発着コンテナ貨物 

（出典）国土交通省全国輸出入コンテナ貨物流動調査より国土交通省国土計画局作成

100
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0

（万トン）

北海道東北関東 北陸中部近畿中国四国九州沖縄

ブロック別発着コンテナ貨物のブロック内ゲート利用比率

1993

1998

(%)

北海道東北関東北陸中部 近畿中国四国九州 沖縄
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図表２－５ 

地域別人口当たり出国者の 

全国平均に対する乖離 

（出典）出入国管理統計(法務省）、国勢調査報告(総務省）より
国土交通省国土計画局作成
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２． 東アジアの一員としての活力ある国土形成 
 
東アジアの経済力は今後とも日本以上の発展が見込まれ、東アジアの総人
口を考えると巨大な市場が形成されると予測される。日本の各地域がこのよ
うな市場を捉え、地域の活力や雇用を生み出すための現状と課題を下記に示

した。 
 
（１）交通・情報通信分野 
国際航空については、近年のテロ事件やＳＡＲＳなどの影響があるも
のの長期的にみれば就航する国際定期便数が着実に増加してきており、

首都圏など一部空港では需要がひっ迫してきている。 
空港へ２時間でアクセスできる人口の割合（２時間圏人口カバー率）
は、欧米便就航空港については約５割、東南アジア便就航空港について
は約６割となっており、これらをブロック別に見ると、地方圏では中国、
九州、沖縄の東南アジア便就航空港２時間圏人口カバー率は全国平均よ

り高く、それ以外では相対的に低くなっている。これらの要因としては、
地方圏への直行便が少ないこと、我が国国際拠点空港の地方への乗り継
ぎ機能が必ずしも十分とは言えないことなどが考えられる。 

図表２－７ 国際便就航空港２時間圏の形成状況（１） 

全国達成率51％

（注）欧米便がある新東京国際、名古屋、関西国際の3
空港、東南アジア便のある新東京国際、関西国際、
名古屋、広島、福岡の６空港からそれぞれ2時間
以内で到達可能な圏域及び各ブロックにおけるそ
の人口比率を示した。

0%

20%

40%

60%

80%

100%

北海道東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国

東南アジア便就航空港
2時間圏(2003年)

全国達成率63％

0%
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40%

60%

80%

100%

北海道東北 関東 北陸 中部 関西 中国 四国 九州 沖縄 全国

欧米便就航空港
2時間圏（2003年）

（出典）ＮＡＶＩＮＥＴ（総合交通体系分析システム）により国土
交通省国土計画局作成
　交通機関はフルモード（道路、船舶、鉄道、航空）
で計算しており、2003年3月現在。
　人口は「2000年国勢調査報告」（総務省）を使用
している。

欧米便就航空港2時間圏人口カバー率 東南アジア便就航空港2時間圏人口カバー率
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一方、韓国、中国便就航空港へ２時間でアクセスできる人口の割合は、
既に約８割に達しており、利便性の向上が図られている。 

 

今後は東アジアとの経済的な結びつきが一層強まることが予想され、
ビジネス客を中心に韓国・中国などの近隣諸国へは日帰りできることが
重要となってくる可能性がある。ＥＵとアジアとを単純に比較すること
は注意を要するが、小型機材で高頻度に運航されている欧州内の都市間
と比較して、日本の都市から日帰り可能な東アジアの都市は限られてい

る。大都市では空港アクセス問題があり、地方都市では路線数と運航頻
度、共通して大型中心の航空機材構成がある。その他、各種手続の効率
化などの課題がある。なお、平成 15 年 11 月に羽田―金浦チャーター便
が就航し、東京―ソウルの日帰り可能性は高まった。 

図表２－８ 
関西国際空港における国内から海外への当日乗り継ぎ可能都市ペア数 
（欧米・オセアニア） 

（出典）国内航空時刻表、国際航空時刻表（JTB)より国土交通省国土計画局作成

８７（６路線）　４０（５路線）２５（１０路線）１９路線２００３年（９月）

８６（４路線）１０３（５路線）３７（　６路線）３１路線１９９５年(２月)

オセアニア方面

（豪州・NZ）
北米方面欧州方面地方からの航空路数

 

図表２－９ 国際便就航空港２時間圏の形成状況（２） 

韓国便就航空港
2時間圏（2003年）

（注1）　韓国、中国への航空便がある空港から2時間以内で到達可能な圏域について示した。
　　　　　（韓国ゲート）：新東京国際、関西国際、名古屋、新千歳、仙台、青森、秋田、福島、新潟、富山、小松、広島、岡山、

米子、高松、松山、福岡、長崎、大分、宮崎、鹿児島、沖縄　
　　　　　（中国ゲート）：新東京国際、関西国際、名古屋、新千歳、仙台、福島、新潟、富山、広島、岡山、福岡、長崎、大分、

鹿児島、沖縄
(注2）その他設定条件については、図表２－７と同様。　(出典)図表２－７参照

全国達成率82％

中国便就航空港
2時間圏（2003年）

全国達成率79％
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国際物流については、東アジアをはじめとして需要が伸びている。ま
た、地方圏の荷主にとって大きな負担であった国内輸送コストの低減を

可能とする地方圏への外航コンテナ定期航路が増加している。これによ
り、発生地・消費地と同じブロック内にある港湾の利用が伸びてきてい
るが、未だにその割合は低い（図表２－６参照）。また、欧米向けの定
期航路の寄港数も、東アジア諸国が急激に増加しているのに対して伸び
悩んでいる。 

図表２－１０ 東アジアとの日帰り可能性の現状 

【日本・アジア双方から日帰り可能】

【日本からのみ日帰り可能】

【アジアからのみ日帰り可能】

(注）日帰り圏：
我が国空港を6：00
以降に出発し、同
じ日の24：00以前
に到着する便を利
用し相手空港到着
から出発まで6時
間以上確保できる
都市と仮定（2003
年10月現在）

（出典）JTB時刻表

毎日○450毎日○495ソウル関西

毎日○445毎日○435ソウル成田

水△365火木△385釜山成田

曜日日帰り圏
滞在最長
時間(分)曜日日帰り圏

滞在最長
時間(分)

日本への日帰り日本からの日帰り
アジア側空港日本側空港

週4日×240毎日○470ソウル名古屋

毎日×125毎日○385上海名古屋

毎日×　65毎日○485ソウル福岡

毎日×　60毎日○370台北福岡

水×　70月金△380ソウル岡山

水×　60月金△390ソウル広島

-×-月水金△365済州成田

土×　50月木△415上海広島

毎日×200毎日○365上海関西

-×-月木△445済州関西

曜日日帰り圏
滞在最長
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アジア側空港日本側空港

 

図表２－１１ 
輸送ルート変更に伴う 
コスト削減事例 

従来ルート 中国→横浜港→山形市
変更ルート 中国→酒田港→山形市

（出典）国土交通省港湾局資料より国土交通省国土計画局作成

横浜港

酒田港 山形市

中国

輸送距離の短縮

輸送ルート変更に伴う
コスト削減　約７５～８０％

 

図表２－１２ 
東アジア主要港における基幹航路寄港数 

国土交通省港湾局資料より
（注）基幹航路：北米、欧州航路
（出典）国際輸送ハンドブック  
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情報通信については、第２世代携帯電話について、通話方式の違い等
のため、同じ携帯電話を国際的には使えない状況にある。また、インタ
ーネット回線は北米を中心に繋がれており、東アジア諸国との通信も北
米を経由しているケースが多い現状にあるが、直接アジア諸国同士をつ
なげた通信も近年は増加傾向にある。 

 

 
世界のＦＴＡ※の進捗は著しく、我が国も近い将来、本格的にＦＴＡの
締結が進められることが予想される。 

このような中で、国際交流が一層活発化することに伴い、国際競争力
のある交通体系の構築や、より効率的な国際通信環境の整備が重要とな
ってきている。  

                                                 
※ 巻末の用語解説参照  

図表２－１４ 
アジア域内のインターネット回線容量 

（出典）IT戦略本部第11回(2002年4月9日）資料より国土交通省国土計画局作成
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図表２－１３ 
アジア諸国・地域において採
用されている携帯電話方式
（第２世代） 

GSM方式
CDMA方式
GSM、CDMA両方式
PDC、CDMA両方式

(出典)CDMADevelopmentGroup及びGSM　Association　
ホームページより国土交通省国土計画局作成  

図表２－１５ 世界とアジアの自由貿易協定（ＦＴＡ）の動き 

(出典)　ＷＴＯホームページ掲載リスト(JETRO資料参照）をもとに国土交通省国土
　　　　計画局作成。
（注)　１．ＷＴＯ（GATT）に通報された発効中のＲＴＡのうち、重複分を除いたもの。
　　　２．「アジア」には大洋州が含まれる。

【我が国-東アジアのＦＴＡへの取り組み状況】

(出典)　経済産業省資料をもとに国土交通省国土計画局作成。
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【ＷＴＯに通報されたＦＴＡの件数（2003.10.13現在、累積数）】

日本ーアセアン

2002年11月の日アセアン首脳会議において、「Ｆ
ＴＡを含めた経済連携を10年以内のできるだけ早
い時期に実現する」旨の「日ＡＳＥＡＮ包括的経
済連携（ＣＥＰ）構想に関する首脳達の共同宣
言」を発出。2003年10月の同首脳会議で、2004年
初から協議を開始し、2005年から正式交渉開始を
目指すこと等に合意。二国間では、2002年11月に
「日・シンガポール新時代経済連携協定」が発
効。タイ・フィリピン・マレーシア・インドネシ
アとも検討。

日本ー韓国

2002年7月より日韓ＦＴＡ共同研究会において検討
を開始し、2003年10月に報告書取りまとめ。同月
の日韓首脳会談により、年内に交渉入りし、2005
年ないに実質的に交渉を終えることを目標とする
ことに合意。

日中韓

2002年11月の日中韓首脳会談において、3カ国
の研究機関による2003年の「共同研究」のテー
マとして「可能性としての日中韓ＦＴＡの効
果」を取り上げることを強く支持したい旨中国
が表明。現在共同研究実施。なお、日本は、中
国についてはＷＴＯ加盟後の約束事項の履行確
保が重要であり、日中韓ＦＴＡについては中長
期的な視点から検討すべき課題であるとの立
場。
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（２）産業分野 
我が国の企業は、製造業を中心として、より有利な企業活動の場を求
めて東アジアへ工場を移転するケースが多く、地域の活性化・雇用など

深刻な問題が出てきて

いる。特に現地市場の発
展性､外資誘致政策､賃
金の低さなどを背景と
して中国への進出が急
激に増加している。ＩＭ

Ｄ (国際経営開発研究
所)が評価した我が国の
国際競争力も年を追う
ごとに悪化してきてい
る。 

こうした中、知識経済
化の進展によって技術
革新の国際競争が激し
くなっている。これを受
けて、大学や研究機関の

役割がより重要性を増
し、産学連携の強化が求
められている。また、我
が国は外資の導入が遅
れており、特に地方圏へ

の立地が極めて少ない。 
こうした状況を踏まえ、地域の活性化、雇用の増加のために、外資系
企業の誘致も視野に入れた産学官連携による産業クラスターの形成を
進めるなど、活力ある産業の育成に努めることが必要である。その際、

図表２－１６ 東アジアにおける日本企業の進出状況 

日本企業の海外現地法人数の
　　　　　　地域別推移

日本企業の海外現地法人数及び構成割合の
　　　　　東アジア地域内における推移

(出典）平成１５年版通商白書より
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（資料）経済産業省「我が国企業の海外事業活動」から作成。
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１９９５年度
東アジア計：４,４８２社

１９９０年度
東アジア計：２,８６２社

（資料）経済産業省「我が国企業の海外事業活動」から作成。

 

図表２－１７ ＩＭＤによる国際競争力の推移 
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主に日本の評価が低い項目（２００２年）

（注）
１．IMD(International Institute for Management Development)：スイスの国際的な
　　ビジネススクール。MBAコースで米国流のケーススタディをヨーロッパで本格的に採用していることが特長。
２．IMDの国際競争力年鑑は、企業経営者がグローバルな視点でどの国や地域に投資すべきかを検討するための資料。調査の客観性、
　　公平性に若干の問題点が指摘されている。

（出典）IMD WORLD COMPETITIVENESS YEARBOOK 2002、未来生活懇談会資料より国土交通省国土計画局作成。

東アジア各国のIMD国際競争力（総合ランキング）の推移
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大学から企業への知識の移転（４１位／４９）
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図表２－１８ 外資系企業の分布状況 

関東
84.0%

東北
0.5%

北海道
0.2%

中部
2.7%
北陸
0.4%

九州
0.7%

中国
0.5%

近畿
10.9%

四国
0.1%

（出典）外資系企業の動向（経済産業省経済産業政策局・貿易経済協力局）より国土交通省国土計画局作成

（注）対象企業は、「外国為替及び外国貿易法」に基づき経済産業省等に対内直接投資の届出又は事後報告の
あった企業で、外国投資家が株式又は持ち分の３分の１超を所有している企業

外資系企業の分布状況（2000年度）

区分
北海道；北海道
東　北；青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県
関　東；茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
北　陸；富山県、石川県、福井県
中　部；長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近　畿；滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中　国；鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
四　国；徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九　州；福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
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特に外国企業の事業環境や外国人の生活環境の充実が必要である。 
東アジアと我が国との貿易は急速に進展しており、電子機器などにつ
いては、部品を相互に提供する水平分業が進んでいる。 

こうした中で、我が国の中国向け輸出において、中国国内の需要に対
応していると考えられる鉄鋼など素材系の輸出品が増加している。日本
国内での需要の大幅な増加が期待できないこのような産業についても、

今後は中国等における市場の拡大に対応し
た輸出が期待できる分野がある。このように、
装置産業である日本の鉄鋼業等の活力が維

持されるなど、雁行型 ※ではない東アジアの
経済発展の形態が出てきており、新たな分業
体制を模索することが必要である。 

                                                 
※ 巻末の用語解説参照  

図表２－１９ 水平分業の進展 
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図表２－２０ 
我が国の対中国輸出における
伸びの大きい品目 
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図表２－２１ 鉄鋼輸出入の推移 
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また、近年我が国における鉄くず、古紙、廃プラスチックの輸出が増
大する等リサイクル、リユースの海外における需要が増加してきている
（図表２－６２参照）。我が国で発生するこれら循環資源は今後とも増
加することが見込まれ、市場規模も大きくなることに対応するソフト・
ハードの基盤整備が必要である。 
さらに、外国人研究者や技能者などの受入が諸外国に比べ遅れており、
国際的な人材を採用することによる我が国企業の活性化や国際展開が
円滑に進みにくく、国際競争力・魅力の低下の一因となっている。 

 
（３）観光分野 
我が国への外国人旅行者数は、日本人出国者数に比べて３割程度と低
いレベルにある。特に、地方圏への外国人旅行者数は、九州・沖縄を除

図表２－２２ 外国人労働者数・割合の将来推計 

（出典）「日本の将来推計人口（平成14年1月推計）」(国立社会保障・人口問題研究所）、「在留外国人統計」（法務省）、「不法就労等外国人対策について
（平成15年3月5日）：外国人労働者数等の推移」（警察庁、法務省、厚生労働省）、「国勢調査（2000年）」（総務省）、「外国人雇用問題研究会報告
書付属資料（平成14年7月）」（厚生労働省）をもとに国土交通省国土計画局作成。
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図表２－２３ 
我が国への外国人旅行者数・出国日本人数 

（出典）国際観光振興会（JNTO）資料より国土交通省国土計画局作成
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図表２－２４ 
外国人旅行者１００人当たり 
訪問者数 

（出典）国際観光振興会（JNTO）資料（出国時の面
接調査）より国土交通省国土計画局作成

（注）　訪日外国人は、平均で約１．５地域を訪れる
ため、１００人当たり訪問者数は各地域合わ
せて約１５０人となる。
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き（人口当たり）非常に低いレベルにある。国際観光の拡大は、地域の
活性化、雇用の増加などにつながることから、各地域がその個性や特色
をいかしながら推進していくべきである。  

 
しかしながら、我が国の外国人旅行者受入数の東アジア諸国内での順

位は低下しつつあるのが実態である。 

今後は、中国をはじめとする東アジア諸国では、国外への旅行者が爆
発的に増加することが予想されている。我が国の観光地を国際的な視点
で捉え、東アジアの観光客増大に対応した観光政策の確立が必要である。 

図表２－２５ 外国人旅行者受け入れアジアランキング 
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（出典）観光白書、WTO(世界観光機関)資料より国土交通省国土計画局作成
(注)WTOの2020年予測には台湾は含まれていない。
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図表２－２６ 中国発国際旅行者数予測 
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３． 「広域国際交流圏の形成」の進捗状況 
 
（１）「広域国際交流圏の形成」の概要 
「21 世紀の国土のグランドデザイン」における４戦略の１つ「広域国
際交流圏の形成」について点検する。「広域国際交流圏の形成」の内容

は次の４つのポイントに要約できる。 
 
①活力ある地域からなる我が国の経済社会の構築と、多様な国際交流に
基づく世界に開かれた国土の形成を目的とすること。 
②広域的に連携し、東京等大都市に依存しない自立的な国際交流活動を

可能とすること。 
③アジア・太平洋地域をはじめとする諸外国とのアクセス性を高める空
港、港湾やこれらを結ぶ交通基盤、情報通信基盤の下で、多様な分野
で交流が進むこと。 
④各地域に国際的に魅力ある立地環境の整備が進むこと。 

 
（２）「広域国際交流圏の形成」の現状 
上記のような「広域国際交流圏の形成」の４つのポイントについて現
状は、次のようになっている。 

 
①日本人出国者数、在留外国人数、物流、情報流など我が国の国際交流
量は各ブロックで着実に増加している。 

 
 
 
 

 
 
 

図表２－２７ 
ブロック別人口１万人当たり 
出国日本人数 
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図表２－２８ 
ブロック別人口１万人当たり 
在留外国人数（永住・定住等を除く） 
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②大都市圏の空港・港湾を利用しないで、自ブロックの空港・港湾から

直接海外と往来する割合は、九州、沖縄では大都市圏並に高いものの、
それ以外の地域は相対的に低くなっている(物流については図表２－
６参照)。 
③各ブロックでは、ビジネス、観光、文化、研究など多様な分野で交流
が着実に進展している。 

図表２－３０ 
出国日本人に関するブロック内 
ゲート利用比率  
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図表２－２９ 
相手国別国際電話トラフィックの 
推移 
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図表２－３２ 
人口当たり目的別在留外国人数の 
変化 

（出典）在留外国人統計（法務省）、国勢調査（総務省）より
　　　　国土交通省国土計画局作成
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図表２－３１ 
人口当たり目的別出国日本人数の 
変化 

（出典）出入国管理統計（法務省）、国勢調査（総務省）
　　　　より国土交通省国土計画局作成

（注１）観光関連：渡航目的の観光・その他
（注２）ビジネス関連：渡航目的のうち短期商用・業務、
　　　　　　　　　　　海外支店等へ赴任
（注３）学術関連：渡航目的のうち学術研究・調査、
　　　　　　　　　留学・研修・技術習得
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④我が国の立地環境は、コストの面で諸外国と比較して不利となってい
る。また、近年では、各地で外資誘致施策などの取組が緒についたと
ころであるが、その優遇措置の内容は東アジア諸国と比較して十分で
はない。 

図表２－３４ 我が国各地における外資誘致施策の事例 

（出典）各自治体等のHP等より国土交通省国土計画局作成　

大阪府 (参考)　天安外国人企業専用団地（韓国）
ターゲット 幅広く誘致 電子、精密機械、試験研究　等先端分野

・専用用地は無いが、りんくうタウン、ﾃｸﾉｽﾃー ｼ゙
  和泉などの新規産業拠点の立地に優遇措置

・71ha（工場用地49ha）の専用団地

・外国企業専用のｲﾝｷｭﾍﾞー ﾀｰ、短期滞在型のﾃﾞｽｸ
  ｽﾍﾟｰｽ設置

・韓国産業団地公団が管理

誘致施策 ・商工会議所と合同で外国企業誘致センターを設
  置し、必要な情報の提供、各種手続支援

・工場設立代行センターが賃貸業務処理、行政手続無
  料代行処理

インセンティブ

・賃料(exりんくうタウン)　月2,500円/㎡ ・賃料　月121ウォン(約1,200円)/㎡
・固定資本額の40％以内   　　　   100万㌦以上投資する先端技術企業は無償
・研究開発費の50％以内             1,000万㌦以上投資する製造業は75％減免
・雇用者１人につき30万円 ・研究開発  資本財の試製品開発事業　80％以内

　　             その他  国内研究所と同レベルの助成
・設備更新　100％以内

法人事業税　製造業等　最大5年90%減免 法人税・所得税　７年免除、以後３年50％減免
　　　　　　      その他　　  最大5年50％減免 取得税・財産税等5年免除、以後3年免除
不動産取得税　　　H18まで50％減免 関税、特別消費税3年免除

融資 設備資金10億円、運転資金5,000万円 年1.5％ 等
実績 ３６件（日本企業１４件）

施設・用地等

補助・助成

税制

ターゲット
施設・用地等

実績

誘致施策

インセンティブ

横浜市 兵庫県・神戸市 熊本県
自動車、機械、ソフトウェア　業務機能の誘致 医療産業他 電機機械器具製造業他（特に半導体）
・拠点整備は民間ベース ・国際経済拠点地区、新産業構造拠点地区等 ・セミコンテクノパーク

・独・英・米・加４カ国の大型プロジェクト(対
  日投資拡大のため参加企業が集団化)を誘致

・自治体と民間で構成されるひょうご投資
　ｻﾎﾟー ﾄｾﾝﾀｰで情報・サービスを一体的提供

・国際コンベンション出展

・市海外駐在事務所による情報収集 ・マッチングセミナーの開催

・賃料　月2,500/㎡,3年間補助 ・立地促進補助　最大1.5億円

・不動産取得税、固定資産税等　50%減免 ・ｾﾐｺﾝﾃｸﾉﾊﾟｰｸ内土地  月762円/㎡ 工場  月12,000円/㎡
・融資　最大10億円 　年1.1％   域内に賃工場を県で建設し、土地と建物（貸工場）を

  一体として10年間リース。期間満了後は買取義務。

毎年20社程度 H11～ ３１社 H12～　３社

・独自のインセンティブ　無

 

図表２－３３ 東アジア主要都市における各種事業コスト比較 

（出典）JETRO「アジア主要都市・地域の投資関連コスト比較」（２００１年１１月調査）より国土交通省国土計画局作成。
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（３）「広域国際交流圏の形成」の課題 
これらを踏まえると、「広域国際交流圏の形成」に関する課題は次の
３点が挙げられる。 
①国際交流は着実に進展している。一方、単純に比較することは注意を

要するが、ＥＵなどの地域と比較するとその水準は相対的に低い。 

②各ブロックから直接海外と往来する割合は増加傾向にあるものの、地
方圏の中には相対的に低いところがある。国際拠点空港・港湾におけ
る乗り継ぎ・積み替え機能の強化も求められている（図表２－６、図

表２－３０参照）。 
③各地方公共団体ごとの国際交流に関する取組はある程度進んでいる
が、広域的な取組が不十分であり、広域的な圏域の形成までには至っ
ていない。 

図表２－３５ 日英両国の旅行者数の比較 
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図表２－３６ 一人当たり国際電話発信量 
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４． 国際的な競争力・魅力を高めるための基本的方向 
 
東アジア経済の緊密化は、貿易、投資、金融のあらゆる面で着実に進展
してきており、我が国にとって東アジア諸国との関係はますます重要性を
増しつつある。また、これまで我が国はアジアで唯一の先進国という時代

が長く続いたが、その状況も変化してきており、東アジアと共に我が国が
発展していく「東アジアの一員としての日本」という意識を国民が共有し
ていくことが大切である。 
今後、ＦＴＡの進展などにより、東アジア諸国相互の交流が一層活発化
する中で、我が国が取り残されないためには、東アジアについては、航空

や海運の国際ネットワークの充実や国内交通との円滑な接続などの利便
性を高め、シームレスな交通体系とするとともに、ビザの発給等各種手続、
外国人就業環境などの国内外の区別を少なくするような社会システムの
構築を図っていく必要がある。 
また、東アジアが今後とも北米、ＥＵと伍しつつ持続的発展を続けてい

くためには、日本が研究開発のみならず大都市問題、環境問題、貿易摩擦
などに対応してきた経験、戦略など知恵の部分で東アジアをリードしてい
くことが重要となる。さらに、東アジアという急成長する市場への近接性、
海を介して相互交流が可能である東アジアの優位性をいかした効率的な
分業体制を構築していくことが重要である。 

さらに、これら国際連携については、人と人との繋がり、文化と文化の
交流が基本であり、東アジア諸国との留学生の相互受け入れや地域レベル
の文化交流も重要である。 
東アジアを中心として我が国が今後さらに国際連携を図っていくに当
たっては、我が国の各ブロックがヨーロッパ中規模国並の人口、経済力を

図表２－３７ 我が国のブロックとヨーロッパ中規模国との比較 
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（出典)
　The World Bank “World Development　Indicators 2002 “、総務省「国勢調
　査」、内閣府「国民経済計算」及び「県民経済計算」、国土交通省政策統
　括官付政策調整官室資料をもとに国土交通省国土計画局作成。  
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有していることに鑑み、今後は各地域ブロック ※がそれぞれ個性をいかし
て東アジア各国と多様な交流・連携を深めることにより、重層的多面的国
際連携を図っていくことが必要である。 

 
（１）国際的な競争力・魅力の向上 

グローバル化の進展により、産業、観光、交通、農業等についても、
これまで以上に国際競争に晒されることが考えられ、一層の高質化・高
付加価値化が求められる。 
このような中で、各地域ブロックは、より地域の特色・個性を重視し、
特定の産業分野や東アジアの特定地域に重点を置いた戦略的な対応が

望まれる。その際、地域の特色・個性とは、従来の国内に限定された役
割や横並び意識から離れ、東アジアをはじめとした世界から見た特色・
個性を意識していく必要がある。さらに、地域ブロック内の連携を強化
し地域の国際的な競争力・魅力を向上させていくことが重要である。 
このような方針を実現するに当たり、国が中心となって戦略的に検討

するものとして、東アジア諸国等とのＦＴＡ締結に向けた国内対応の充
実や環境に配慮した東アジア域内の国際交通の円滑化及び安全性の向
上に資する東アジア諸国等との政策の連携やＯＤＡ※※の活用、各種規制
緩和などがある。さらに、我が国の活力、国際的な競争力を維持・向上
させるには、我が国における国際的な人的資源の活用が重要になる。こ

のほか、訪日ビザ取得やＣＩＱ ※※に関する負担を軽減すること、留学生
の就職に関し制度的障壁を低くすることなどを推進する必要がある。 
また、地域が中心となって対応するものとして、地域の特色・個性を
重視した産官学の連携、海外から留学生・研究者等人材の受入、外国人
起業家の育成・支援、大学を中心とした産業集積拠点の創出と拠点間の

連携、地域の産業資源の発掘と活用、外資系企業の誘致、国際的な環境
協力・リサイクル・リユース・防災協力、外国人向けの居住・教育・医
療・交通環境の整備、農林水産業の高付加価値化・差別化、海外へ向け
た情報発信などを推進する。 
さらに、東アジア諸国も近い将来労働力人口比率が低下すると予想さ

れていること、交通基盤等の国土基盤が十分整備されていないことなど、
東アジア諸国の持続的発展への懸念も存在することから、ＯＤＡやＣＤ
Ｍ※※に関しては、東アジアの持続的な発展基盤の確保という点に着目し
て、その連携強化に資する活用を図る。 

                                                 
※ P.95 の第一段落参照 
※※ 巻末の用語解説参照 
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（２）国際的な観光の魅力の向上 

今後の外国人旅行者の誘致で重要となる視点は、ブロックレベルまた
はブロック間の連携による広域的な受入れ体制の確立である。また、東
アジアを中心としてターゲットとする誘致相手国・地域を設定し、相手
方のニーズに合わせた観光戦略を作成・実行することが重要となってく
る。 
国際観光振興の一環で対応が必要なものとして、外国人も安心して移
動・運転できるような交通環境の形成、外国人向けの国内における観光
に関する案内や情報の提供、テーマを絞るなど個性的でダイナミックな
観光ルートの設定、などが挙げられる。また、ＩＴの進展により旅行先
の情報をインターネットで入手するケース、旅行先での活動に関するオ

ン・ライン予約等が増加しており、東アジアをはじめとする海外をター
ゲットにした各地域の観光に関する積極的な情報発信及びそれを支え
る環境整備を推進する。 

 
（３）国際交通・情報通信における利便性の向上 

今後我が国が地域ブロックレベルで東アジアを中心に国際連携を深
め、さらに東アジアが世界レベルで北米、ＥＵと伍していくことを想定
すると、国際交通については、国際拠点空港、港湾の育成が重要である
とともに、東アジアとの交流については各地域ブロックの地方公共団体
等が連携しつつ定期便を確保するための環境整備を行っていく。我が国

は、国際交通に空港、港湾を利用しなくてはならず、空港、港湾の整備
およびその国内アクセスの円滑化が極めて重要となっている。 

図表２－３８ 世界の各地域及び我が国の人口の展望 

（出典）　United Nations Population “World Population Prospects：The 2000 Revision”及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成14年１月推計）に
おける中位推計の値をもとに国土交通省国土計画局作成。
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国際航空については、国際拠点空港において国際競争力の強化・利便
性の向上のため、需要に対応した整備・運用、情報化を着実に推進する。
また、国内への乗り継ぎ利便性の向上や地域の視点に立った国内線の誘
致施策等を展開し、地方からはアクセス性の低い欧米等へのトランジッ
ト機能の充実を図る。 
さらに、小型機 ※の参入を促進することも視野に入れてブロックごと
に重点的に交流する東アジア特定地域への定期便を確保するため、地方
公共団体等が連携しつつ環境整備を行っていく。また、東アジアへの日
帰り圏の形成を推進する。 
国際海運については、ＦＴＡや国際的な静脈物流の進展による物流量

の増大、ＳＣＭ※※など物流マネージメントへの対応が必要であり、近隣
諸国の主要港湾を凌ぐ港湾コスト・サービスを目指すスーパー中枢港湾
の育成やコンテナターミナルへのアクセス、港湾物流の情報化等拠点的
な整備・運用を進める。 
さらにブロックごとに重点的に交流する東アジア特定地域への国際

コンテナ便を確保するため、地方公共団体等が連携しつつ環境整備を行
っていく。 
国際情報通信については、東アジアの拡大するマーケットを指向した
e-コマースを支える情報通信網の確立に向け、必要な対応を行っていく。
また、東アジアを中心として携帯電話やモバイル環境における高速デー

タ通信等が国境を越えて国内同様に利用できるよう、東アジア各国が第
３世代携帯電話の国際標準に準拠した方式の導入を推進する。さらに、
今後東アジアとの交流が深化していく中で、東アジアにおける高速情報
通信網を構築する。 

                                                 
※ 北米やＥＵでは、客席数 30～80 名程度で、航続距離 2,000～3,000km 程度、巡航速度 700～800km
／h 程度の小型ジェット旅客機が多数の路線で比較的高頻度に運航されている。 
※※巻末の用語解説参照 
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２－２ 自立と連携を支える交流基盤 

 
１． 健全な地域間競争に資する国内交流基盤 
 
地域の個性をいかした活性化を図りつつ、健全な地域間の競争による我
が国の活力維持を図るためには、国際的視点も踏まえたさらなる地域ブロ
ック間、地域ブロック内のモビリティの向上に努めることが重要となる。 
21 世紀の国土のグランドデザインで掲げていた国内交通に関する指標
について、進展状況を確認すると、高速道路、空港、高速鉄道等の発展に

より、全国的な移動の速達性を示す全国一日交通圏は約６割、地域内の移
動の速達性を示す地域半日交通圏は約９割を達成している。 

図表２－４０ 地域半日交通圏の進展状況 

全国達成率91％

中核都市への
１時間圏（２００３年）

○起点：地方中核都市※注１

全国達成率95％

中枢拠点都市への
２時間圏（２００３年）

○起点：地方中枢都市※注２
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注１：中核都市（県庁所在地または人口が概ね30万人以上の都市、昼夜間人口比１以上）　旭川、郡山、浜松、倉敷、福山、北九州＋都道府県庁所在地

注３：物流ターミナル（内貿ユニットロード就航港湾）　室蘭、苫小牧、函館、小樽、釧路、十勝、青森、八戸、宮古、釜石、仙台塩釜、秋田、小名浜、日立、大洗、常陸那珂、千葉、東京、川崎、横浜、横須賀、新　
　　　潟、直江津、敦賀、清水、御前崎、名古屋、三河、四日市、舞鶴、大阪、堺泉北、阪南、神戸、和歌山下津、宇野、水島、広島、呉、徳山下松、岩国、宇部、徳島小松島、高松、松山、新居浜、今治、東予、
　　　三島川之江、高知、宿毛湾、北九州、博多、苅田、唐津、大分、別府、佐伯、細島、油津、宮崎、鹿児島、志布志、那覇
注4：グラフは、各ブロックの総人口に占めるそれぞれの時間圏人口の割合を示したものである。
注5：人口は「国勢調査報告」（総務省）（平成12年）を使用している。
注6：交通機関はフルモード（道路、船舶、鉄道、航空）で計算しており、2003年3月現在。

注２：地方中枢都市　特別区、横浜市、川崎市、さいたま市、千葉市、京都市、大阪市、神戸市、名古屋市、札幌市、仙台市、広島市、福岡市、北九州市、新潟市、金沢市、富山市、静岡市、浜松市、岡山市、
　　　高松市、松山市、熊本市、鹿児島市、那覇市

ＮＡＶＩＮＥＴ（総合交通体系分析システム）により国土交通省国土計画局作成

○起点：内貿ユニットロード就航港湾
※注３

物流ターミナルへの
２時間圏（２００３年）

全国達成率97％

 

図表２－３９ 全国一日交通圏の進展状況 

１日交流可能人口比率とは？

　当該地域から日帰り
（概ね片道３時間）で面
会可能な人口が全国人
口のどれくらいの割合に
なるかを示したもの。
　例えば、１日交流可能
人口比率が50%であれ
ば、全国人口の半分に
日帰りで面会可能という
意味になる。

１９６５年

28％
全国平均
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約6割
全国平均

1965年はＴＲＡＮＥＴ（総合交通体系データベースシステム）により作成。
2003年はＮＡＶＩＮＥＴ（総合交通体系分析システム）により作成。  
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近年では、国土を横断する方向の高速道路や空港、コンテナ港湾が全国
的に配置され、総合的な交通体系の構築が進んでおり、ブロック間、ブロ
ック内のモビリティは高まっている。 

 
また、情報通信については、県間通話の状況をみると、距離抵抗が少な
いことから東京への集中が進んでいるが、人流については、高速道路の開
通に伴い、ブロック内の交流が活発化し、商業・文化、空港等のブロック
拠点機能の集積により、ブロックの中心的都市の形成が進展している。  

図表２－４１ 交通関係社会資本整備の状況 
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（注）高速道路：2000.3末時点
　　　新 幹 線：2000.3末時点
　　　ジェット化空港：2000.3末時点
　　　コンテナ取扱主要港湾：2000年の取扱いコン
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図表２－４２ 一人当たりの年間総移動距離 

（出典）米："National Transportation Statistics 2001"
　　　　英："Transport Statistics Great Britain 2001"
　　　　独："Verkehr in Zahlen 2001/2002"
　　　　仏："Les Transports en 2001" 
　　　　日：「交通経済統計要覧2001」

注　：アメリカのみ最新は１９９９年値。
　　　全て、トラック、オートバイ、自転車、徒歩を除く。
　　　日本は、軽貨物車及び自家用貨物車も除く。
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図表２－４４ 高速道路による各都市圏のつながり 
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図表２－４３ 
都道府県間トラフィック交流状況の推移（固定電話、通話時間） 

(出典）総務省資料、テレコムデータブックより国土交通省国土計画局作成

（注１）高さは、当該都道府県が電話の発信または着信で閾値２.１３％（=1/47)以上のシェアを占める都道府県の数
（注２）破線は矢印方向で閾値を超える場合、実線は双方向で閾値を超える場合　
　　　　細線：双方のシェアが閾値以上、閾値の２倍未満の場合。　　：双方のシェアが閾値以上で、少なくとも一方のシェアが閾値の２倍を超える場合。
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その反面、大都市圏や中枢都市においては、道路の渋滞やそれに起因す
る公害問題、鉄道の混雑や乗り継ぎの不便さ、一部の空港では容量不足、
空港アクセスの不便さなどが課題となっている。 
また、中核都市等の多くの都市では、道路渋滞、公共交通の不足ととも

に、長距離都市間移動に必要な航空便の運航頻度が低いなど、交通サービ
スレベルの低さも課題として残っている。  
さらに女性・高齢者等の移動が増加しており、外国人旅行者の増加も見
込まれることから、案内・情報提供を含め、交通基盤を誰にとっても使い
やすいものにする必要がある。 

 
情報通信については、携帯電話の加入数が急激に伸び、固定電話の加入
数は減少している。携帯電話のサービスエリアについては、人口ベースで
みるとほぼ日本全体がカバーされているが、面積でみると、人が住んでい

てもサービスエリア外の地域もある。 

図表２－４５ 年齢階層別・男女別の移動量の変化 
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図表２－４６ 固定電話・携帯電話等の加入者数の推移 
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また、インターネット等情報通信基盤が整いつつあるが、ブロードバン
ドの普及や光ファイバー網の整備など高次なサービスでは地域格差が大
きい。 

 

図表２－４７ 携帯電話エリア外地域 

サービスエリア外地域（夜間人口０）
サービスエリア外地域（夜間人口１以上）

（出典）携帯電話サービスにおけるエリア整備の在り方に関する調査研究会（総務省）
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基準地域メッシュ統計に基づく携帯電話整備状況

（注）メッシュは約1km×約1km

 

図表２－４８ インターネット、ブロードバンドの普及における地域格差 

(出典) 総務省資料より国土交通省国土計画局作成
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ない。
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(出典)ビデオリサーチネットコム報道資料より国土交通省国土計画局作成  
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インターネットの利用率は、地域間の格差だけでなく、高齢者をはじめ
とした世代間の格差が大きい。 

 

図表２－５０ 
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（出典）平成15年版情報通信白書より国土交通省国土計画局作成  

図表２－４９ 
都市規模別加入者系光ファイバ網
の整備状況 

（出典）平成15年版情報通信白書より国土交通省国土計画局作成

(注)光ファイバの整備率は、集線点（※）までの整備
の割合を示す。
※「集線点」…NTT等の事業者の収容局から敷設し
た大束のケーブルを、各加入者宅まで配線する
ため、加入者宅の近辺に設置されるポイント。

（参考）　人口１０万以上の都市等のエリア
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２． 人口減少下での広域的対応に資する国土基盤 
 
今後想定される人口減少下において活力ある地域社会を形成していく
ためには、従来の県単位、市町村単位で必要な国土基盤、生活機能等を求
めることは困難となる。したがって、より広域的な人口 600 万～1000 万人

程度以上を目安とする地域ブロックや複数の市町村をまたぐ生活圏域を
念頭に対応を検討する。①地域ブロックにおいては、独自性ある国際交
流・連携・協力活動を行い、また、特色ある経済圏を形成して発展を図る
ために必要な国土基盤を整備・活用する一方、②人口 30 万人前後以上、
時間距離１時間前後を目安とする生活圏域においては、生活サービスを享

受するための国土基盤を整備・活用するなど、広域的な対応について検討
を進める必要がある。 
市町村単位で全ての生活機能を満たすところは少ないが、生活圏域単位
では１時間以内にアクセスできる施設数を考えると飛躍的に多くなる。  

 
このような「二層の広域圏」を形成していくためには、地域ブロック間・
ブロック内、生活圏域内のモビリティの確保が重要な視点となる。特に、
各層の拠点的都市へのアクセス利便性の向上が課題である。 

 

図表２－５１ 

中枢・中核都市から１時間以上離れた市町村における生活関連サービス 

【主要都市の１時間圏外に位置する市町村】

０～４種類
6.4％

５種類
4.7％

７種類
27.1％

８種類
31.7％

６種類
30.1％

1時間圏単位

５種類
9.2％

０～４種類
83.6％

市町村単位

８種類0.5％
７種類
1.3％６種類

5.4％

（注）１．ここでの「社会教育施設」とは①公民館、②図書館、③博物館、博物館類似施
　　　　　設、④青少年教育施設、⑤婦人教育施設、⑥社会体育施設、民間体育施設、
　　　　　⑦文化会館、⑧カルチャーセンターの８種類の施設をいう。
　　　２．ここでの「施設の種類の数」とは、上記８種類の施設のうち、市町村内あるい　
　　　　　は１時間圏域内に何種類存在しているか捉えたもの。

(出典)文部科学省「社会教育調査報告（２０００）」、国土交通省総合交通体系
　　　 データシステム（NAVINET）をもとに国土交通省国土計画局作成

(出典)厚生労働省「医療施設調査（１９９８）」、国土交通省総合交通体系
　　　データシステム（NAVINET）をもとに国土交通省国土計画局作成

（注）１．「病院の診療科目」とは、内科、外科等を意味し全部で３２種類（歯科関係を除く）ある。
　　　２．ここでの｢施設の種類の数｣とは、上記３２種類の診療科目のうち、市町村内あるいは
　　　　　１時間圏域内に何種類が存在しているかを捉えたもの。

利用できる社会教育施設の種類（2000年） 利用できる病院の診療科目の種類（1998年）

29～32種類
0.1％

25～28種類
1.2％

11～20種類
15.6％

0～10種類
80.9％

21～24種類
2.3％

市町村単位

0～10種類
7.1％

11～20種類
17.5％

21～24種類
17.2％

25～28種類
34.9％

29～32種類
23.3％

1時間圏単位
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自然的社会的条件等により「生活圏域」での広域連携が困難な地域（以
下｢生活圏域の形成が困難な地域｣という）への対応については、生活維持
のための情報通信による各種生活機能の代替も必要となるがその基盤が
不足している。また、急病人や交通事故、災害など緊急時・災害時の対応

等の課題がある。※ 

                                                 
※ 巻末の用語解説参照  

図表２－５３ 高次医療施設へのアクセスと情報通信基盤整備の関係 

（注）同一市町村内の１地域でもサービスが利用できれば、その市町村では、
　　　利用できるものとしている。

（出典）NTT西日本、九州通信ネットワーク、有線ブロードワークスホームページ
より国土交通省国土計画局作成

光ファイバサービス提供対象地域の例
（2003年８月現在）

１事業者が提供
２事業者が提供
３事業者が提供

三次医療施設※とその１時間アクセス圏

（出典）社会資本整備審議会道路分科会
基本政策部会資料より

１

２～３

４～

三次医療アクセス数

三次医療施設

（注）作図の都合上、提供対象地域外の島嶼地域の一部の表示を省いています。

 

図表２－５２ 二層の広域圏において確保するモビリティのイメージ 

地域ブロック

⑥

ブロック
共用施設

④⑤

⑤

③

⑥

⑥

生活圏域

生活圏域

生活圏域

生活圏域の形成が困難な地域

（自然的社会的条件等により、「生活圏域」
での広域連携が困難な地域）

⑦

ブロック
中心都市

②

地域ブロック

②

ブロック共用施設

ブロック
中心都市

広域連携が
困難な地域

②

東アジア等
国際経済圏

ブロック共用施設

ブロック
中心都市

地域ブロック

広域連携が困難
な地域

①

① 国際経済圏 地域ブロック

② 地域ブロック 地域ブロック

③ 地域ブロック
（中心都市）

生活圏域

④
地域ブロック
共用施設 生活圏域

⑤ 生活圏域 生活圏域
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３． 二層の広域圏形成のための基本的方向 
 
人口減少下においても活力ある地域社会を形成していくためには、バラ
ンスの取れた国土構造に資する「二層の広域圏」の形成によって既存の行
政区域を越えた広域的対応を行うことが基本となる。このような地域社会

実現のため、モビリティの向上が求められている。 
その際、各地域がそれぞれの個性や特色を国際的な観点から見つめなお
し、その魅力に一層磨きを掛けるとともに、各地域に適した発展戦略を自
ら考え、実行してゆくことが重要である。これによって住民が地域に対す
る帰属意識や誇り、愛着を持ち、定住人口や交流人口を確保していくこと

で活力や魅力あふれる地域社会を目指していく。また、地域の環境･景観
や文化･歴史などについて配慮し、生活の質の向上・地域の魅力の向上に
積極的に取り組むことが重要である。 

 
（１）国際的な競争に伍する地域ブロック 

グローバル化の進展の中で、これまで以上に国際競争が激しくなるこ
とが予想される。こうした中で、地域の個性を重視し、地域ブロック内
の連携を強化することで、地域ブロックレベルの競争力を向上していく
ことが重要となっている。 
このため、高次都市機能を有する地域ブロックの中心的な都市や拠点

的な国際空港・国際港湾など地域ブロック単位で必要な機能へのアクセ
スの向上が必要になる。また、地域ブロック内で連携していく産業・観
光戦略のための拠点間を繋ぐ交通・情報通信機能の向上を図る。 

図表２－５４ 

高速道路の利用状況から区分したブロックの中心都市への所要時間 

127 127

82

62
75

95
105
121

77

0

50

100

150

200

北海道東北 関東 中部 関西 中国 四国 九州 沖縄

平均アクセス時間(分）

■ ブロックごとの比較　〔平均アクセス時間〕

〔NAIVINETによる計算〕
　○ブロック中心市市役所所在地から
各市町村中心間までの所要時間
　○自動車・船モードによる計算

(分)

【ブロック中心都市までの到達時間分布図】　

60分圏

120分圏

180分圏

（注１）人口カバー率：時間到達圏内の市町村の合計人口 / ブロック内人口
　　　平均アクセス時間：各市町村から最寄り施設までの所要時間の平均値（市町村人口で重み付け）
（注２）ここでのブロックは、高速道路の利用状況から区分してみたもの

NAVINET・・・2000年度末ネットワーク

全国平均：９０分
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各地域ブロックのまとまりの創出を図るため、地域ブロックの中心的
な都市の一層の拠点性向上を図る。また、東アジアをはじめとする海外
マーケットをにらんだ重点産業、東アジアで重点的に交流する相手地域
に対する観光、企業誘致等に関する情報サービス等を提供するプラット
フォームを地域ブロック単位で形成する。  

 
（２）生活機能を確保する生活圏域 
概ね１時間圏内に人口 30 万人程度以上が居住している地域では、基
本的な生活サービスを満たす施設も概ね地域内に立地している。今後モ
ビリティの向上により生活利便性を高めるため、ＴＤＭ ※施策、公共交

通機関の利用促進、道路整備等により地域の交通を円滑化するなど施設
へのアクセス性を高める施策を推進する。  
１時間圏内の人口が 30 万人未満でも、ある程度の人口が居住してい
る地域では、基本的な生活サービスを提供する施設が分散して立地して
いることが多い。今後、このような地域で生活サービスを確保していく

ためには、分散して立地している施設を効率的に利用すること、より広
い範囲から生活サービス拠点を利用できるようにすることが重要であ
り、規格の高い道路網の整備・活用や公共交通機関の利用促進を推進す
る。 
また、高齢者・身体障害者等が利用しやすいよう公共交通機関のバリ

アフリー化を推進し、バス、ＬＲＴ ※等の公共交通を充実することによ
り、生活サービスを提供する施設へのアクセスを確保する。 

                                                 
※ 巻末の用語解説参照  

図表２－５５ １時間圏人口 30 万人未満の地域分布と将来推計 

１時間圏人口が30万人未満になる中心市町村
　　2000年　　　　　　　660市町村
　　2001～2025年　　 79市町村
　　2026～2050年　　 96市町村
2025、2050年人口は移動率減少型による推計

（注１）１時間圏とは、１９９８年１０月現在の交通ネットワークで新幹線
　　　　と特急を除く鉄道と道路の利用（含む高速道路）を前提とし、市
　　　　町村単位に設定。なお、各市町村の起点終点はそれぞれ市町
　　　　村役場である。NAVINET(総合交通体系分析システム）により作
　　　　成。
（注２）２０００年は実績値、２０２５年及び２０５０年は国土計画局推計
　　　　値。推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計
　　　　人口（平成１４年１月推計）」の中位推計を元にした。人口移動
　　　　については、過去の趨勢に沿って移動率が減少していくものと
　　　　仮定した。
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（３）生活圏域の形成が困難な地域 
今後、生活圏域の目安となる１時間圏の人口が 30 万人に満たない地
域は急速に増加してくると予想されている。 
生活圏域の形成が困難な地域では、高次情報インフラの整備によるテ

レショッピング、遠隔教育、遠隔医療、電子行政手続きなど各種生活機
能の代替を推進するとともに、その際課題となる情報弱者対策を推進す
る。また、急病人・交通事故などドクターヘリ等による救急医療体制の
確立、地震・山火事など災害時の防災ヘリによる緊急体制の確立を推進
する。さらに、コスト負担を抑えてサービスを提供できるよう、ＩＴの

進展もいかした共同宅配、乗合タクシーなど効率的な交通体系の形成を
推進する。 
一方、地域資源をいかすなど生活圏域の形成が困難な地域においても
独自の振興を図っている例もあり、こういった取組を支える地域の特性
をいかした基盤整備・運用のあり方についても検討していく必要がある。 

 
（４）都市交通 
広域圏の中心的な都市においては、良好な都市空間の創出や沿道環境
の改善に配慮しつつ、公共交通の活用等を通じたモビリティ向上等によ
り、都市内の利便性を向上させることが重要であり、これらの主な方向

性を都市規模別に整理すると概ね次のとおりとなる。なお、ここでは、
都市規模ごとに特徴的な交通施策を挙げており、これに限定するもので
はない。 

 

図表２－５６ 都市圏規模別の利用交通手段 

　　

業務時の交通手段

4.7

15.7

83.9

76.4

68.3

12.9

15.9

14.6

2.5

1.4

2.9

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方中核都市圏
静岡、鹿児島
宇都宮等

地方中枢都市圏
広島、仙台
札幌等

三大都市圏

70.0

53.7

38.4

22.6

20.8

22.1

4.0

37.1

15.4 10.1

3.4

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方中核都市圏
静岡、鹿児島
宇都宮等

地方中枢都市圏
広島、仙台
札幌等

三大都市圏

鉄道 バス 自動車 その他

通勤時の交通手段
鉄道 バス 自動車 その他

(出典)国土交通省平成１１年全国都市パーソントリップ調査 （四捨五入の関係で合計が１００％にならない場合がある。）
注）三大都市圏　　　：東京、中京、京阪神都市圏
　　地方中枢都市圏：札幌、仙台、広島、福岡・北九州都市圏
　　地方中核都市圏：県庁所在地を中心とする都市圏、または人口が概ね30万人以上の都市圏  
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大都市、地域ブロックの中心的な都市等については、環状道路の整備
や連続立体交差化等による道路渋滞の緩和、並びに都市鉄道の整備によ
る鉄道混雑率の緩和、交通結節点の高度化、バス交通の円滑化等の公共
交通利用促進策を推進する。 

地方中核都市等については、バイパス等の幹線道路の整備による道路
渋滞の緩和、並びに新交通システム・ＬＲＴ等の整備活用やバス交通の
円滑化等による公共交通利用促進策を推進する。 

なお、公共交通機関の事業採算性が低い中小都市等については、コミ
ュニティバスや乗合タクシーなどコスト負担の低減を工夫しつつ公共
交通利用促進施策を推進する。 
公共交通利用促進施策の導入に際しては、都市のコンパクト化につい
て検討するとともに、公共交通による環境負荷の低減、道路渋滞の緩和、

交通モード選択の多様性、都市の魅力向上等外部経済性を勘案する。さ
らにその際、会社別の路線図をはじめとする各種利用情報の統合や共通
ＩＣカードの導入、パーク＆ライドの利便性の向上策の検討など地域住
民が公共交通機関を利用しやすくなるようなハード・ソフト両面の施策
を整えるとともに、住民意識の向上のための施策を積極的に推進する。 

 
その他、交通の円滑化、環境負荷の低減、安全な交通環境の実現を目
指し、ＩＴＳ ※の推進、信号機の高度化、都市内物流の荷さばき場の整
備、地区ごとの共同配送、ＭＯＣＳ※（車両運行管理システム）の整備、
バリアフリー化等の推進など都市規模に応じた施策の展開を図る。 

                                                 
※ 巻末の用語解説参照  

図表２－５７ 道路渋滞による損失時間の分布 

大阪府の路線別渋滞損失　

都道府県別km当たりの渋滞損失時間

(出典)国土交通省道路局資料

東京２３区の路線別渋滞損失　
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（５）幹線交通 
地域ブロックの国際交流ゲートとなる国際空港や国際港湾を、より効
率的で国際競争力のあるものとして整備・運用していくとともに、ブロ
ック間連携、国際的な地域間競争の基礎的条件であるブロック間の交通

については、小型機材の運航を可能とする環境の整備も視野に入れた航
空網、新幹線、高速道路、内航海運などによって分担する。その際、国
際・国内交通体系のハード・ソフトを含めた円滑な連携や災害時を想定
したリダンダンシー※の確保にも配慮していく。 

 
国内幹線輸送のモーダルシフトを推進するほか、国際コンテナの国内

輸送をトラックから鉄道・内航輸送へシフトすることや、東アジアとの
物流については、地方から直接国際コンテナ航路で輸送するなど国際的
視点も含めたモーダルシフトを推進する。 
また、国内における静脈物流システムを構築するほか、国際的な連携
も含めた静脈物流への対応など国際機能との連携を推進する。 

さらに、ＳＣＭや小口輸送の増加などＩＴの進展による物流への影響
についても配慮していく。 

 
（６）情報通信 
情報通信の発達によって、様々なことが電子的なやりとりで可能にな

り、地域によるハンディが少なくなることが考えられる。今後は、情報

                                                 
※ 巻末の用語解説参照  

図表２－５８ ブロック間の交通の状況 
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印の種類は最も流動が大きい交通機関
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中国-近畿
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関東-北海道

九州-近畿

九州ｰ東北

九州ｰ北海道

近畿-北海道

四国-北海道

四国-東北

中国-北海道

中国-東北
中部-北海道

四国-中部

九州-四国

近畿-関東

北海道-東北
四国-関東

中部-東北

中国-関東
近畿-東北

所要時間（時間）

各ブロック中心から他のブロックの中心までの所要時間

NITASによるﾌﾞﾛｯｸ中心都市間のフルモード計算
中心都市とは、北海道、宮城、東京、愛知、大阪、広島、
　　　　　　　　　　香川、福岡の各県庁を指す
鉄道モードのアクセス・イグレスはいずれも自動車利用にて算出

最短モードによるブロック間所要時間
下段：移動距離（km）

移動量の大きさと所要時間

各ブロック中心から他のブロックの中心までの
　平均所要時間

平均所要時間は、
出発ブロックと到着ブ
ロックの人口により
重みづけて平均値化
したもの

ブロック平均所要時間（時間）

北海道 4時間12分

東北 3時間58分
関東 3時間33分
中部 3時間  3分

近畿 3時間26分
中国 3時間32分

四国 3時間53分
九州 3時間23分

全国 3時間35分

移動距離（km）

鉄道による移動

道路による移動

航空による移動

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

北海道 3時間49分 3時間49分 4時間 4時間22分 5時間18分 5時間19分 4時間18分

東北 755 3時間 3分 4時間 8分 4時間17分 5時間24分 5時間15分 4時間 3分

関東 969 352 2時間46分 3時間55分 4時間 8分 3時間59分 3時間 2分

中部 1,064 679 381 1時間57分 3時間11分 3時間51分 3時間 2分

近畿 1,231 828 571 197 2時間32分 3時間 2分 3時間28分

中国 1,222 1,166 855 534 351 2時間37分 1時間59分

四国 1,393 981 752 446 195 209 3時間52分

九州 1,671 1,285 1,068 752 632 286 521

印の大きさは中心都市間の
　移動量（人/日）

　　　　　大：30,000以上

　　　　　中：10,000～30,000

　　　　　小：10,000 未満

１時間 ２時間 ３時間 ４時間 ５時間 ６時間

全国平均3時間35分

（注１）所要時間はＮＩＴＡＳによる。（注２）北陸は中部に、沖縄は九州に含まれる。
(出典)全国幹線旅客純流動調査（２０００年）  
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弱者への対応を推進しながら、ＩＴを使った e-コマース、医療、教育、
金融、行政等の生活水準の格差是正や企業立地の選択可能性の拡大、農
産物等の流通・マーケティングの強化等を推進する。特に生活圏域の形
成が困難な地域における高度情報通信インフラの整備については、採算
性の問題もあり普及が遅れていることから公的な支援も視野に入れ、そ

の普及に努める必要がある。 
ＩＴの進展は、これまでは確実に直接的な交流量や交流機会の増大を
伴ってきたものと考えられるが、今後のさらなる技術革新は、フェー
ス・トゥ・フェースのやりとりの重要性がどうなるかを決める大きな要
因である。ライフスタイル、都市構造、居住地選択、オフィス需要など

に大きな影響を及ぼす可能性のある技術革新の動向を注視しながら、交
通体系への影響を検討していく必要がある。 
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２－３ 持続的発展のための国土基盤投資 

 
１． 良好な環境と安全な暮らしを支える国土基盤 
 
（１）環境との共生 
地球環境問題への対応におけるＣＯ2 の排出源として運輸部門は大き
な比重を占めており、運輸部門における環境負荷の低減は重要な課題で
ある。我が国における運輸部門におけるＣＯ2 排出はその９割は自動車
からの排出である。運輸部門のＣＯ2 排出量は長期的には増加傾向であ

るが、ここ数年はほぼ横ばいで推移している。 

 
今後においても、生活の質的向上等から個人の移動に対する需要は伸
びていくことが想定される。このような中で環境負荷を低減するために、
環状道路の整備やＩＴＳの推進、信号機の高度化等による都市内道路渋
滞の緩和、都市のコンパクト化、交通需要マネジメント（ＴＤＭ）の推

進、ＬＲＴの導入等公共交通のサービスレベルの向上、情報化の進展を
いかした交通の代替施策等を進めるとともに、低公害車の技術開発等に
より単位トリップ当たりの環境負荷を押さえていくことが重要である。 
また、モーダルシフトについては、国際海上コンテナの鉄道輸送にお
ける制約など輸送容量等に関する鉄道・海運のボトルネックによる、輸

送時間やコスト増加等の恐れが課題となっており、それらの解決に向け
た各種施策を講じることが重要である。さらに、各種ＴＤＭ施策につい
ても各地で社会実験が行われているが、その後は本格実施に至っていな
いものもあり、引き続き関係者間の協力が必要である。 

 

図表２－５９ 運輸部門におけるＣＯ２排出の状況 

（出典）国土交通省資料より国土計画局作成

運輸部門の輸送機関別CO2排出割合（％）

営業用貨物車
16.3%

航空
4.0%

自家用乗用車
48.9%

鉄道
2.6%

内航海運
5.4%

タクシー
1.8%
バス
1.8%

自家用貨物車
19.2%
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近年の環境意識の高まりにより、各種公共事業においても環境との共
生に配慮した事業や川と海を一体的にとらえた流域・海域での水質浄化
等の連携事業が着実に増加してきた。さらに、わが国の自然環境を健全
なものに蘇らせるための自然再生推進法が施行され、それに基づく自然
再生の取組が始まっている。 

 
静脈物流については、各種リサイクル法の施行などにより、今後は需

要の確実な増加が見込まれているが、価格負担力が小さいこと、処理施
設が遠くに立地しているケースが多いこと、供給と需要のタイミングが
必ずしも一致しないことなど課題が多い。  
 

図表２－６０ モーダルシフトの推進状況と地域格差 

モーダルシフト化率
（長距離雑貨輸送における鉄道・内航海運分担率）
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（注）関東は山梨県、長野県を、近畿は福井県を含む。
東海は、山梨県、長野県を除く中部。

　　　沖縄県は含まれない  

図表２－６１ 自然再生事業の概要 

自然再生基本方針
自然再生を総合的に推進するため概ね5年ごとに政府が策定

自然再生推進会議
自然再生の総合的推進を図るための連絡調整

（関係行政機関で構成）

＜自然再生推進法の仕組み＞ （自然再生事業の例）
釧路湿原自然再生プロジェクト（環境省）

○自然再生への取組みとして、平成14年から事業　
　（調査）に着手。

○環境省では釧路湿原の最も中心的な地域を保全
　することを最優先。

○外部からの環境負荷を受けやすい周辺地域で自
　然再生事業を展開。

　　広里地域（湿原の再生）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　達古武地域（森の再生）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　塘路・茅沼地域（水環境の再生）

（出典）環境省ＨＰ「釧路湿原自然再生プロジェクト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（暫定公開）」
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環境における東アジアとの連携については、酸性雨や黄砂など国境を
越える問題への取組があり、国家レベルのみならず地域レベルにおいて
も進展している。また、東アジアへの循環資源の輸出が急増し、国際的
なリサイクル・リユースが進んでいる。今後は、特に東アジアを視野に
入れた国際的な環境対策が必要である。 

 
（２）安全防災 
近い将来大規模地震災害を受ける可能性の高い我が国において、被害

を最小化するための国土づくりは喫緊の課題である。 

図表２－６２ 我が国における循環資源の輸出状況 

（出典）平成14年度国土交通白書

（資料）（社）日本鉄リサイクル工業会資料　　　(資料)(財）古紙再生促進センター資料　　　　 (資料)プラスチック処理促進協会資料
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図表２－６３ 東海地震等の発生の切迫性 

＜東海地震＞
　東南海地震（1944年）
で歪みが解放されず、
安政東海地震（1854年）
から約150年間大地震
が発生していないため、
相当な歪みが蓄積され
ていることから、いつ大
地震が発生してもおか
しくないとみられている。

＜東南海・南海地震＞
　おおむね100～150年
の間隔で発生しており、
今世紀前半での発生
が懸念されており、関
東から九州にかけての
広域防災対策を早急
に確立していく必要が
ある。

（出典）中央防災会議資料（平成13年6月28日）を一部修正

1605年

1707年

1854年

1944年
1946年

2003年

南海地震 東南海地震

東海地震？

空白域
149年

破壊領域

○慶長地震(M7.9)

○宝永地震(M8.6)
　　死者 5,049人

○安政東海地震(M8.4)
　　(32時間後)
○安政南海地震(M8.4)
　　死者 2,658人
○東南海地震(M7.9)
　　死者 1,251人
○南海地震(M8.0)
　　死者 1,330人
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交通・通信分野では、施設の耐震強化を推進しているほか、特定地域
が被災した際に多大となる迂回コストを回避するため高速道路をはじ
めとして交通体系のネットワーク化が進展している。また、情報通信に
おいては、通信伝送路の多ルート化、災害用伝言ダイヤルサービスの提

供が行われている。 

図表２－６４ 震災時の東西交通と迂回に関する試算 

東西交通の交通容量と交通量の比較

0
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平常時 被災時 平常時交通量

航空
北陸道計
中央道計
東海道計

(万人)
東京～大阪 容量（万人／日）所要時間 時間差 比較対象
東名高速 3.7 7.5
国道１号 2.4 18.5
東海道新幹線 25.3 2.5
東海道本線 4.0 7.0
東海道計 35.4
中央自動車道 3.7 8.0 0.5 東名高速
国道19/20号 2.4 17.5 10.0 東名高速
中央本線 4.0 6.5 4.0 新幹線
中央道計 10.1
北陸自動車道 3.7 11.5 4.0 東名高速
国道８号 2.4 21.5 14.0 東名高速
北陸本線 4.0 7.0 4.5 新幹線
北陸道計 10.1
航空 10.0 1.0 0.0 航空
計 65.6

東西の交通容量と東京大阪間の迂回所要時間

（出典）幹線旅客純流動調査、道路交通センサス、道路時刻表、ＪＲ時刻表等より国土交通省国土計画局作成

(注)：容量計算の仮定
一般道路：２５００台／時＊２４時＊補正係数０．８５＝５．１万台／日　大型車補正係数を２、大型車混入率４０％とすると、乗用車１．７万台／日＊平均乗車人員１．４／台＝２．３８万人／日
４車線高速道路：２２００台／時＊車線数２＊２４時＝１０．５６万台／日　大型車補正係数２、混入率５０％とすると、乗用車２．６４万台／日＊平均乗車人員１．４＝３．７０万人／日
在来線：１編成８８０人＊３本／時＊１５時（６ａｍ～９ｐｍ発）＝３．９６万人／日
新幹線：１３２０人＊１２本／時＊１６時（６ａｍ～１０ｐｍ）＝２５．３万人

 

図表２－６５ ＮＴＴにおける災害対策の取組 

災害に強いネットワークづくり
・中継伝送路のループ構成　　　　　　　　　　　・多ルート化・２ルート化・重要通信センタの分散

　災害用伝言ダイヤ
ルは、被災地内の
電話番号をキーにし
て安否等の情報を
音声により伝達する
ボイスメールであり、
NTTの機械が伝言
を中継するため、避
難等で自宅に不在
の時や停電、被災
等により自宅の電
話が使えない時でも、
公衆電話や携帯電
話から連絡がとれる。

提供開始
　震度６以上
の地震発生
時、及び地震･
噴火等の発
生により、被
災地へ向かう
安否確認の
ための通話
等が増加し、
被災地へ向
けての通話
がつながりに
くい状況になっ
た場合。

災害用伝言ダイヤルのイメージ 災害用伝言ダイヤルの仕組み

（出典）NTT東日本、西日本ホームページより国土交通省国土計画局作成  
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大規模地震対策については、可能な限り早急に対応することが必要で
あるが、対応には時間を要するものもあり、都市圏におけるオープンス
ペースの確保・広域防災拠点の整備、ハザードマップ※の作成・公表、
活断層の調査などについては着実に推進していくことが必要である。 

 

安全防災における東アジアとの連携については、地震、火山噴火や台
風など東アジアで同じような自然災害による被災の危険性を抱えてお
り、地域における取組が始まっている。 
また、2001 年のアメリカ・ニューヨークでのテロを契機に、国際輸送

における保安確保が重要な課題となり、空港・港湾など国際交通基盤に
おける保安対策の早急な実施を図っており、引き続き対応が必要となっ
ている。 

 

                                                 
※ 巻末の用語解説参照  
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２． 維持更新需要増大下での効率的な国土基盤の整備・管理 
 
これまでの国土基盤の整備は、量的な充足に主眼が置かれ、質的な面、
特に美しさへの配慮や地域の個性をいかすという面では、必ずしも十分な

対応がなされてきていない。今後の国土基盤の整備・更新等に当たっては、
「美しさ」や「地域の個性」に十分配慮することが重要である。 
既存国土基盤の更新に今後必要な費用について、耐用年数が経過したス
トックは全て直ちに更新されると仮定して試算すると、2020 年前後から更
新投資が新規投資に厳しい制約を与えると予想される。 

 
これを分野別にみると、比較的耐用年数の短い文教分野、生活分野での
維持更新費増大が最初に顕在化し、比較的耐用年数の長い交通分野等にお
いても 2030 年以降維持更新費が大きくなる。 

図表２－６６ 

新規投資に係る制約についての試算 

投資制約を量的に把握するために、今後２５年間（2001～2025年度）
及び５０年間（2001～2050年度）の累積の社会資本投資額について
試算を行った。

（出典）平成14年度「将来の国土基盤の維持更新の需要推計調査」（国土交通省国土
計画局）における推計手法をもとに国土交通省国土計画局作成

(注)　　耐用年数等の設定に際しては、減価償却資産の耐用年数等に関する財務省令
等を参考にしつつ、より構造上の実態にあわせ設定。

＜今後２５年間(２００１から２０２５年度）＞

507兆円149兆円14兆円656兆円※1951～2000年度
の実績(推計)

維持・更新・管理
投資を除く新規投
資額の累積額

維持・更新・管理
投資の累積額

更新投資の
累積額総投資額2001年度以降の総

投資額の伸び率
③＝①－②②①

542兆円914兆円504兆円1,456兆円
ケース１
2001年度水準維持

344兆円882兆円498兆円1,226兆円
ケース２
対前年度1%減、
2025年度以降一定

175兆円856兆円493兆円1,031兆円
ケース３
対前年度2%減、
2025年度以降一定

③＝①－②②①

＜今後５０年間（２００１～２０５０年度）＞

500兆円132兆円11兆円633兆円※1976～2000年度
の実績(推計)

289兆円292兆円113兆円581兆円
ケース３
対前年度2%減、
2025年度以降一定

355兆円295兆円113兆円651兆円
ケース２
対前年度1%減、
2025年度以降一定

430兆円298兆円113兆円728兆円
ケース１
2001年度水準維持

維持・更新・管理
投資を除く新規投
資額の累積額

維持・更新・管理
投資の累積額

更新投資の
累積額総投資額2001年度以降の総

投資額の伸び率

 

図表２－６７ 

新規投資に係る制約についての試算 

②総投資額が2001年度以降前年度１％減
　2025年度以降一定の場合

①総投資額が2001年度以降一定推移の場合

③総投資額が2001年度以降前年度２％減
　2025年度以降一定の場合

（出典）平成14年度「将来の国土基盤の維持更新の需要推計調査」（国土交通省国土
計画局）における推計手法をもとに国土交通省国土計画局作成
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諸外国では、ライフサイクルコストの低減を図るため、既存のストック
の維持管理を計画的に行っている例が多くあり、我が国でも同様の取組を

始めたところである。 

国土基盤の整備・更新に際しては、少子高齢化に伴う若年齢層の減少、
高齢者の増加など長期的な需要を見込み、将来の用途転換の可能性も含め

た対応が必要である。 
 
 

図表２－６８ 分野別に見た維持更新投資額の推移 
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分野区分は以下のとおり。
文教‥学校施設、社会教育施設等
生活関連‥下水道、廃棄物処理、水道等
産業‥農業、林業、漁業、工業用水
交通‥道路、港湾、空港
国土保全‥治水、治山、海岸

※２００１年度以降、新規投資を
含む国土基盤の総投資額を
一定と仮定し、国土交通省
国土計画局において推計。
※維持更新投資には災害復旧
投資も含む。
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文教分野
生活関連分野
産業分野
交通分野
国土保全分野

生活関連・交通分野拡大
国土保全分野顕在化
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文教・生活関連分野顕在化

交通・産業分野顕在化
文教・生活関連分野拡大

維持更新投資額

 

図表２－６９ 欧米における効率的な維持更新の代表的方策（例） 

新設年度・補修情報等ストックの状態に関する情報をデータベース化　　・・・イギリス等新設年度・補修情報等ストックの状態に関する情報をデータベース化　　・・・イギリス等

長期計画を作成し、計画的な維持更新投資の実施
（予算の確保）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・イギリス
長期計画を作成し、計画的な維持更新投資の実施
（予算の確保）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・イギリス

補助金交付と合わせた管理者への技術的指導・事後評価　・・・アメリカ補助金交付と合わせた管理者への技術的指導・事後評価　・・・アメリカ

更新時のネットワーク・代替機能の確保を念頭に置く等、施設のユーザーへの配慮　・・・イギリス更新時のネットワーク・代替機能の確保を念頭に置く等、施設のユーザーへの配慮　・・・イギリス

適切な時期にきめ細かく更新することにより費用を最小化
（予防的維持管理）　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・各国　　　
適切な時期にきめ細かく更新することにより費用を最小化
（予防的維持管理）　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・各国　　　

年数

機
能

更新費

ストックがダメになったら更新
（全面改修で機能維持）

年数

機
能

常に適切な時期に予防的補修を行い
半永久的に機能維持

予防的維持管理

更新単価の算定（実地調査）　・・・フランス

更新ケースのシミュレーションによるコスト
比較　等　　　　　　　　　　　　　　・・・イタリア

ライフサイクルコストの算定　　　　・・・各国

(出典)各国の資料を参考に国土交通省国土計画局作成  
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また、新規投資に当たっては、より効率的な整備が求められており、建
設コスト縮減施策やＰＦＩ※等新たな公共事業手法の導入等が図られてい
る。ＰＦＩの現状については、庁舎・宿舎・住宅など建築系が主体であり、
他分野での拡大が期待されている。 

 

                                                 
※ 巻末の用語解説参照  

図表２－７０ 廃校とその転用状況 

過去10年('92～'01)における廃校数の推移（公立学校）
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（出典）廃校施設の実態及び有効活用状況等調査研究報告書（文部科学省）
より国土交通省国土計画局作成

過去１０年('92～'01)のブロック別廃校数（公立学校）
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３． 国土基盤の質的向上・投資の効率化のための基本的方向 

 
経済大国となった我が国では、国民の生活の質を向上するという意識が
高まっている。これを受けて、国土基盤整備においても、これまで重点を

置いてきた量的な充足から、質的な向上への移行が求められており、地域
の環境･景観、安全や文化･歴史などについて配慮し、生活の質の向上・地
域の魅力の向上に積極的に取り組むことが重要である。 
一方で、国土基盤投資は今後、維持更新費の増大や財政状況の悪化など
から厳しい投資制約を受けることが予想されている。こうした中、国土基

盤投資に当たっては国と地方の分担を明確化しつつ、二層の広域圏形成に
よる広域レベルでの投資の重点化、行政コストの削減などに取り組むとと
もに、「選択と集中」の観点から重点的、効果的、かつ効率的に推進する
必要がある。 

 
（１）環境との共生 
環境負荷の低減に資するモーダルシフトについては、ボトルネック対
策として、幹線鉄道の輸送力増強、海上物流システムの高度化、複合一
貫輸送に対応した港湾の拠点的整備、荷主・物流事業者等による実証実
験への支援等の各種施策を拡充することが重要である。また、公共交通

機関の利用促進等のＴＤＭ施策については、実証実験等を踏まえ、効果
的な施策を積極的に推進していく必要がある。 
我が国における静脈物流ネットワークの構築を推進することに加え、
東アジアをはじめとして世界的な循環型社会構築のため、我が国が有す
る知恵、経験を活用し、広域リサイクルネットワークの形成、ＣＤＭ等

を推進する。 
今後の国土基盤の整備・更新に際しては、美しい国土形成や環境との
共生の視点が重要であり、投資制約下にあっても地域の個性に配慮して
いく。 
 

（２）安全防災 
ＩＴＳなどの交通分野の情報化が急速に進展してきており、これらを
活用することにより、被災地においては通行可能区間を明示するなどの
取組を、被災地外においては適切な迂回誘導等の取組を進める。また、
大都市圏などの環状道路の整備はルートの多様性確保による防災対策の

面からも推進する。さらに、地上の交通ルートが断絶しても影響を受け
ない航空や海運の活用を図るため、ヘリポートや浮体式の拠点といった
点と点とを繋ぐ施策を推進する。 
また、想定される被害を考慮して、プレート型地震については国又は
ブロック圏レベル、直下型地震については生活圏レベル等での広域的な

対応を検討していくことが必要である。 
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さらに、東アジア各国は我が国と同じような自然災害による被災の危
険性を抱えており、防災に関する地域レベルでの国際連携を推進する。 

 
（３）国土基盤投資 
「美しさ」や「地域の個性」に十分配慮することが重要である。これ

らは、全国で一律に判断することが困難なため、地域の現場に近い主体
が判断できるような制度としていく。 
景観改善のため、都市部における共同溝事業・電線地中化を推進する
とともに、過去に損なわれた生態系を健全なものに蘇らせていくため、
自然再生事業を推進する。 
既存ストックを全て更新していては、時代のニーズに合った国土基盤
投資はできない。更新投資に際しては、既存ストックが有していた機能
を広域的な連携によって空間的に代替するか、施設間で代替するかを明
確にし、長期的な需要動向を踏まえ、更新すべきもの、用途転換すべき
もの、更新を諦めるものを判断していくことが必要となる。また、更新

すべきものについても、単に施設のみの更新に目を向けずに周辺の環境
整備も含め、美しさや地域の個性に配慮し、地域活性化を促すようなこ
とも重要である。 
新規投資の制約を考慮し、既存の国土基盤については、適切な維持管
理による耐用年数の延長やライフサイクルコストの縮減、思い切った用

途転換を図っていくことが必要である。 
 

 



 

 

 

 

 

第３章 

 

持続可能な美しい国土の創造 
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21世紀は変革の時代である。開発と保全、成長と安定、グローバリズムと地域主義
など、相対する価値観が交錯する中、わが国の人口は、これまでの増加から一転して
減少へという変曲点を今や過ぎようとしている。

人と自然の関係を見ても、大きな変革を迎えている。生物多様性の保全上重要な里
山林や湿地、干潟等の減少、絶滅危惧種の増加に加え、地球規模での環境問題の深刻
化も懸念されている。また、少子・高齢化の急速な進行に伴い大幅な人口減少となる
地域では、地域社会そのものの維持が困難になるとともに森林、農地等の国土資源等

の管理水準の低下が憂慮される。更に、自然災害に関しては、人口減少地域での国土
保全機能が低下することの懸念や都市部での災害に対する被害ポテンシャルの増大が
みられる。
拡大一辺倒の成長型社会で醸成された20世紀の価値観が、環境制約と人口減少を迎

。 、える21世紀のわが国に適用されるはずはなかろう 価値観はダイナミックに揺れ動き

長期的な人口減少という社会変動を迎えている。人口減少下で環境問題が自然消滅す
るわけではないし、環境問題の解決のみでわが国が生き残れるわけでもない。これま
での空間的・量的拡大から、ともすれば「いたみ」を伴う縮小・撤退へと大きく舵を
切り、活力を維持しつつ環境と共生する持続可能な社会を形成していかなければなら

ないのではないか。
、 、 、 、持続可能な国土の創造小委員会では このような認識のもと 国土利用 国土資源

環境負荷、自然災害、農林水産業の振興、多自然居住といった、主として人と自然の
関係について国土の現状と課題を点検するとともに、持続可能な美しい国土の創造に
向けての今後の政策の基本方向について検討した。
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第１節 現状と課題

１．国土利用の現状と課題

(1)減少する開発圧力
ここ３０年間の国土の利用区分別面積の推移をみると 「農用地 「原野」は減少、 」、

しており 「宅地 「水面・河川・水路 「道路 「その他」は増加 「森林」はほぼ、 」、 」、 」、 、
横這いである（図表３－１ （図表３－２ 。） ）
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80%

100%

47 49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12

森林

原野
水面･河川･水路

農用地
その他

宅地
道路

図表１　国土利用区分別面積の推移

S H

（出典）国土交通省「土地利用現況把握調査」をもとに国土交通省国土計画局作成
　　　　※その他：公共施設用地、レクリエーション用地、耕作放棄地、北方領土等
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図表２　国土利用の変化
（S47年国土面積を100%とした各地目の増加・減少率推移）

（出典）国土交通省「土地利用現況把握調査」をもとに国土交通省国土計画局作成
　　　　※その他：公共施設用地、レクリエーション用地、耕作放棄地、北方領土等

図表３－１ 国土利用区分別面積の推移

図表３－２ 国土利用の変化
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、 、 （ ）また これらの推移について 2005年を目標とする第３次国土利用計画 全国計画
、「 」 、「 」 。の目標値と比較すると 農用地 は低く推移する一方で その他 は増加している

この状況は、特に地方圏において顕著である（図表３－３ 。これは耕作放棄地の増）
加が一因と考えられる。

近年における全国の住宅用地の完成面積は減少し（図表３－４ 、また、農林業的）

土地利用から都市的土地利用への転換も減少しており（図表３－５ 、土地利用の転）
換圧力は低下する傾向にある。一方、住宅開発のうち小規模な開発の占める割合が増
えている（図表３－４ 。）
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図表３－３ 国土利用の推移と国土利用計画の目標

図表３－４ 住宅用地完成面積の推移
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(2)農林地の放棄が進む中山間地域
森林については、過疎化を背景とした不在村森林所有者の増加や林業生産活動の停
滞等により、人工林の間伐が適切に行われない森林が存在するなど、森林の管理水準
の低下がみられる（図表３－６ 。）
農地については、農産物価格の低迷、農業従事者の高齢化・労働力不足、傾斜地等

の土地条件の不利性、道
路条件の不利性等を理由
とした耕作放棄地の増加
により、農地の管理水準

の低下がみられる。耕作
放棄地の面積は、2000年
には34万ヘクタールとな
っており、農地面積の約
８％を占める規模となっ

ている（図表３－７ 。）
森林・農地がひとたび
荒廃し、生産機能ととも
に多面的機能が失われた

場合、これを復元するの
は容易なことでなく、国
土保全の面からも、大き
な経済的・社会的損失と
なる。
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図表５　農林業的土地利用から都市的土地利用への転換面積推移

（出典）「国土の利用に関する年度報告」「土地の動向に関する年次報告」より国土交通省国土計画局作成
　　　※農林業的土地利用には、農地、林地を含む。
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出典：林野庁「平成１４年度　森林及び林業の動向に関する年次報告」より
資料：愛媛県「愛媛県放置森林管理システム検討結果報告書」
　　注：１）水土保全機能の高い森林の、間伐対象森林面積と放置森林面積である。
　　　　　　「水土保全機能の高い森林」は、同県の地域森林計画において、山地災　　
　　　　　　害防止機能又は水源かん養機能が第一に発揮されるべきとして区分され　　
　　　　　　ている森林
　　　　２）「放置森林」とは、
　　　　　　①16～45年生の針葉樹人工林で過去10年間に施業が全く行われていない。
　　　　　　②立木の過密化が原因で、気象災害や病虫害のおそれや荒廃が見られる。
　　　　　　③森林所有者による施業が期待できない
　　　　　　のいずれにも該当する森林
　　　　３）「間伐対象森林」は、16～45年生のスギ、ヒノキ等針葉樹人工林

図表３－５ 農林業的土地利用から都市的土地利用への転換面積推移

図表３－６ 齢級別の間伐対象面積と放置森林面積
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(3)財政的・環境的負荷の増大する都市
地域
人口が減少基調に転じつつある今日に
おいても市街地の拡大・拡散は依然とし
て継続している。このことは、１人当た

りの市街地維持コストが増加するととも
に、自動車交通への依存を加速させ環境
負荷が増大することを意味している。
中心市街地からの人口、商業施設、公

共・公益施設の流出が継続し、これまで
に蓄積された社会資本や商店・住宅等の
民間建物ストックが有効に活用されなく
なっている。加えて、産業構造の転換に
よる臨海部での工場跡地の低未利用地化

などが問題となっている。
これらを合わせた都市地域における低未利用地の面積は、全国の30万人以上都市で
約６万ヘクタールと推計され、これは全国の人口集中地区（ＤＩＤ）面積の約５％以
上を占める規模となっている。

こうした状況は、地域の魅力や個性を喪失させるという深刻な結果を招いている。

(4)求められる国土利用の質的向上
①安全で安心な国土
自然災害の発生のおそれの

ある区域や避難情報等を盛り
込んだハザードマップを作成
し公表する取組や（図表３－
８ 、土砂災害防止法に基づく）

土地利用制限など、土地利用
。面からの取組が行われている

災害に対して地域ごとの特
性を踏まえた適切な国土利用

、 、を更に行っていくこと また

都市部での避難場所などのオープンスペース不足に対する確保を進めていくことが課
題である。
②自然と共生する国土
豊かな自然環境の保全等に係る取組として 「緑の回廊」の設定や都市再生プロジ、

ェクト「大都市圏における都市環境インフラの再生」等の生態系のネットワーク形成
に向けた動きがある。
農地、森林の適切な管理による健全な物質循環の維持、都市的土地利用に当たって
の自然環境への配慮、また、現在、一部の地域で実施されている生物の多様性が確保
された自然の保全・創出とそのネットワーク化について、その実施を全国に拡げてい

くことが課題である。
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図表７　耕作放棄地面積の推移
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出典：農林水産省「農林業センサス」
　注：農林業センサスの耕作放棄地とは、以前農地であったも
　　　ので、過去１年間以上作物を栽培せず、しかも、この数年
の間に再び耕作するはっきりした意志のない土地をいう。

　　　　農家とは、経営耕地面積が10ａ以上の世帯等をいい、土
地持ち非農家とは、農家以外で、耕地及び耕作放棄地を
合わせて５ａ以上所有している世帯をいう。
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③美しくゆとりある国土
自治体の景観条例制定数が継続的に増加している中で（図表３－９ 、国レベルで）
も 「美しい国づくり政策大綱」を策定するなどの取組が行われている。更に国土利、
用計画と景観条例を連動した取組や、自然環境の保全、歴史文化の保存を含んだ総合
的な景観保存の取組もみられるが一部の地域にとどまっている。

郊外部の混在した土地利用への対応や都市部の低未利用地の活用、耕作放棄地・施
業放棄森林への対応、都市部での緑地や水辺空間などの不足するオープンスペースを
確保することが課題である。

２．国土資源管理の現状と課題

(1)水循環系の現状とその管理

①水をとりまく状況
水需要量の用途別推
移については、都市用
水は近年の社会経済状
況を反映してほぼ横這

いであり、農業用水も
概ね横這いであるが、
ここ数年は、水田面積
の減少を背景にわずか

ながら減少傾向を示し
ている（図表３－10 。）
また、近年は少雨傾
向が続いていること等
から、利水安全度が目

標値に対し低下してい

図表９　市町村景観条例制定数の推移
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る。大都市とその近郊地域では、
１人当たりの水資源賦存量は少な
い状況であり、取水が不安定な状
況である。渇水被害についても全
国的に発生しているが、特に大都

市とその近郊地域等において渇水
頻度が高くなっている（図表３－
11 。）
公共用水域の水質は全体的には

改善しているが湖沼や内湾などの
閉鎖性水域の水質改善が進んでい
ない（図表３－12 。特に閉鎖性）
水域では流域の市街地、農地等か
ら流入する面源汚濁負荷が課題と

なっている。また、合流式下水道
から雨天時に放流される未処理下
水の問題や、病原性微生物や内分
泌攪乱化学物質（環境ホルモン）

等の微量有害化学物質による人の
健康や生態系への影響が懸念され
ているなどの新たな水質問題が顕
在化している。
流域の土地開発に伴う河川流量

の減少や湧水の枯渇、河川からの
取水による減水区間の発生等の水
環境上の問題がみられる。
②水循環系の保全と回復

健全な水循環系の構築に向けて
森林、農地、河川、水道、下水道
等を所管する省庁が連携し、共通
認識の形成、連携や協力のあり方

。等の基本的な方向を提示している

水の有効利用の点では、雨水や
下水処理水の利活用は年々増加し
ている。また、水の用途間転用の
取組もみられる。

良好な水環境の保全・再生については、自然河岸を増やすべく全国規模で「多自然
型川づくり」に取り組んでいる。また、流域単位での生態系ネットワークづくりを開
始した地域もみられる。このような取組は、 等との連携が重要であり、市民参NPO
加による環境の管理などの取組が始まっているが、利害関係者や流域全体にわたる調
整などの課題が残る。

図表１１　最近20年の全国の渇水の発生状況
　　　　　　　(1983年(昭和58年)～2002年(平成14年)

国土交通省土地・水資源局水資源部資料より
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図表１２　公共用水域の環境基準達成状況

平成１５年度版「環境白書」より

図表３－11 最近20年の全国の渇水の発生状況

図表３－12 公共用水域の環境基準達成状況
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(2)森林の現状とその管理
①森林の現状
森林は、木材生産等の物質生産機能のほか、生物多様性を保全する機能、土砂の流
出や表層崩壊を防止する機能、水源をかん養する機能、憩いの場や教育的利用の場を
提供する保健・休養機能など多くの機能を有している。

しかしながら、林業生産活動の停滞により、間伐や植林が適正に行われないなど、
森林の管理水準の低下がみられ（図表３－13 、その結果、森林の有する多面的機能）
への影響が懸念される。また、近年、木材自給率は、木材価格の低迷等もあり20％を
下回る状況が続いている（図表３－14 。）

②森林の多面的機能発揮
2001年10月に閣議決定された森林・林業基本計画では、森林の有する多面的機能が
高度に発揮されるよう 地域の合意のもとに 全ての森林を重視すべき機能に応じ 水、 、 「
土保全林 「森林と人との共生林 「資源の循環利用林」に３区分し、森林を整備して」 」

いく方向が示され、現在、機能に応じた整備・保全を図る施策が進められている。

①　間伐の実施状況 ②　伐採跡地への植林の実施状況

出典：林野庁「平成１２年度　林業の動向に関する年次報告」より

　　資料：農林水産省「山林保有者の林業生産活動に関するアンケート」（平成９年１１月）

　　　 注：１）間伐実施状況は，過去５年間において，間伐を実施した林家と間伐対象山林があるにもかかわらず

　　　           間伐を実施しなかった林家数の構成比である。

　　　 　　 ２）四捨五入の関係で内訳と計とは必ずしも一致しない。
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図表１４　木材自給率の推移

図表３－13 保有山林規模別林家の植林及び間伐の実施状況

図表３－14 木材自給率の推移
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また、京都議定書において、我が国に認められた森林経営による獲得吸収量の上限
値は1300万 （対基準年総排出量比3.9％、4767万ｔ－ 2）であるが、現状程度のtc CO

、 、 、 、 、水準で森林整備 木材供給 利用等が推移した場合 今後 算定方式等について精査
検討が必要であるが、確保できる吸収量は対基準年排出量比3.9％を大幅に下回るお
それがあるとされている。このため、2002年12月に「地球温暖化防止森林吸収源10カ

年対策」が策定され、2003年から10カ年にわたる対策が進められており、森林による
吸収量確保が課題となっている。
近年、森林ボランティア団体は、1997年から2003年までの６年間で約４倍と急激に
増加しているが（図表３－15 、活動に関する情報提供や技術指導、リーダー的人材）

の養成等に関する支援が課題となって
いる。また、全国各地域において上下
流の地方公共団体等が連携・協力して
水源地の植林や間伐等の森林整備を支
援する取組が進展しており、さらに各

地方自治体において、森林の多面的機
能に着目した、水源かん養税、森林環
境税など自治体独自の森林整備のため
の税制度の導入や条例制定による里山

林等の整備・保全に向けた取組がみら
れる。
森林の保全・保護に関する取組として、公益的機能の確保が特に必要な森林を保安
林に指定し開発行為等を規制するとともに、荒廃地の復旧整備等による保全対策を推
進している。また、国有林野事業においては、保護林制度により動植物の保護や学術

研究の面で重要な役割を有する森林を積極的に保護しており、さらに、生物多様性の
保全を推進するため、保護林同士を連結する「緑の回廊」の設定が進められている。

(3)海洋・沿岸域の現状とその

管理
①海洋・沿岸域の現状
我が国周辺海域では、海洋
法に関する国際連合条約（以
「 」 。）下 国連海洋法条約 という

に定める我が国の大陸棚の限
界を延長するための「大陸棚
の限界画定のための調査」が

（ ）。進められている 図表３－16

海底には、メタンハイドレー
ト等の大量の資源が分布して
おり、開発・利用に向けた技
術開発が進められている。海
洋深層水では、既に各地で新

たな資源として産業利用され
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出典：林野庁業務資料をもとに国土交通省国土計画局作成

図表１５　森林づくりを目的とした

ボランティア団体数の推移
（団体数）

図表１６　大陸棚の限界画定のための調査

大陸棚：海底及び海底下の天然資源の探査、開発に関し、主権的権利を有する海域
　　　　　　地形・地質的条件が整えば２００海里を超え、最大３５０海里まで拡大可能

：大陸棚として認められ
る可能性のある海域（日
本の国土面積（約３８万
ｋｍ２）の１．７倍）

：大陸棚として認められ
る可能性のある海域（日
本の国土面積（約３８万
ｋｍ２）の１．７倍）

（出典）国土交通省資料

200海里線200海里線
350海里線350海里線

中間線中間線

図表３－15 森林づくりを目的とした
ボランティア団体数の推移

図表３－16 大陸棚の限界画定のための調査
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ている。
海域における水質環境基準の達成率は、毎年わずかながら向上しているものの、特
に閉鎖性海域では依然として低い状況である。干潟の面積は、1945年と比較して約38
％減少している。藻場やサンゴ礁海域については、近年においても減少傾向がみられ
る。海岸（汀線）は、自然海岸が減少し、半自然海岸や人工海岸が増加する傾向がみ

られる。全国の大部分の海岸では、汀線後退による侵食が進行している。1978年から
の15年間の海岸侵食の速度は、明治からの約70年間の速度と比較して約２倍強に加速
している。このように海洋・沿岸域全体としては環境の質の劣化が進んでいる。
②沿岸域圏の総合的な計画と管理

沿岸域では、自然環境、利用、防災という三つの要素がそれぞれ関係し合う中で、
漂着物、海岸侵食、海辺の自然環境の劣化・減少、プレジャーボートの利用によるト
ラブル等の問題が発生している（図表３－17 。このため総合的な視点に立った沿岸）
域管理が必要であることから、国が2000年に「沿岸域圏総合管理計画策定のための指
針」を策定し、地方自治体による計画策定を支援している。
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（出典）沿岸域総合管理研究会「沿岸域総合管理研究会提言」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成15年3月）

図表１７　沿岸域で生じている問題に対する

　　　　　　地方公共団体へのアンケート結果

図表３－17 沿岸域で生じている問題に対する

地方公共団体へのアンケート結果
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３．循環型・環境共生型国土づくりの現状と課題

(1)物質循環と環境負荷の現状
我が国では、現在の社会経済活動を行うために国内外から大量の資源を採取してお
り（図表３－18 、資源化に伴い発）

生する副産物や廃棄物を示す「隠
れたフロー」の値は、国外におい
て資源量の約４倍に達している。
また、資源消費を支える経済の環

境面積要求量は既に国内で供給可
能な面積をはるかに超えており、
国内外の環境へ多くの負荷をかけ
ていることから、資源浪費型とも
いえる経済社会活動のあり方を見

直し、必要以上の資源採取をしな
いことや採取方法の工夫を考える
必要がある。
大気中の二酸化窒素の環境基準

の達成状況は、全国ではほぼ達成
しているが、大都市地域において
は依然として低い水準で推移している。公共用水域の環境基準の達成率はわずかなが
ら向上する傾向がみられるものの、閉鎖性水域の環境基準達成率は、特に低い水準で
推移している。ヒートアイランド現象については、この20年間に東京等の大都市では

30℃を超えた延べ時間数が長くなり、その範囲が拡大している。また、近年工場跡地
や研究機関跡地の再開発等に伴う調査事例の増加により、土壌汚染の判明事例数が増
加している。
廃棄物排出量は近年、ほぼ横這いの状態が続いているが、再生利用量の増加等に伴

い最終処分量が減少している（図表３－19 。建設廃棄物については、将来排出量増）
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図表１９　我が国における一般廃棄物処理の状況

（出典）環境省資料をもとに国土交通省国土計画局作成

①総資源化量とリサイクル率の推移
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廃棄物の）総排出量｝

（一般廃棄物の）総排出量＝｛（排出ごみ中からの）直接資源化量
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残余年数＝最終処分場残余容量／最終処分量／ 1.225

　重量ー容量換算係数として、1.225m3／トンとしている。

図表１８　我が国の物質収支（平成12年度）

（出典）平成１５年版「環境白書」

図表３－18 我が国の物質収支（平成12年度）

図表３－19 我が国における一般廃棄物処理の状況
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加が懸念される。ゼロ・エミッション構想推進に向けた動きや適正な廃棄物処理に向
けた法整備が進んでいる。
地域エネルギーを活用する動きが拡大しており、風力発電については、1997年以降
国の支援制度や電力会社による長期買い取り制度等の導入により、北海道や東北地方
を中心に多くの発電施設が建設されている。バイオマスの活用については、2002年に

国が総合戦略を決定した。また、他地域との連携により、地域資源の有効活用を図る
事例がみられる。

(2)国境を越える環境影響の増大

地球温暖化の状況については、我が国の年平均地上気温は1990年代以降に平年値よ
り高い状態が続いている。長期的傾向としては100年につき1.0℃の上昇率となり、世
界の年平均地上気温の上昇率である0.7℃を上回っている。この傾向は今後も継続す
ると考えられ 「 第三次評価報告書」では、1990年から2100年までの間に地球の、 IPCC
平均地上気温が1.4～5.8℃上昇すると予測されている。

、 、地球温暖化に伴い 地球の平均海面水位は2100年までに0.09～0.88ｍ上昇すること
国内における自然生態系や農林業等に様々な影響が生じることが予想されている（図
表３－20 。地球温暖化の対策として「京都議定書」に基づき、我が国では温室効果）

【気候変動と異常気象】
○100年間の年平均地上気温の
昇温は、北ほど、かつ大陸に近い
西ほど、大きい傾向。
○気候モデル（注）による温暖化
実験によると今後100年間の昇温
は、南日本で＋４℃、北日本で＋
５℃となっている。
○異常高温発生件数の増加。
（注）二酸化炭素1%/年（複利）増加又
はIS92aｼﾅﾘｵを用いた11の気候モデル

【陸上生態系への影響】
○南西諸島の温帯域や小さな島嶼に
固有な植物群落は危機に直面。
○気候帯は植物の移動をはるかに上
回る4～6km／年で移動する。
○3.3～3.8℃上昇で亜寒帯植生域が
石狩低地以南から消失し、亜熱帯植
生域が九州・四国の低平地から房総・
伊豆半島まで拡大。
○２℃の上昇により九州、四国、中国
地方、紀伊半島のブナ林はほぼ消失。
○少雪によりニホンジカ、イノシシ等の
分布が拡大し、被害量が増大。

【農林業への影響】
○コメは温暖化により、比較
的高緯度地域で生産量が増
加し、低緯度地域では高温
による生育障害が起こり、全
体としては減産。
○冬季の昇温により害虫の
越冬範囲拡大や世代交代が
早まる可能性。
○降水量が増加しない場合
は林業生産力は低下。

【水資源への影
響】
○河川流量の増加・減
少。
○３℃上昇で洪水の恐
れが増大し、積雪地帯
では1～3月の河川流
量が増え、4～6月は減
少する。
○３℃上昇で、上水道
の需要は1.2～3.2％増
加する。 【沿岸域への影響】

○東京湾等内湾の汚染が進
行。
○65cmの海面上昇により日本
全国の砂浜海岸の８割以上が
浸食する。○1mの海面上昇
で外洋に面する堤防では2.8m、
内湾では 3.5mの嵩上げが必
要。
○40cm／100年を超える海面
上昇によりサンゴ礁は沈水す
る。

【産業・ｴﾈﾙｷﾞｰへの影
響】
○夏期に１℃昇温すると冷房需
要は約500万kW（一般家庭の
160万世帯分）増加する。
○冷却水が１℃昇温すると火力
発電で0.2～0.4％、原子力で1～
2％発電出力が低下する。

【気候変動と異常気象】
○100年間の年平均地上気温の
昇温は、北ほど、かつ大陸に近い
西ほど、大きい傾向。
○気候モデル（注）による温暖化
実験によると今後100年間の昇温
は、南日本で＋４℃、北日本で＋
５℃となっている。
○異常高温発生件数の増加。
（注）二酸化炭素1%/年（複利）増加又
はIS92aｼﾅﾘｵを用いた11の気候モデル

【陸上生態系への影響】
○南西諸島の温帯域や小さな島嶼に
固有な植物群落は危機に直面。
○気候帯は植物の移動をはるかに上
回る4～6km／年で移動する。
○3.3～3.8℃上昇で亜寒帯植生域が
石狩低地以南から消失し、亜熱帯植
生域が九州・四国の低平地から房総・
伊豆半島まで拡大。
○２℃の上昇により九州、四国、中国
地方、紀伊半島のブナ林はほぼ消失。
○少雪によりニホンジカ、イノシシ等の
分布が拡大し、被害量が増大。

【農林業への影響】
○コメは温暖化により、比較
的高緯度地域で生産量が増
加し、低緯度地域では高温
による生育障害が起こり、全
体としては減産。
○冬季の昇温により害虫の
越冬範囲拡大や世代交代が
早まる可能性。
○降水量が増加しない場合
は林業生産力は低下。

【水資源への影
響】
○河川流量の増加・減
少。
○３℃上昇で洪水の恐
れが増大し、積雪地帯
では1～3月の河川流
量が増え、4～6月は減
少する。
○３℃上昇で、上水道
の需要は1.2～3.2％増
加する。 【沿岸域への影響】

○東京湾等内湾の汚染が進
行。
○65cmの海面上昇により日本
全国の砂浜海岸の８割以上が
浸食する。○1mの海面上昇
で外洋に面する堤防では2.8m、
内湾では 3.5mの嵩上げが必
要。
○40cm／100年を超える海面
上昇によりサンゴ礁は沈水す
る。

【産業・ｴﾈﾙｷﾞｰへの影
響】
○夏期に１℃昇温すると冷房需
要は約500万kW（一般家庭の
160万世帯分）増加する。
○冷却水が１℃昇温すると火力
発電で0.2～0.4％、原子力で1～
2％発電出力が低下する。

図表２０　我が国で予測される長期的な温暖化の影響

（出典）環境省地球温暖化問題検討委員会温暖化影響評価ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ
「地球温暖化の日本への影響2001」（2001）をもとに国土交通省国土計画
局作成

図表３－20 我が国で予測される長期的な温暖化の影響
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ガスを第１約束期間中（2008～12年）に基準年の1990年に比べ6％削減する必要があ
る。そのうち、3.9 は森林で吸収する目標となっている。しかしながら、現状程度%
の水準で森林整備、木材供給、利用等が推移した場合、確保できる吸収量は対基準年
排出量比3.9％を大幅に下回るおそれがあるとされており、約束期間内の目標達成の
ためには引き続き各対策を進める必要がある。

中国等をはじめとする北東アジアとの関係では、中国において近年、土壌劣化等に
起因すると考えられる砂塵嵐の発生頻度が増加しており、我が国でも黄砂現象が増加
する傾向を示している。また、 や 等の排出量が増加する傾向があり、我がSOx NOx
国への影響が危惧される。

(3)自然再生へ向けた新たな取組
良好な自然環境の保全状況を表す指標となる森林の連続性は、里山林において減少
がみられる（図表３－21 。また、生物多様性保全のために重要な湿地、干潟等の面）
積は減少傾向にあり、我が国の自然環境を良好な状態で将来に継承するためには一層

の取組が必要である。

国内の野生生物種の中で現在絶滅のおそれのある種が2,662種もあり、これは開発
等に伴う影響、人のかかわりの減少に伴う二次的自然環境の変化による影響、移入種

等による影響などが原因と考えられている。
里地里山では、管理水準の低下によってタケやササ類の繁茂するなど生物の生息・
生育空間としての質の劣化が危惧されている。特に都市近郊においては、宅地やゴミ

、 。 、処分場等の開発の対象となることが多く 里地里山の存続が危惧されている 千葉県

高知市、熊本県菊池郡七城町などでは、里山の保全や活用を図る目的の条例が制定さ
れている。 等による多様な保全活動が進んでいるが、大都市部周辺を対象としNPO
たものが多い。
自然公園や保安林等の保護地域の面積は、微増傾向にある 「緑の回廊」の設定や。
都市再生プロジェクト「大都市圏における都市環境インフラの再生 （図表３－22）」

等の生態系等のネットワーク形成に向けた動きはあるものの、現状では個別分野・地

37.5

38.6

36.5

37.0

37.5

38.0

38.5

39.0
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面
積
（
ｋ
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）

　森林連続性指標は、森林の連続度合いやかたまり度合いが高
いほど、生物の生息地としての空間が広がり、健全な生態系の保
全に有効と思われることから、自然環境の質的状況を表す指標の
一つとして考えられたもので、次の式から算出される。

　森林連続性＝森林の面積合計／森林塊の数

　したがって、同じ森林の面積合計でも森林塊の数が少ないほど、
同じ森林塊の数でも森林面積合計が多いほど、森林連続性の数
値が高くなり、良好な自然環境が保全されている可能性が高いこ
とが考えられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　なお、算出に当たっては、ラスタ型植生データ（３次メッシュ）を用
いた。

各地域については、全国を国土数値情報の以下に示す地形分類
を用いて区分した。

　●山地自然地域：大・中起伏山地、大・中起伏火山地　　　　　　
　●里地自然地域：小起伏山地、小起伏火山地、山麓地、丘陵地
　●平地自然地域：台地、低地等

（出典）「環境基本計画」参考資料、環境省「総合的環境指標検討会」資料をもとに国土交通省国土計画局作成

図表２１　森林の連続性

第3回調査 第4回調査
山地自然地域 70.9 71.0 30%
里地自然地域 18.9 18.3 44%
平地自然地域 2.1 2.1 26%
全国 38.6 37.5

平均パッチ面積（km2）面積構成

図表３－21 森林の連続性
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域ごとの取組が中心である。
「自然再生推進法」の成立や消失した湿地や干潟等を再生する自然再生型の公共事
業の実施等自然環境の再生に向け、様々な取組が進み始めている。

４．自然災害に強い国土づくりの現状と課題

(1)依然として残る自然災害の脅威

①自然災害の発生状況
国土保全施設の整備は着実に進んでいるが、いまだ十分といえる状況でない。
自然災害による死者数の推移は長期的に減少傾向である（図表３－23 。全般的に）

（出典）自然環境の総点検等に関する協議会「首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン（中間報告）」（2003.3）
　　　　に示された「保全すべき自然環境」

大都市圏における都市環境インフラの再生への取組図表２２

保全すべき自然環境

保全すべき自然環境（河川）

既成市街地

近郊整備地帯

都県境

（出典）自然環境の総点検等に関する協議会「首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン（中間報告）」（2003.3）
　　　　に示された「保全すべき自然環境」

大都市圏における都市環境インフラの再生への取組図表２２

保全すべき自然環境

保全すべき自然環境（河川）

既成市街地

近郊整備地帯

都県境

保全すべき自然環境

保全すべき自然環境（河川）

既成市街地

近郊整備地帯

都県境

出典：内閣府「防災白書」より

図表２３　自然災害による死者・行方不明者数の推移
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名

図表３－22 大都市圏における都市環境インフラの再生への取組

図表３－23 自然災害による死者・行方不明者数の推移
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風水害による被害の割合が多く、時として地震による大規模な被害が発生している。
また、過去10年間に全国の多くの市町村で風水害が発生している（図表３－24 。）

我が国の国土利用の状況は、国土の1割に当たる沖積平野（河川氾濫区域）に全人
口の約１／２、資産の約３／４が集中している。

②都市化に伴う潜在的な被害規模の拡大

、 、国土保全施設の整備効果などで水害面積は減少しているが 都市への人口等の集中
個人資産の増加、低地地域における土地利用の高度化や資産の集積などに伴い水害密
度が増加するなど災害発生時の被害ポテンシャルが増大している（図表３－25 。ま）
た、流域における農地等から宅地への土地利用転換に伴い、流域の保水・遊水機能が
低下し河川への負担が大

きくなるなど水害を発生
させやすい状況もみられ
る。さらに、都市のスプ
ロール化により土砂災害

などの災害発生の恐れの
高い地域への宅地化の進
行がみられる。
特に、大都市では地下
空間の利用が進んでお

り、水害等による地下空
間での大規模な被害の発
生が懸念される。1999年
には地下空間で浸水によ

って死者が発生した。
阪神・淡路大震災を契機に都市における防災対策の重要性が再認識された。特に老
朽木造密集市街地の防災対策は喫緊の課題である。
③過疎化に伴う災害危険性の増大
今後の全国的な人口減少に伴い、人口密度が極端に少ない地域がかなりの規模で生

。 、じる可能性がある こうした地域では管理の行き届かない森林や耕作放棄地が増大し
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1987 89 91 93 95 97 99 2001

その他

火山噴火災害
地震

雪害
風水害

図表２４　災害原因別死者・行方不明者の状況

（注）「風水害」の値：「風水害」の他に「地すべり」、「強風波浪」、「落雷」の値を含めている。
出典：総務省消防庁資料より国土交通省国土計画局作成

出典：水害統計（国土交通省河川局）
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図表２５　一般資産水害密度等の推移（過去５カ年平均）

図表３－24 災害原因別死者・行方不明者の状況

図表３－25 一般資産水害密度等の推移（過去５カ年平均）
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災害に対する危険性の増大をまねくなど、国土保全機能の低下が懸念される。さらに
地域のコミュニティが維持できなくなるなど災害対応がより一層難しくなる。
④高齢化に伴う災害弱者の増加
高齢化の進行に伴
い、65歳以上の災害

弱者１人に対する15
～64歳人口は2000年
の８人から2050年に
は2.6人まで減少する

ことが予想され、災
害時のみならず日頃
からの防災に関する
家族や地域のコミュ
ニティの支援体制が

必要となる（図表３
－26 。）

(2)総合的な防災対策の現状
①流域における総合的な治水対策
流域や地域の特性、土地利用の状況に応じ、土地利用規制や貯留浸透施設の整備な
どの流域対策と合わせた総合的な治水対策を推進することが必要である。2003年６月

には浸水被害の著しい都市部の河川とその流域で総合的な対策を推進する「特定都市
河川浸水被害対策法」が制定された。
②災害情報の提供による防災対策
自然災害に関するハザードマップ等の事前情報と災害時のリアルタイムの情報を住
民に提供することで迅速な避難行動が行われ被害の軽減が期待されており、洪水ハザ

ードマップの公表市町村数が増加している（図表３－８）など、その取組が進められ
ている。
また、防災機関や国民が迅速な行動がとれるよう防災に関する情報を一元的に集約
し、総合的に情報提供を行うための体制づくりが課題である。

③地域防災力の向上
避難地指定箇所は逐年増加しているが、人口集中地区の約６割では依然として避難
が困難な状況にある。防災拠点や情報連絡体制の整備も進めているが、施設の耐震化
や地域防災無線の整備については更なる取組が必要である。
自主防災組織率は逐年上昇しているが、組織率の地域間格差がみられる（図表３－

27 。また、国民の防災ボランティア活動への参加意欲は高い。）
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全国 三大都市圏 地　方　圏

（人）
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（出典）秋山哲男編著「高齢者の住まいと交通」（日本評論社,1993.5）、
　　　　総務省「平成12年国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研
　　　　究所「日本の将来推計人口(平成14年1月推計)」をもとに国土交
　　　　通省国土計画局作成。
（注）１．三大都市圏は東京圏(埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県)、
　　　　　名古屋圏(岐阜県、愛知県、三重県)、関西圏(京都府、大阪府、
　　　　　兵庫県、奈良県)であり、地方圏は三大都市圏以外の地域であ
　　　　　る。
　　　２．将来推計値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来
　　　　　推計人口(平成14年1月推計)」をもとに1995年～2000年移動率
　　　　　固定型で国土交通省国土計画局推計。
　　　３．65歳以上の高齢者のうち、小走りに何らかの障害が予想される
　　　　　人数の算出については、秋山編著の『小走りが「できない」「むり
　　　　　すればできる」』の年齢(x)と出現率(y)の回帰式y=2.67x-148.74
　　　　　(r=0.955) を使用し、5歳ごとの中央の値を用いて推計。

図表２６　災害弱者となりうる高齢者の増加等
小走りに何らかの障害が予想される
高齢者１人当たりの15～64歳人口（推計）

図表３－26 災害弱者となりうる高齢者の増加等
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④大規模災害対策
人口、資産が高度に集積している大都市では、洪水対策の計画規模を越えるような

水害に対しても被害を最小化するなど減災性に考慮した高規格堤防（スーパー堤防）
の整備に取り組んでいる。
また、南関東地域の地震、東海地震、東南海・南海地震の被害想定では揺れや津波
により甚大な被害が生じると想定されており、防災対策のより一層の充実が求められ
ている。

５．農林水産業の現状と課題

(1)食料・農業・農村をとりまく新たな状況
①食の安全と安心の確保
我が国の食料自給率は、極めて低い水準にあり、食料の多くを海外に依存している
（図表３－28 。また、ライフスタイルの変化等に伴い、外食、調理食品等への依存）
が高まる「食」の「外部化 、これとあわせて、消費者の食料の生産段階への知識が」

低下するなど 「食」と「農」の距離が拡大している。こういった状況の中、食の安、

Ｈ３

Ｈ１３

　　　　　　～　２５％

　２５％　～　５０％

　５０％　～　７５％

　７５％　～

図表２７　自主防災組織の組織率推移

内閣府「防災白書」、総務省消防庁「地方防災行政の現況」をもとに国土交通省国土計画局作成

図表３－27 自主防災組織の組織率推移
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全・安心を求める消費者と生産者の間で 「顔の見える関係」を求めた「地産地消」、
等の取組の広がりがみられる。
また、農業とあわせて国民に食料を提供する食品製造業は、国民経済上重要な地位

を占めており、特に地方部では地域経済における重要度が高い。
②農業をめぐる厳しい状況
我が国農業は、農産物価格の下落等厳しい状況にあり、農業総産出額は近年減少傾
向で推移している。農家戸数、農業従事者数は減少を続け、高齢化も進展しているが

（図表３－29 、国民の自然志向の高まり等を背景に、新規就農者数は近年増加のき）
ざしがみられる（図表３－30 。また、農家一戸当たりの経営規模はわずかずつでは）
あるが拡大を続けており、大規模経営体も一定程度増加しているが、稲作等の土地利
用型農業については、著しく構造改革が遅れている。

③農業の自然循環機能と農村の新たな役割
農業は本来、生物を介在した自然の物質循環を利用した活動であり、その持続的な
発展を図っていくためには、その生産活動に伴う環境負荷の低減に留意する必要があ
る。現在、化学肥料や農薬の使用の低減等の環境保全型農業への取組が進んできてお

り（図表３－31 、これは消費者のニーズにも合致した方向といえる。）
我が国の農村には、水田をはじめ、絶滅が危惧される生物が集中して生息・生育す
る地域の約５割が分布する里地里山等の二次的自然のもとで生物の生息環境が有機的
に連携し、豊かな生態系が形成されており、これに対する認識の高まりとともに、生
物の生息環境の保全のための様々な取組が行われ始めている。
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図表２８　主な輸入農産物の生産に必要な海外の作付面積（試算）

（出典）農林水産省食料自給率レポートより引用
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図表２９　農業従事者数 図表３０　新規就農者数の推移

（出典）農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」より国土交通省国土計画局作成

図表３－28 主な輸入農産物の生産に必要な海外の作付面積（試算）

図表３－29 農業従事者数 図表３－30 新規就農者数の推移
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農村、特に中山間地域等では、人
口減少、高齢化の進行とともに地域
の活力の低下、農業集落機能の弱体

。 、化が進行している このような中で
耕作放棄地の増加等、農業生産活動

が低下し、農業の多面的機能の発揮
。 、にも支障が生じる懸念がある 一方

国民の価値観に転換がみられ、田舎
暮らしブーム、グリーン・ツーリズ

ムへの関心、農村への期待が高まる
とともに、身近な農業体験等を求め
る市民農園の開設・利用者が増加し
ている。

(2)森林・林業をとりまく新たな状況
①木材生産機能から公益的機能へと変化する国民の期待
林業は、森林から木材などの林産物を生産し、社会経済活動に貢献する役割ととも
に、その適切な生産活動を行うことにより森林を良好な状態に保ち、森林の有する多

面的機能を発揮させる役割を有している。
しかしながら、国内の木材価格は、1980年をピークとして長期低下傾向で推移して
おり、木材価格の低迷と経営コストの増大により林家の経営状況は悪化の一途をたど
っている（図表３－32 。また、）
山村地域から都市部へ移住した不

在村森林所有者が増加している
（図表３－33 。不在村森林所有）
者が森林施業を実施した割合は、
植林、間伐、主伐のいずれの施業

においても在村林家より低い状況
にある。このように、林家の林業
経営離れが進行しており、現在の
林業をとりまく状況を勘案すれ
ば、もはや森林所有者による自助

努力のみでは森林の整備も立ち行
かなくなりつつある。
近年では国民の森林・林業に対する期
待は、木材生産機能から土砂の流出や表

層崩壊の防止、水源のかん養、地球温暖
化の防止等公益的機能の発揮へと時代と
ともに変化しており（図表３－34 、今）
後は、森林の多面的機能を持続的に発揮
させ得る森林施業や経営を推進していく

必要がある。
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図表３１　エコファーマー認定状況

（出典）農林水産省調査より国土交通省国土計画局作成
（注）エコファーマー：「持続性の高い農業生産方式の導入の促進
　　　に関する法律」（平成１１年１０月施行）に基づき、都道府県知
　　　事から「持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画」
　　　の認定を受けた農業者の愛称名
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資料：「世界農林業センサス」をもとに
　　　　国土交通省国土計画局作成

図表３－31 エコファーマー認定状況

図表３－32 林家の林業経営の状況

図表３－33 在村者・不在村者別

私有林面積の推移
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②持続可能な森林経営
我が国においては、小規模な森林所有
者が大多数を占め、不在村者が増加する
など森林経営構造が貧弱である。また、
林業就業者数は平成１２年度の国勢調査

で６万７千人と10年前の６割の水準にま
で減少し、著しく高齢化が進行するなど
解決すべき課題も多い（図表３－35 。）
このような状況にあって、2002年度よ

り、森林組合等が森林所有者と「森林の
施業や経営の委託契約」を結ぶことによ
り、森林所有者に代わって森林施業計画
、 、を作成し 施業を実施できることとなり

小規模所有者や不在村者の森林につい

て、各地域の森林組合等が長期間森林
施業を受託する取組が始まっている。
また、一定の基準等を満たす森林や経
営組織を認証し、そこから生産される

木材をラベリングすることにより、消
費者の選択的な購買活動を通じた適切
な森林整備を促す、森林認証・ラベリ
ングなどの民間レベルの取組が行われ
始めている。さらに近年、就業準備の

ための無利子資金の貸付や就業相談、
就業情報の提供などの新規就業者支援
対策、緊急雇用対策と連携した緑の雇
用対策が行われており、これらの継続的な取組の結果、新規林業就業者数は増加傾向

にあり、高齢化した就業構造に変化の兆しもみられる。

(3)水産資源の現状
①水産資源の確保
水産物は国民の動物性たんぱく源として高い比率を占めており重要であるが、我が

国周辺の水産資源量・漁獲量の減少傾向に伴い、輸入量が増加しており、自給率は低
下傾向にある。また、漁業就業者については、数の大幅な減少と高齢化が進行してお
り、今後の担い手の確保が重要な課題となっている。
②水産資源回復への取組

我が国周辺地域の水産資源回復のため、種苗放流や魚礁設置、藻場・干潟の保全・
造成等による漁場環境改善の取組が行われており、加えて、平成１４年度から「資源
回復計画」が実施されている。また、水産業・漁村の多面的機能の調査・評価、漁村
における生活環境改善などの取組が実施されている。
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図表３４　森林に対する期待の推移
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図表３５　林業就業者数・高齢化率の推移

出典：「国勢調査」をもとに国土交通省国土計画局作成

図表３－34 森林に対する期待の推移

図表３－35 林業就業者数・高齢化率の推移
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６ 「多自然居住地域の創造」の現状と課題．

(1)多自然居住地域創造の概要
「21世紀の国土のグランドデザイン」の４戦略の１つとして提唱された、多自然居
住地域の創造とは、中小都市と中山間地域等を含む農山漁村等の豊かな自然環境に恵

まれた地域を、21世紀の新たな生活様式を可能とする国土のフロンティアとして位置
付け、都市的サービスとゆとりある居住環境をあわせて享受できる自立的圏域を創造
することを目指すものである（図表３－36 。）

、 、具体的には 都市と農山漁村の連携による機能分担・相互補完と新しい産業の創出
地域の特色をいかした新しい生活様式の実現、地域資源の良好な保全・管理と美しい
自然環境の継承を目指して、地域の選択に基づく多様な主体による取組を進めること
としている。

(2)懸念される多自然居住地域の現状
多自然居住地域においては、人口の減少、高齢化が進行している。自然環境は豊か
で、居住面積は広いものの、社会資本の整備については、依然として都市部に比べて

。 、 、 、遅れている これらの状況の中 中山間地域を中心に集落機能の消滅 低下が進行し
消滅集落の周りには限界的な集落が存在する等、地方部では厳しい状況が続いている
（図表３－37 。）
一方で、多自然居住地域への国民の期待が高まりつつあり、都市と農村の連携に関
する新たな取組が各地で行われつつある。国民の価値観の転換や、近年の自然志向、

健康志向の高まりとあいまって、田舎暮らし、グリーン・ツーリズムへの関心が高ま
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り 「都市と農山漁村の共生・対流推、
進会議」にみられるような国民的運
動が実施されている。

(3)地域における取組の進展

地域において様々な取組が行われ
ている中、市町村における都市との
連携と交流に関する状況を調査した
結果を見ると、以下のように、取組

分野ごとに、成果の状況にも様々な
違いがあることがうかがえる。
（居住関係）
・集落等の中での買い物の場の確
保については、小規模市町村ほ

ど積極的であり、財政支援等に
よる取組が多い。
・農林地、旧跡等の維持管理に関
する共同作業については、取組

が多く、住民参加も進み、成果
も上がっている。
（産業関係）
・地域産品・技術等を活用した地
場産業の展開は取組が多く、成

果も高い。
・一方、教育、情報化、福祉、環
境等新たなニーズに対応したビ
ジネス育成等は取組が難しい状

況にある （図表３－38）。
（他市町村・民間との連携による
基盤整備、福祉、文化等）
・行政による交通サービス提供等
については、財政支援を中心に

取組が実施されている。
・医療施設の高度化・多様化については、財政支援・新たな病院組織の設立などを中
心に実施されている。
・観光促進については、多くの市町村で成果が上がっている一方、小規模市町村で課

題が多い。

(4)多自然居住地域に求められるべき役割
多自然居住地域は、農林水産物生産における重要な役割、二次的自然によって多様
性に富んだ生態系を形成する役割、農地・森林等の国土保全の役割、地域ごとの生産

をはじめとする諸活動を通じて地域の歴史文化を保持する役割、豊かな自然、地域資

（出典）農林水産省「農林業センサス」より国土交通省国
　　　　土計画局作成
（注）農業集落：市区町村の一部で、農業上形成されてい
　　　る社会生活の基礎的な単位
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図表３７　地域類型別の農業集落の減少
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（出典）国土交通省国土計画局アンケート（平成１５年）結果より作成
　　　　農山漁村の地域づくり、都市と農山漁村の連携に関する調査
　　　　項目につき、人口１０万人未満の市町村（2,961市町村）を対象
　　　　に送付。回収率５９％　　　　　
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図表３－37 地域類型別の農業集落の減少
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源を活用した産業等をいかして農山漁村で暮らす、あるいは訪れるといった選択肢を
広く提供する役割、農林業の物質循環機能を見直すことを通じた循環型社会のフロン
ティアとしての役割、等様々な役割を有している。
こうした役割に関する認識の高まりとともに、地産地消の動き、里地里山の保全、
中山間地域直接支払制度・森林環境税の導入 「都市と農山漁村の共生・対流推進会、

議 「バイオマス・ニッポン総合戦略」等さまざまな取組が行われ始めている状況に」、
あり、これらは、戦略の提示した方向に沿った動きであるといえる。
一方では、地方部の厳しい状況、取組の難しい分野の存在を踏まえ、こうした取組
を更に推進し、誇りの持てる自立的な圏域の形成を進めつつ、国民のニーズにこたえ

ていくことが、多自然居住地域における今後の課題であるといえる。
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第２節 今後の基本的方向

１ 「持続可能性」と「美しさ」の追求 －基本理念－．

持続可能な国土の創造小委員会は、国土利用、国土資源管理、環境対策、自然災害
、 、 。対策 多自然居住地域の創造という 主として人と自然の関係について検討してきた

これらの分野におけるこれからの政策の基本方向を考えるには、第１節に述べた現状
と課題を踏まえるとともに 「物質的豊かさ」より「心の豊かさ」の重視、地方圏の、
町村を理想の居住地域とする割合の増加など、人々のライフスタイルが全般に、経済
的繁栄より歴史・伝統、自然文化、ゆとり・うるおいを重視する方向に変化している
点にも十分留意する必要がある。こうしたことから、これからの政策の基本方向とし

ては 「持続可能性」と「美しさ」という２点がその全体を貫くものとして特に重要、
になるものと考える。
「 」 、 、 、 、持続可能性 については 人間の活動と自然との間に調和を図り 他国 他地域
後世代に過度の負担をかけないという考え方のもとに、環境負荷の低減、生物多様性

の保全に加え、災害に対する安全面の持続可能性、市街地の存続や既存ストックの維
持更新に対する財政面での持続可能性という側面も重要である。
「美しさ」については、経済性や効率性、機能性の陰でややもすれば忘られがちで
あったが、今後の国土政策においては、成熟化した国家に相応しい国土の美しさを実

。 、「 」 、現していくことが極めて重要であると考える その際 美しさ をランドスケープ

すなわち、人と自然との永続的な関係の中でつくられる、歴史性や文化性をも含めた
空間の美しさという総合的な概念として捉え、また、一律に決まるものではなく、多
様性を持つものと認識することが重要である。
「 」 、 、 、 、持続可能な美しい国土 は 国や地方公共団体だけではなく 地域住民 ＮＰＯ

。 、事業者等の深い理解と責任ある参加を得てはじめて実現し得るものである このため
、 。持続可能な美しい国土を誰が どういう方法で形成していくのかの検討が重要になる

その際、特に 「公」と「私」をつなぐ「共」の機能を改めて見直すとの観点から、、
地域づくりのコーディネーター的人材の育成やボトムアップ型の合意形成等が必要に
なる。

また 「持続可能な美しい国土」を創造するには、国土資源管理、環境対策、自然、
災害対策、国土利用等多彩な施策を総合的に展開することが必要である。

第２節は、本第１項で基本理念、第２、３、４項で分野別の政策の基本方向（第２
項は自然災害対策、第３項は環境対策、第４項は国土資源管理 、第５項でこれを国）
土利用という面から横断的に見た場合の基本方向、そして第６項で今後の重要検討地
域として、多自然居住地域及び都市郊外部について検討方向を述べるという構成をと
っている。次図はこれを図示したものである。
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第２節「今後の基本的方向」の構成

各項の主なポイントは次のとおりである。
第１項「基本理念」では、今後 「持続可能性」と「美しさ」という２点が全体を、

貫くものとして特に重要であることを述べている。
第２項「自然災害を柔軟に受けとめる国土づくり」では、災害被害を完全には防ぎ
得ないという前提に立ったリスク管理が必要であり、今後は施設整備に加え、特に土
地利用の誘導と情報提供による防災対策の推進が重要なことを述べている。
第３項「循環型・自然共生型の国土づくり」では、従来にも増して、環境負荷を低

減し、生物多様性の保全に資する国土づくりに転換することが必要であり、市街地の
コンパクト化、物質循環型の地域づくり、水と緑のネットワークづくり等が必要なこ
とを述べている。
第４項「ランドスケープをいかした適切な国土資源管理」では、水、森林、農地、

生態系等を流域単位で総合的に保全・管理することが重要であること、森林や農用地
については森林・農業の多面的機能を適切かつ十分に発揮できるような管理が必要で
あること、そして、今後の国土資源管理に当たっては、地域住民やＮＰＯ等多様な主
体が連携し活動を拡大させることで国土資源の利用が促進され、それがより一層の国
土資源の適正な管理と美しい国土の実現につながるという、いわば国土資源の「国民

的経営」が期待されることを述べている。

※丸数字は、第Ⅱ部の章の番号を示す。
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※丸数字は、第２節の項の番号を示す。
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第５項「都市的土地利用の集約化等による持続可能な美しい国土の形成」では、第
２から第４項の基本方向を国土利用という観点から再度横断的に捉え、国土利用の再
編、すなわち、国土利用のマクロバランスの再検討、国土利用の質的向上（国土の安
全性、持続可能性、美しさ・ゆとりの向上 、都市的土地利用の集約化と自然環境の）
再生・活用が必要なことを述べている。

第６項では、持続可能な美しい国土を創造するという観点からは、多自然居住地域
と都市郊外部が今後特に重要な地域となるものと考えられることから、両地域の再生
を目指した検討の方向性について述べている。

２．自然災害を柔軟に受けとめる国土づくり

(1)基本的な考え方
国土の持続的な発展のためには災害による被害の少ない国土づくりが必要である。

近年の、都市化、過疎化、高齢化、情報化など社会経済の変化に伴い自然災害の態
様が変化しているとともに、ひとたび災害が発生した場合、国民生活や社会経済活動
に甚大な影響が生じるおそれがあるなど災害に対する脆弱性が増大している。このた
め、起こりうる災害の形態と被害を想定し、被害を抑止又は回避するための対策を行

うとともに、想定外の被害に対しても軽減することができる対策を予め講じておくと
いう総合的なリスク管理が今後重要である。
また、国民の環境意識の高まりなどにより、防災に対する意識の変化もみられる。
このため、改めて自然の持つ「脅威」と「恩恵」の二面性を認識し、防災と環境の調
和を図りつつ、社会経済の変化を踏まえた新たな防災対策のあり方を検討する必要が

ある。

(2)減災性を考慮した総合防災対策の推進
市街地の拡大等に伴い災害に対して危険な箇所が増加している。また、低地地域な

ど災害に対して脆弱な地域における土地利用の高度化や資産の集積に伴い被害ポテン
シャルも増大している。このような中、ハード対策により着実に整備を進めているも
のの、これらをハード対策のみで対応することは困難であるうえに長期間を要する。
このため、選択と集中による効果の拡大を図るともに、被害を完全には防げないとい
う前提に立ったリスク管理が必要となる。

①ハードとソフトを融合させた総合防災への転換
国民の生命の安全確保を緊急的に行う観点から、ハード対策については選択的集中
投資を図るとともに、土地利用面からの対策や防災情報の提供などのソフト対策を効
果的に組み合わせた総合的な防災対策を重視し推進することが必要である。

また、このような防災対策を採用する場合は地域の合意形成が重要である。
②大規模災害に向けた減災対策の推進
阪神・淡路大震災のような大規模災害については、被害の発生をすべて防ぎきるこ

。 、 、とはできない このような場合 生じる被害の程度をハード対策で低減させたうえで
ソフト対策でさらに被害を軽減し、短期化するという視点に立った「減災対策」を重

視する必要がある。
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都市部においては、大規模な災害に対して生活の安全性を向上させるとともに、災
害による影響の長期化が国内外に波及しないようにすることが重要である。災害によ
る被害の拡大を防ぎ、軽減することで、都市機能を麻痺させず防災活動が円滑に行わ
れるようにしなければならない。このためライフラインなどの都市施設や防災活動拠
点となる施設の耐震性、耐火性、耐水性の確保や、被害の拡大を防ぐ緑地などのオー

プンスペースの確保が必要である。また、大都市では地下空間の利用が進んでいるこ
とから、地下空間における被害を防止、軽減するための対策が必要である。
近い将来に発生が予測されている東海地震や東南海・南海地震に対し、広域的な防
災体制を確立するとともに、地域における防災力を向上させることが不可欠である。

特に東南海・南海地震は、津波による広域で甚大な被害が想定されているため、津波
ハザードマップの作成、避難対策の実施等のソフト対策とハード施設の整備等を効果
的に組み合わせた防災対策と体制を構築する必要がある。

(3)土地利用の誘導・規制による防災対策の推進

災害によるリスクをあらかじめ回避するという観点からは、災害の危険性のある区
域を減らすという対策に加えて、災害の危険性のある区域の居住者等をより安全な地
域へと誘導するという土地利用の制限による対策も必要である。この場合、災害の発
、 、 、 、生頻度 災害に対する地形や地質の脆弱性 土地利用の状況 ハード対策の進捗状況

費用対効果分析等の科学的な検討と評価を行うとともに、住民への情報提供と地域の
合意形成が必要となる。また、これらの結果を国土利用計画などの土地利用に関する
計画へ反映させるとともに、土地利用の誘導や規制が必要である。
また、土地利用転換をする場合は、防災の観点から、周辺地域のみならずより広範
囲な影響の確認とともに、広域的な地域における土地利用のマクロ的なバランスの調

整などの検討が必要である。
(4)情報提供による防災対策の推進
災害の規模が大きい場合、またはハード施設の整備水準が低い場合、情報による対
応で人命等の被害を軽減することが重要になってくる。このため、関係機関が連携し

て防災情報を収集・活用し、的確な防災活動を可能とするとともに、国民の迅速な避
難など適切な行動をとれるようにハザードマップなどわかりやすい情報を提供するこ
とが必要である。

３．循環型・自然共生型の国土づくり

(1)基本的な考え方
今後の国土づくりは、持続可能な美しい国土の創造に向け、従来にも増して、環境

負荷を低減し、生物多様性の保全に資するものとすることが必要となる。
そのための基本的な取組方向は、次の２つと考える。
①資源の循環的な利用等により、資源の使用及び不用物の排出が抑制された循環
型の国土づくり
②健全で恵み豊かな環境が将来世代に継承できる自然共生型の国土づくり

なお、これらの取組に際しては、他国、他地域、後世代に過度な負担をかけないと
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いう観点が重要であり、あわせて世界全体やアジア等近隣諸国との連携・協力等の強
化の観点も必要となる。

(2)循環型の国土づくりへの転換
自然界における環境は、大気、水、土壌、生物等の間を物質が循環し、生態系が微

妙な均衡を保つことにより成り立っている。そのため、循環型の国土づくりに当たっ
ては、環境からの資源の採取及び環境中への不用物の排出が自然界の回復能力を超え
ている現状を認識した上で、自然界の物質循環を尊重し、負荷を低減することが求め
られる。このため、可能な限り、国内・地域内の物質の利用割合と活用の質を高め、

新たな資源採取量と不用物の排出量を抑えることにより、物質の収支バランスが均衡
した循環性の高い国土を形成していくことが重要である。また、国内・地域内だけで
は対応が困難な場合には、アジア等の海外への視点も含め広域的な連携を図ることを
検討する必要がある。その際、連携先に過度の負担をかけないことが重要である。
都市地域においては、環境負荷の軽減に向けた市街地のコンパクト化等都市構造・

土地利用の転換、効率的で環境負荷の少ない交通網の整備、建設廃棄物の量の低減に
つながる社会資本や街区レベルでの建築物等の長寿命化やより一層の再資源化、低未
利用地の自然環境の創造等都市環境改善に資する利用等の取組についての検討が必要
である。

地方中小都市や農山漁村においては、流域圏等を活用した周辺地域等との連携やバ
イオマス等の地域エネルギーの有効利用等を図りつつ、物質循環型の地域づくりを進
めることについての検討が必要である。また、農林業の本来持っている物質循環機能
を有効に活用すること、国内資源を有効に活用した食料・林産物生産が重要であり、
最近の地産地消、生産と消費の連携等にも留意した検討が必要である。

(3)自然共生型の国土づくりへの転換
自然共生型の国土づくりに当たっては、生物多様性の保全のために健全な生態系を
維持、回復し、自然と人間が共生できる美しく価値ある国土へ転換することが重要で

ある。
そのため、都市、農山漁村、自然維持地域などの地域類型ごとに、生物多様性保全
の観点から目指すべき方向性を検討する必要がある。さらに、良好な自然環境の維持
（例えば、自然環境の保全に係る地域指定の推進、環境アセスメント等による環境配

）、 （ 、 、慮やミティゲーションの実施など 回復施策 例えば 自然再生型公共事業の実施

流域圏に着目した良好な水環境の回復など）が進められることが重要である。
自然環境の再生等については、我が国の自然環境を健全なものに再生・修復するた
めに不可欠であり、単に放置しておけば解決する問題ではないことから、順応的生態
系管理の手法を取り入れて積極的に実施することが重要である。その際、渡り鳥の移

動経路等の周辺諸国との関係を踏まえつつ、都市内の自然環境、河川、干潟、里地里
山など生物多様性の保全上重要な役割を果たす生態系について、限られた財源等の下
での効果的な再生・修復のあり方等の検討が必要である。
また、水と緑に代表される自然環境の様々な機能（例えば、野生生物の生息・生育
空間としての機能、地球環境・都市環境の改善機能、レクリエーション機能、火災時

、 ） 。 、の延焼防止等の防災機能 景観機能など を十全に発揮させる必要がある そのため
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「21世紀の国土のグランドデザイン」において提言された国土規模での生態系ネット
ワークをもとに、これに上述の機能を付加し、新たに「水と緑のネットワーク」構想
として展開すべく、その具体的な内容等を含めさらに検討が必要である。

４．ランドスケープをいかした適切な国土資源管理

(1)基本的な考え方
我が国の国土は、四季の変化に恵まれ、また変化に富んだ地形条件のため多様な自

然を有している。人々は、長い歴史を通じて、自然の恵みと脅威を受けつつ自然と共
存し、国土に手を加え暮らしやすいものへと変えていく中で、我が国の特徴ある風土
や文化等を育くみ、美しい国土をつくりつづけてきた。
、 、 、しかし 近年における無秩序な国土利用 管理の行き届いていない国土面積の増加

自然との調和を無視した開発などにより、美しい国土の風景や自然環境の毀損が懸念

されている。
、 、 。また 人口減少 高齢化などにより国土資源管理の担い手の不足が懸念されている

一方、水、森林、環境などの分野では国民の関心が高く地域住民の参加やＮＰＯ等の
活動が活発であるなど、今後の国土資源管理の一端を担う新たな主体として期待され

ている。このような各主体が連携し活動を拡げることで国土資源の利用が促進し、そ
れがより一層の国土資源の適正な管理と美しい国土の実現につながるという、いわば
国土資源の「国民的経営」が今後期待されている。
美しい国土の存在は、国民が国土を考えるきっかけとなる。国民が誇りと愛着を持
つことができる美しい国土を実現するため、国土及び国土資源を適切に管理するとと

もに、健全で良好な自然環境が存在し、歴史的にも文化的にも調和した空間を持つ美
しい国土とランドスケープの保全と形成を目指す必要がある。

、 、以下 (2)で流域圏を単位とした国土の総合的な保全と管理のあり方を述べたあと

(3)以降では、水、森林、農地等の分野ごとの資源の利用と保全のあり方について述
べる。

(2)流域圏アプローチによる国土管理の推進
水、森林、生態系等の保全や管理上の諸課題は、主として流域の水循環を介する形

で他の課題と複層的に影響しあっている。また 「流域」は、国民が自然を感じ、水、
や森林を考えるうえで理解しやすく行動しやすい自然の単位であることから、流域圏
に着目して国土の保全と管理を推進することは重要であり、自然の理にもかなってい
る。

このため、水管理、森林・農地等の管理と自然再生を含む水と緑のネットワークの
形成等を総合して推進するため、関係機関が連携し住民の参加と協力を得ながら、流
域圏単位で諸課題の調整を図り総合的に取り組む「流域圏アプローチ」を進めて行く
必要がある。
また、流域圏アプローチを効果的に推進するため次の課題の検討が必要である。

①流域圏単位の総合的な計画の必要性
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流域圏における水、森林、農地、生態系等の国土保全上の諸問題は、行政上の区分
を越えて広域的に、複層的に相互に関連している。このため関連する諸施策を総合化
することが重要であり、流域圏ごとに総合的な計画が必要である。
特に流域内の開発や都市化による安全、環境、水循環等の諸課題への影響を緩和す
るため、また、水と緑のネットワークの形成のためには、自然系（森林、原野、河川

等 、半自然系（農用地等 、都市系（宅地、道路等）のそれぞれの土地利用の配置と） ）
マクロ的なバランスを調整し、各施策に反映するための総合的な計画の検討が必要で
ある。
②横断的な組織の検討とＮＰＯ等との連携

それぞれの流域圏の実情に応じ、諸課題を横断的に調整し施策を総合化する協議会
等の組織化の検討や、ＮＰＯ等との連携が必要である。
流域の諸課題に対して活動しているＮＰＯ等は年々増加している。今後もＮＰＯ等
の果たす役割は大きくなると考えられ、連携を強化するとともに活動に必要な人や資
金・資材の支援をすることが必要である。

③上下流連携による水源地域の管理
流域の上流に位置し水源かん養機能を有する森林を流域が一体となって保全・管理
していくことが必要である。例えば、上下流連携による水源地域の保全のための基金
の活用等の検討が今後必要である。

(3)流域圏単位での水管理の推進
①流域での効果的な治水・浸水対策の推進
効果的な治水対策を推進するためには、施設整備に加え、流域の地域特性を踏まえ
た保水・遊水機能の確保と、浸水する可能性のある地域での土地利用規制等により水

害を回避し、軽減するなどの流域対策を総合的に講じていくことが重要である。
特に都市部の河川及びその流域では、河川整備や下水道整備等の浸水被害対策を講
じるとともに、流域における雨水の流出抑制のための措置及び都市洪水想定区域の指
定・公表の措置等を講じる必要がある。

②流域での総合的な土砂管理の推進
流域において土砂の急激な移動や不連続な移動によって災害が発生したり、河川や
海岸の環境等に影響を与えているなど土砂の移動に起因する問題が発生している場合
がある。このため、このような流域において顕在化している問題に対し、土砂移動の
時間的・空間的な連続性に留意し、災害の防止、河川・海岸の環境保全と適正な利活

用のため、流域の源頭部から海岸までの一貫した総合的な土砂管理の推進に努めるこ
とが必要である。
③健全な水循環系の保全・回復
水は、流域の限りある資源であるとともに、常に循環していることを認識する必要

がある。
、 、 、 、このような認識の下 水資源の有効利用のため 節水 雨水や下水処理水の利活用

さらに水利用の用途間転用などを積極的に推進することが必要である。特に、渇水の
発生頻度が高い地域については着実かつ安定的な水資源の確保が必要である。また、
既存施設の再開発や連携等による効果的な活用を図ることも必要である。

水質の保全のため、水域や水利用の状況に応じて、下水道の高度処理の導入や雨天
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時に流域から流入する汚濁負荷の削減などの対策を積極的に推進するとともに、水系
を経由するリスクを回避するための取排水系統の再編等の検討が必要である。
また、河川の生態系や利用に配慮した河川流量を確保するため水利用調整、下水処
理水の活用等の推進、適正な水利用のためのルールづくりが必要であるとともに、生
物の生息・生育地などの水辺環境の保全と再生や、人が水とふれ合うことのできる水

辺空間の整備などが必要である。さらに、適正な地下水位の確保や湧水を保全するた
め流域全体において雨水浸透等による地下水かん養を促進するための取組が必要であ
る。
今後は、水質と水量を一体と捉え、良好な水辺環境が存在する健全な水循環系の保

全・回復を目指すことが重要である。また、水循環系の健全化の取組を含めた持続可
能な国土利用のあり方について検討が必要である。

(4)多面的機能を発揮させる森林管理
①多様な主体の参画と連携による森林管理の推進

森林は美しい国づくりの基礎となるものであり、真の循環型社会を構築する上で必
要不可欠な再生産可能な資源である。我が国の森林は、戦後造成された人工林を中心
に利用段階に入りつつあり、資源として十分利用しながら森林の持つ多面的機能を持
続的かつ高度に発揮させていくことが求められている。

国土保全機能や水源かん養機能等の公益的機能は、主として流域を単位として発揮
されることから、森林の公益的機能を維持増進するための森林の整備や保全に関する

、 。施策について 流域を基本単位とし地域が主体となって総合的に推進する必要がある
また、このような取組に対し、林業生産活動を通じた森林整備とあわせ、森林所有者
の自助努力のみでは適切な整備や保全が期待しがたい森林には、地方公共団体など公

的関与を深めることについて国民の理解を一層醸成していく必要がある。さらに、地
域住民、森林ボランティア等多様な主体の参画と連携を促進する必要がある。
②二酸化炭素吸収源としての森林整備
現在 「地球温暖化防止森林吸収源10ヵ年対策」が国・県を通じ実施されていると、

ころであり、耕作放棄地、荒廃地等における植林の推進や育成林の適正な整備、保安
林等の適切な保全・管理などを推進し二酸化炭素の吸収源としての森林の機能の発揮
を確保する必要がある。
③多様な人材の育成・確保
地球温暖化防止や生物多様性の保全などへの取組等、多様化する森林・林業をとり

まく環境に適切に対処し、課題に対し主体的に取り組めるような人材が必要であり、
専門的技能・技術の習得を図るなど更なる取組が必要である。
④循環型社会形成に資する木材利用の推進
近年、小中学校や幼稚園、保育所等において施設の木造化や内装の木質化、公共工

事において間伐材等の地域材を利用した施工事例が増えている。さらに、木質バイオ
マスを原料とした発電施設の整備など新しい木材の利活用が始まっている。
このように、様々な用途での木材利用を進めることは、適切な森林の整備・保全や
地球温暖化防止への貢献、資源循環型の社会の構築につながるものであり、なお一層
の利用推進を図る必要がある。
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(5)水と緑のネットワーク化
流域は、上流地域の森林から下流地域の都市までを、水系を軸として繋がっている

。 、 、 、 、 、空間的な広がりを有している また 周囲を山稜に囲まれ 内部も山地 丘陵 台地
平野などの変化に富んだ地形によって中小の流域に再分割できるなど多様なランドス
ケープを構成しているとともに、多様な生態系のまとまりとしての空間的特性を有し

ている。
このような流域の多様な環境要素を地形、水系、森林等を基盤にネットワーク化さ
せることが、国土や地域の生態系などの自然環境とランドスケープを質的に向上させ
るのに有効である。

このため湿地、里地里山、緑地などを保全・再生するとともに、河川などの「水の
軸」と、森林、丘陵地や斜面の樹林地・緑地などの「緑の軸」を保全し、これらの質
と連続性を高め有機的にネットワーク化する必要がある。また、都市内においては、
失われた良好な水と緑を復元し、水を循環させ、緑の連続性を高めることで、多様な
生物の生息環境と快適な都市環境の形成を目指すことが必要である。

さらに、地域住民やＮＰＯ等の多様な主体とともに、これらの取組を流域という単
位で連携させる必要がある。

(6)農業の多面的機能を発揮させるための農用地等の管理

農用地や農業水利施設は、農業生産活動の重要な基盤であり、食料供給を通じて豊
かな国民生活を支えている。また、農村で農業生産活動が行われることにより、物質
循環機能、国土保全機能、美しい農村景観の形成等、多面的な機能が発揮されること
から、これらが適切に管理されることが重要である。しかしながら、耕作放棄地の増
加にみられるように、現状では農用地資源が有効に利用されていない状況があり、中

山間地域等直接支払制度の導入等、各種取組が一定の成果を上げてはいるものの、大
きな流れを変えるには至っていない。今後とも、農業の有する役割を適切に維持発揮
させるため、農用地・農業用水、農村環境等の保全のための総合的な政策の検討、地
域の実情に応じた取組を進めていく必要がある。

(7)海洋・沿岸域の総合的・計画的管理の推進
海洋域においては、国連海洋法条約など国際的な枠組に基づき取り組むことが必要
である。今後、大陸棚の限界を延長するための「大陸棚の限界画定のための調査」の
推進を図る等、海洋・海底資源の利活用をはじめ新たな海洋利用の可能性を拡大する

ことが重要である。
沿岸域の適正な管理を推進するためには、藻場・干潟の保全・創造等による良好な
環境の形成、海岸保全施設の整備等による安全の確保、海洋性レクリエーションの推
進等による多面的な利用など、魅力ある沿岸域圏の創造に向けた基本方針を定める沿

岸域圏総合管理計画策定の推進を時機を逸することなく支援する必要がある。
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５．都市的土地利用の集約化等による持続可能な美しい国土の形成

本項では、第２節の第２、第３、第４の各項で述べた分野別の政策の基本方向に基
づき、これを国土利用という観点から再度横断的に捉え、その基本方向について述べ
る。

(1)基本的な考え方
今後の人口減少や財政制約などにより、市街地の存続や既存ストックの維持管理が
困難となる地域の出現や、低未利用地の無秩序な増加が危惧され、生活の質や国土の

美しさの低下をもたらすことが懸念される。さらに、地球環境問題に起因する環境制
約がより一層強くなることが予想されている。
現在の拡大している市街地などの国土利用のあり方は必ずしもこれらの課題に対し
て適した状態とはなっていない。
また、国民の、物の豊かさよりも心の豊かさや自然とのふれ合いを重視するという

価値観の変化や、環境や景観に対する関心の高まりがみられる。さらに、安全に対す
る要請や、生活の質の向上に関する要請が高まっている。
一方、人口減少は国土空間に余裕を生じさせ、また、国土全体では土地利用の転換
圧力をより一層低下させる可能性が大きく、これまでややもすれば需要対応的であっ

た国土利用を長期的に望ましい姿へ誘導していく好機と捉えることができる。
人口減少、環境制約、財政制約などの条件の下、持続可能な美しい国土を実現する
ため、郊外部等における拡大・拡散した都市的土地利用の秩序ある集約化を図るとと
もに、生じた空間をいかして国土の安全性、持続可能性、美しさ・ゆとりの向上を図
り、もって国土利用を再編することが必要である。

(2)再編の基本方向
①マクロバランスの再検討
国土利用の再編に当たっては、まず国土全体及び地域ごとの土地利用バランスの再

検討が必要である。このため、これまで開発圧力の下で減少傾向にあった森林や農地
については、環境問題への対応、食料の安定的な供給、自然循環機能の増進等の観点
から、実現可能な範囲で、規模の拡大を図ることや、市街地については、維持管理コ
ストの観点から規模を見直すなどの再検討が必要である。
②国土利用の質的向上

国民の価値観の変化や多様な要請にこたえるため、安全性、持続可能性、美しさ・
ゆとりの向上の観点から国土の質的向上を図る必要がある。
ｱ.国土の安全性
災害に対する地域ごとの特性を踏まえた適切な国土利用が必要である。特に、

災害に対して著しく危険な地域については、より安全な地域へ人や資産等を誘導
することを含めた防災対策の検討が必要である。また、ある地域の土地利用の改
変が他地域の安全性を低下させないことが必要である。さらに、通常は別の用途
に使用していても、非常時に容易に避難地や食料生産地に活用し得るような土地
利用、いわば「土地利用の多重性」についても今後検討が必要である。

ｲ.国土の持続可能性



- -146

国土の有限性を踏まえ、自然界の物質循環に負荷が少なく、健全な水循環系や
。 、 、生物多様性等に配慮した国土利用を図ることが必要である そのためには 森林

農地の有効利用による自然の物質循環の健全化、流域の水循環系を視野に入れた
保水・浸透機能の保全、土地利用転換に当たっての自然環境への配慮、生物多様
性の豊かな地域の保全と都市内や郊外部における自然環境の再生等とそのネット

ワーク化が必要である。
ｳ.国土の美しさ・ゆとり
国土の美しさに関しては、美しさを総合的な概念として捉えることが重要であ
。 、 、る 具体的には 我が国の特徴的な地形や空間とそこに存在する自然環境の保全

広域的なシンボルとなる地形などの活用、さらに歴史や文化への配慮が必要であ
る。また、条例の活用など地域における取組の支援について、今後検討が必要で
ある。
ゆとりに関しては、人口減少、集約化などによって生じる空間をいかし、居住
空間の拡大や水と緑のオ－プンスペ－スの確保などが必要である。

③都市的土地利用の集約化と自然環境の再生・活用
環境負荷の低減、地域の活力の維持向上、緑豊かなゆとりある生活環境の向上等の
ために都市的土地利用の秩序ある集約化と自然環境の再生と活用を図ることが必要で
ある。集約化に当たっては、維持管理コストの少ない地域社会への転換という観点が

不可欠である。さらに、自然環境の恵まれたところに暮らすというライフスタイルを
実現するためにも、集約によって生じる空間を緑地や市民農園等の整備や自然環境の
再生と活用に充てることが重要である。また、自然環境の再生と活用は粗放的に行う
のでなく、地域住民やＮＰＯ等をはじめ関係主体が積極的に取り組むことが必要であ
る。

地域別には次のような大きな方向が考えられるが、今後更なる検討が必要である。
ｱ.大都市圏
今後の人口動向等から土地利用の転換圧力は減少するものの、その進行は当面
緩やかであると考えられ、長期的にはスプロール化した郊外部で虫食い的な低未

利用地が発生するおそれがある。このため、長期的視点も踏まえ、集約化を積極
的に進めることが必要である。
集約化の観点としては、①エネルギー消費とＣＯ 排出量の削減など環境負荷２

の低減、②集約化で生じた空間を活用した良好な自然環境の回復が重要である。
ｲ.地方圏

転換圧力の減少や虫食い的な低未利用地の増大が大都市圏よりも早い段階で起
きるものと考えられる。
集約化の観点としては、中心市街地の活性化など地域の活力の維持・向上が重
要である。また、中山間地域での集約化に当たっては、地域の活力の向上に加え

て、森林、農地等の国土資源の適切な保全への配慮も必要である。

(3)都市郊外部など新たな地域類型の必要性
国土利用の再編を進めるに当たっては、①マクロバランス、②質的向上、③集約化
という３つの観点からの検討を更に進めるとともに、地域別に総合化し、具体的なイ

メージを形作ることが欠かせない。特に、今後の人口減少に伴い虫食い的な低未利用
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地が発生するおそれのある都市郊外部での国土利用のあり方は重要である。現行国土
利用計画では都市、農山漁村、自然維持地域の３つ地域類型ごとに国土利用の基本方
向を示しているが、都市郊外部など新たな地域類型の追加の検討を含め地域類型ごと
に再編の代表的なイメージを描くことによって議論を深めることが必要である。

６．今後の重要検討地域

持続可能な美しい国土を創造するという観点から、今後特に重要な地域となり、そ

のあり方等について更なる検討が特に必要となる地域として、多自然居住地域及び都
市郊外部があるものと考える。
多自然居住地域は 「21世紀の国土のグランドデザイン」において４戦略の一つと、
して、新たな生活様式を提案した地域であるが、今後も、豊かな自然環境に恵まれ、
21世紀の新たな生活様式を可能とし得るこの地域をどのように構築するかは極めて重

要な課題であると考える。
また、都市郊外部は、市街地の拡大・拡散、景観の混乱等に加え、今後の人口減少

、 、に伴い虫食い的な低未利用地が発生するおそれがある課題の多い地域であるが 一方
都市の魅力と農山漁村の魅力を同時に享受し得る地域でもある。今後、都市郊外部を

新しい生活様式を展開し得る魅力的な地域へと再生させることは極めて重要な課題で
あると考える。

６－１．新たな豊かさを求める多自然居住地域の再生

(1)基本的な考え方
、 、 、人々の意識が経済的な豊かさより精神的な豊かさ重視に変化し ゆとり やすらぎ

癒しを求めて、自然や美しい景観といった農山漁村の魅力が再認識されるとともに、
ＵＪＩターン、田舎暮らし等のニーズが高まり、多自然居住地域に対する国民の期待

も大きなものがある。しかしながら、一方では中山間地域等を中心に人口の減少、高
齢化が進行しており、地域のコミュニティ機能の低下、資源管理の低下等によって地
域の活力・魅力が失われつつある状況にもある。
このような状況の中、現在、多様な主体において行われ始めた連携・交流等様々な
動きを捉え、総合的な展開を図るとともに、重点化する分野を検討する必要がある。

また、持続可能な国土づくりの観点からも、農林業の持つ物質循環機能を見直し、多
自然居住地域の有する資源を活用することによって循環型社会を構築する可能性に着
目する必要がある。
現在の都市との交流の動きの延長にある、都市的な魅力と豊かな自然、ゆとりある

居住環境を享受できるという、新しい時代の豊かな居住スタイル、ライフステージに
応じた住み替えの可能性等を踏まえつつ、この地域が国民のニーズにどのようにこた
えていくのかが重要な課題である。

(2)多自然居住地域の活性化方向

①産業からみた地域の活性化
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地域の重要な産業である農林水産業について、食品産業・木材加工業との連携、直
販所の設置、契約栽培等を通じた消費者との「顔の見える関係」の構築等、様々な新
たな動きがあり、今後も、需要側のニーズを把握しつつ、更なる活性化を図る必要が
ある。
また、近年の自然志向の高まりを背景とした、グリーン・ツーリズム、ゆとりある

環境をいかした居住、楽しみとしての農業活動等の広がりの中、国民が多自然居住地
域の生活及び文化を容易に享受できる環境を整備するとともに、これを地域の活性化
につなげていくことが期待される。
更に、新たな分野として、豊かな自然のメリットを享受できる産業、住民に密着し

た産業の活性化についても、検討の必要がある。このため、高度情報化の進展をいか
した、地理的距離を克服した情報産業等の展開について、今後の可能性を追求する必
要がある。また、全国に先駆けて高齢化が進んでいる地域では、福祉面での先進的な
工夫、高齢者の生きがいがある社会づくり等、長寿高齢社会の先駆けとしての様々な
地域づくりが行われており、豊かな自然環境の「癒し」機能と合わせ、福祉・健康サ

ービスの展開等が期待される。
多自然居住地域の活性化については、ひとつの取組により成功が得られることはま
れであり、様々な分野での複合的な展開が必要である。また、そのことにより、バラ
ンスの取れた地域づくりにつなげていくことが期待される。

②地域条件に応じた施策・制度の総合化
現在、多様な主体において行われ始めた施策及び、各種制度について連携・総合化

。 、 、 、を図る必要がある 多自然居住地域の中でも 都市からの距離等 様々な違いがあり
それぞれ条件に応じた居住のあり方をある程度分けて考え、振興の方策の重点化を図

る必要がある。

③地域づくりの目標の明確化
農林水産物の生産、二次的自然環境の形成、農地・森林等の国土保全の機能、地域

文化の保持、都市農山漁村交流・農山漁村居住としての場、循環型の地域社会の形成
の可能性等、多自然居住地域の有する役割はさまざまなものがあり、これらに対する
認識の高まりとともに、様々な取組が行われ始めている状況である。多自然居住地域
の役割・機能に着目し、これらを適切に維持発揮させるため、目標を明確化した施策
を進めていく必要がある。また、地域の状況に応じて、重点化する分野も異なると考

えられる。

６－２．田園としての都市郊外部の再生

(1)基本的な考え方
都市郊外部は、都市の利便性を比較的享受しやすいと同時に、里地里山に近い等比
較的自然環境に恵まれており、また、生産地から直接新鮮な食料の供給が容易である
ことから食の安全性が確保しやすい等、本来、都市の魅力と農山漁村の魅力を同時に
享受し得る地域である。

しかし、従来は、都心への通勤者の居住地というように、必ずしも積極的な意味づ
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けが与えられていなかった面がある。また、実態においても、市街地の拡大・拡散、
景観の混乱等に加え、今後の人口減少に伴って、虫食い的な低未利用地が発生するお
それがある課題の多い地域となっている。
こうした中で、今後、人口減少に伴い人々が次第に都市にコンパクトに居住するよ
うになり、あわせて、都市郊外部において、土地利用の整序、自然環境の保全・再生

等を適切に行っていけば、本地域が本来持つ優れた特性が顕在化し、それをいかした
新しい生活様式が展開される可能性があるものと考える。
都市的土地利用の集約化は、エネルギー消費や 2排出量の削減など環境負荷のCO
低減と同時に、集約化により生じた余裕空間を活用した自然環境、田園環境の回復等

を可能とし、都市中心部を含む都市域全体の再編の観点からも望ましい。
このため、国土の持続可能性、美しさ・ゆとり、安全性の向上を目指して、人口減
少下で生じ得る国土空間のゆとりをいかした適切な国土利用を図るとともに、都市郊
外部等における拡大・拡散した都市的土地利用の秩序ある集約化を図り、もって国土
利用を再編することが必要である。

(2)再生の基本方向
高度成長期に大量の流入人口を受け入れた都市郊外部は、全国一律で、個性に乏し
い地域となっている。今後、人口減少に伴って都市がコンパクト化していく際には、

郊外は郊外自体の存在価値を再発見すると同時に、それぞれの地域に固有のテーマを
追求することによって、個性を明確化していくことが重要となる。
そのためにはまず、郊外部において生活関連産業やコミュニティビジネス等の新た
な産業を推進し、母都市への依存を低下させ、環境・財政負荷を軽減させるために、
再集積等により郊外部の自立と地域コミュニティの再生を図ることが必要である。と

りわけ、鉄道網が発達した大都市郊外部では、駅の拠点性を高めることにより、産業
、 。や既存人口に対する魅力を高めるとともに 負荷についても大幅な低減が期待できる

また、人口減少により予想される空き地の増加は、より広い敷地を有する住宅への
居住、家庭菜園等のスペースの確保等、田園居住のメリットの享受できる、魅力あふ

れる地域への再生の可能性を生み出す。
都市郊外部は、多様な人々が居住し、ＮＰＯ等の活動も活発に行われている地域で
あり、人材の宝庫であるともいえる。これら地域の資源をうまく活用して、郊外地域
を再編することは、多様なライフスタイルの受け皿を作るという意義を有していると
考えられる。



- -150

７．結び

持続可能な国土の創造小委員会では 持続可能性 と 美しさ の追求こそが 環、「 」 「 」 「
境の世紀」と言われる21世紀にふさわしい国土づくりの基本理念であるとの共通認識
に基づき、国土利用の現状の問題点と、それを克服するためのこれからの施策の基本
方向について、とりまとめを行った。
その結果明らかになったことは、国土のうち、とりわけ多自然居住地域と都市郊外
部において、国土の持続可能性と美しさに関わる問題が集約的に現れているというこ
とであった。言い換えると、持続可能で美しい国土づくりは、これらの地域で推進す
ることが極めて重要であるということになる。これらの地域での積極的な自然再生を

、 、含めた地域再生の方向を探ることは 国土の将来にとって決定的な意味を有しており
環境制約と人口減少を、むしろ持続可能な社会を形成する契機と捉えるような、新た
な計画理念の構築が求められているものと考える。
今後、国土の大宗を占めている森林、農用地や、依然として拡大する市街地をどの
ように管理していくのか、管理を誰が担うのかがこれまで以上に問題になることは間
違いない。地域がそれぞれの個性を輝かせながら、結果として国土全体の安定性、持
続性が保障されるような、多面的で多層的な国土づくりを検討していく必要がある。
本小委員会での検討結果を要約すると、これからの政策の基本方向は、以下のよう
にまとめられる。

１．人と自然の関係においては、今後 「持続可能性」と「美しさ」が重要。、
このため、今後の国土づくりは、次の３つの方向を目指す。
・ 自然災害を柔軟に受けとめる国土づくり
・ 循環型・自然共生型の国土づくり
・ ランドスケープをいかした適切な国土資源管理
２．これを国土利用の面から横断的にとらえると、次の３つの観点からの国土利用の
再編が必要。
・ マクロバランスの再検討（森林、農地、宅地等の面積バランス）
・ 国土利用の質的向上（国土の安全性、持続可能性、美しさ・ゆとりの向上）
・ 都市的土地利用の集約化と自然環境の再生・活用
３．地域的には、多自然居住地域と都市郊外部が今後特に重要な地域。



 

 

 

 

 

第４章 

 

目指すべき“国のかたち”と国土計画 
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 最後に、第１章から第３章まで述べてきた個々の特定課題からみた国土政策の基
本的方向を総括し、今後目指すべき国土構造を展望した上で、国土計画の今日的意
義を提示する。 

 
１．目指すべき“国のかたち” 
世界に先駆けて進行する急激な人口減少・高齢化の下でも地域社会の活力を
維持すること、労働人口減少に対応した生産性、効率性の高い社会を実現する
こと、とどまることなく厳しさを増す国境を越えた地域間競争に耐える地域の

魅力を形成すること、深刻化する国内外の環境問題に対応して循環型・自然共
生型の社会を形成すること、厳しい財政制約の下でも効率化によって質の高い
公共サービスを提供すること、急務となっている国と地方の新たな協調関係を
構築することなど直面する様々な課題を打開し、21 世紀を通して我が国経済社
会が活力を維持し、国民が安心して将来に希望を持って暮らせるようにするた

めには、我が国経済社会及び国民生活の土台である国土を、21 世紀にふさわし
いものに転換する必要がある。 
目指すべきなのは、「多様な地域特性に応じた①効率的な経済社会活動、②
豊かで安全な生活、③美しく快適な環境、を実現する世界に誇れる優れた国土」
であり、そして、その実現のためには国土のグランドデザインを描くことが求

められる。これにより、目指すべき“国のかたち”が明らかにされる。 
 
（国土の均衡ある発展という理念の再構築） 
「21 世紀の国土のグランドデザイン」では、「多様な地域特性を十全に展
開させた国土の均衡ある発展を実現し、人々に多様な暮らしの選択可能性を

提供することが21世紀における国土政策の基本方向である」とされている。 
地域の選択と責任による主体的な取組は、全国各地で本格化しつつある。
この流れをより一層加速させるには、地域が自ら将来の展望を切り拓くこと
が可能となるよう地域の自立を促進することが重要である。このように、多
様な地域特性の展開こそが国土づくり・地域づくりの基調であるといえよう。 

「国土の均衡ある発展」は、戦後の国土政策を貫く基本理念ともいえる。
そして、国土利用の過度の地域的偏在に伴う諸問題を解消しつつ、我が国経
済社会の発展と生活環境の向上を図るという国土計画の目標を、端的に表す
言葉であった。それゆえ、多くの国民、地方公共団体、国等が共感し、共有
できる基本理念であり得たと考えられる。 

しかしながら、近年、ともすれば「均衡」の意味が誤解され、各地域が様々
な施設をフルセットで持ちたいということにつながってしまった面がある
こと、今後の国土計画の中心的課題が、これまでの大都市への人口・産業の
集中に起因する諸問題への対応から、人口減少問題への対応、国際化への対
応、地域の主体的な取組への対応へと重点が移っていくことを考えると、そ

の理念の意味するところは継承しつつも、国民にわかりやすく共感できる理
念に再構築することについて、国民的な議論を進める時期に来ていると考え
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られる。 
 
（国土づくり・地域づくりにおける一体感の醸成1） 
国土づくりに当たっては、多様な地域特性を発揮する一方で、国土に対す
る誇りと愛着、美しい国への希求等に根ざした国土をよりどころとする社会

の一体感を醸成することが重要である。 
その醸成に当たっては、価値観や誇り・愛着を共有しつつ、多様な主体が
協働することが重要である。これにより、個々の地域は個性的でありながら、
全体としてまとまりを有する国土の形成が図られるものと考えられる。 
こうした一体感は、様々な活動レベルで醸成されることが期待される。例

えば、生活面では、地域コミュニティの形成であり、それが有効に機能する
ことにより、治安面や医療・介護面、ビジネス面など多様な分野にプラスの
効果が及び、「地域力」の向上につながることが期待される。国土保全の面
では、流域を単位とした都市と農山村の交流の促進による都市居住者の国土
保全活動に対する参加・協力の拡大、国際交流の面では、海外への交通アク

セス確保に向けた地方公共団体等の広域連携などが挙げられる。 
 
（世界に開かれた国土の形成） 
 グローバル化の進む国際社会は、競争社会の側面を一層強めることと予想
される。地域毎の国際交流・連携が重要視される一方、我が国全体として国

際競争を凌ぐことが求められよう。 
そのため、産業競争力の面で我が国は日本ブランドともいうべき「安全」
「清潔」「環境」「高技術」「確実」といった特色を伸ばすべきである。また、
我が国の活力を我が国の資本と人的資源だけで維持するのではなく、積極的
に外資導入や外国人受入れ環境の整備を図り、外国の高水準で多様な頭脳を

取り入れ、異質な考え方、技術、ノウハウ、文化などが我が国の優れた頭脳
とぶつかり合い、刺激を与え合うことで新しい創造を生み出すことが重要で
ある。 
このような観点に立ったとき、これまでともすれば東京対地方という構図
でとらえられがちであった我が国の国土構造を、世界における日本、そのた

めの世界都市東京といった新たな視点でとらえ直す必要がある。 
 

一方、地域の活力や魅力を向上させるためには、今後、我が国を上回る速
度での発展が見込まれ、巨大な市場を形成していくとみられる東アジア経済
の動きをとらえることが重要である。我が国にとって東アジア諸国との関係

はますます重要性を増しつつあり、東アジアと共存しながら我が国が発展し

                         
1 国土レベルにおける一体感を醸成して国土づくりを行うことによって、単に日本人であるという共通
認識をもつことを超え、例えば諸外国に対するわが国全体としての国際競争力を高めるといった効果を
有することになる。ＥＵがエリア内のバランスの取れた持続可能な空間の発展を目的として1999 年に
策定した地域空間計画（ＥＳＤＰ：European Spatial Development Perspective）においてもその最終
的な到達点の一つとして経済的、社会的一体感の醸成（economic and social cohesion）を位置付けて
いる。 
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ていく「東アジアの一員としての日本」という視点が求められよう。 
今後、我が国が東アジアを中心としてさらに国際連携を図っていくに当た
っては、北海道、東北、中国などの地域それぞれがヨーロッパ中規模国並み
の人口、経済力を有していることに鑑み、都道府県を越える規模からなる地
域ブロック毎に国際的な視点から地域の個性を認識し、特定の産業分野や東

アジアの特定地域に重点を置きつつ、広域的な連携によってそれぞれの競争
力や魅力を向上させることも重要である。特に東アジアについては、日帰り
圏の形成など航空や海運の国際ネットワークの充実や国内交通との円滑な
接続などの利便性を高め、国際交流基盤の強化とあいまって国際・国内間で
シームレスな交通体系とするとともに、ビザの発給等各種手続、専門的・技

術的分野を中心とした外国人の就業・生活環境などの国内外の区別が少ない
社会システムの構築を図っていく必要がある。 

 
（「自立圏連帯型国土」の形成） 
国土計画における目指すべき国土構造は、時代背景とともに変遷してきて

いる。地方の時代、東京一極集中といった時代背景の下、1980 年代には、お
よそ 200～300 の定住圏を基礎単位とした「多極分散型国土の形成」を望ま
しい国土構造として提示した（第四次全総計画）。その後の地方中枢・中核
都市圏の成長を踏まえ、これらの戦略的整備の推進を打ち出した（21 世紀の
国土のグランドデザイン）。今後、国境を越えた地域間競争の激化、人口減

少に伴う地域活力の低下が見込まれるが、より大きな地域的まとまりによる
スケールメリットの発揮等、地域の魅力や競争力を高めることによって、こ
れからの我が国が活力を維持していく必要がある。 
そのため、単に大都市圏に依存するのではなく、現在まだ保持されている
経済力（地域ごとに有するヨーロッパ中規模国に匹敵する経済規模）をもと

に、ブロックレベルのまとまりを促し、それらが各々経済的に自立できる圏
域をつくりあげていくことが、地域社会のみならず我が国全体の発展を図る
上で、極めて重要である。 
すなわち、国土構造の観点からは、都道府県を越える規模からなる地域ブ
ロックの形成を全国的に展開し、従来の東京を頂点に国内で競争する構造で

はなく、地域ブロックが自立的に、相互に交流・連携し世界と競争しながら
も国土としての一体感を有する「自立圏連帯型国土」を目指すべきである。 

 
地域ブロックにおいては、「選択と集中」を進め、拠点都市圏、産業集積、
国際交流・交通拠点等へ資源を集中させることにより、地域ブロック全体を

牽引することが重要である。その際、特定の産業や東アジア地域にターゲッ
トを絞った地域固有の国際戦略を持つことも重要である。その実現に向け、
先に述べた国内外の交通のシームレス化、東アジア日帰り圏の形成を推進す
る。さらに、地域における知による新しい創造のためには、地域の大学、公
設試験研究機関などの既存の「知的資本」の集積が、地域産業との産学連携

の中核として活躍することが重要である。 
地域ブロックの形成に当たっては、生活に関連する諸機能を維持するため
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の、「生活圏域」の形成と相互に連関させつつ、地域ブロックを国土全体に
展開させることが必要である。 
地域ブロックの空間的広がりについては、現在のブロックレベルでの地域
的まとまりを基本とすることが現実的であるという考え方や、気候・風土や
生態系ネットワーク等の自然的条件、歴史的文化的なまとまり、人流・物流

等地域間の結びつきなどを踏まえるべきとの考え方もある。 
 
（地域ブロックを支える生活圏域の形成） 
今後我が国全体の人口が減少する中で、特に地方中枢・中核都市からの遠
隔地においては、大幅な人口減少となる可能性が高い。したがって、生活の

利便性のための都市的サービスの確保や地域社会の維持のためには、地域の
実情を踏まえつつ､人口規模で 30 万人前後､時間距離で１時間前後のまとま
りを目安とした複数の市町村による広域的な連携と役割分担を積極的に進
めていくことが求められる。 
生活圏域の形成が困難な地域に対しては、人々の生活維持や国土保全等、

その政策目的を明確化した上で、高次情報インフラ整備を行い、情報サービ
スによる代替手段を提供して買物、行政手続、教育等の生活機能の確保を図
る、ヘリコプターを活用した救急医療、災害時の緊急体制を整備するなど重
点化した施策・対応を進める必要がある。 
このような生活圏域を土台に、地域住民の主導的な取組、いわば「地域力」

の向上により、安全・安心・活力が確保されることを期待する。 
 
（成長管理されたコンパクトな都市構造への転換） 
生活圏域を構成する都市、とりわけ地方都市においては、人口と機能の立
地が中心部から郊外部へ拡散するという外延化が進む一方、中心市街地の衰

退が深刻化している。また、今後の人口の低密度化、急速な高齢化、環境制
約や投資制約の強まりなどの変化に対応していくことも求められる。そのた
めには、都市の外延化を抑制するとともに、諸機能の集約化を誘導すること
により、中心市街地の賑わいを取り戻し、求心力のあるコンパクトな都市構
造（Compact City）へ転換を図ること、また、地域が責任を持って自主的で

賢明な選択をし、安定的かつ持続的な成長（Smart Growth）を目指すことが
極めて重要である1。 

 
（二層の広域圏の形成と一極一軸型国土の転換） 
「21 世紀の国土のグランドデザイン」では、一極一軸型の国土構造から複

数の国土軸からなる多軸型の国土構造2への転換を長期的な国土政策の基本
方向として提示している。 

                         
1 第一章に述べた「ほどよいまち（調和のとれたまち）」の概念に関連。  
2
 国土軸とは、自然環境の保全や文化の創造が今後の国土構造を規定する重要な要素であるとの観点から、これら
も含めた多様な機能を有する、気候、風土、文化的蓄積、地理的特性等において共通性を有する地域及びその連な
りからなる、国土を俯瞰的にとらえた大括りな輪郭（圏域）を指し、複数の国土軸が相互に連携することによって、
多軸型の国土構造が形成される。 
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しかし、「多軸型の国土構造」は、長期的な国土構造の転換の方向性を示す
概念としては理解されるものの、政策展開の指針として十分機能しているか
というと疑問が残るのも事実である。 
今回、目指すべき国土構造として提示した地域ブロックの全国展開は、そ
れを支える生活圏域の形成とあいまって、自立・安定した地域社会を形成し､

もって我が国の国土構造を一極一軸型から転換することを目標とするもの
である。 
こうした地域ブロックと生活圏域という二層の広域圏は、人々の諸活動の
空間的な広がりに着目して、今後の国土構造を考える際の地域的まとまりを
示すものであり、それによって、目指すべき国土構造をわかりやすくし、自

らの地域に対する国民の理解を深め、各種政策立案時の指針となることを企
図したものである。 
これら二層の広域圏の形成に向けて、国民、地方公共団体、国等国土づく
りに携わる多様な主体の参画により国土づくり・地域づくりが進められるこ
とにより、確固たる国土構造転換の流れができあがるものと期待される。 

 
（東京問題に対する新たな認識） 
東京に多くの機能が集中しているという現在の国土構造をどのように認
識し対処すべきかということは、国土政策上の重要な課題である。国土全体
で地域間の機能分担と連携を図りつつ、東京圏への過度の機能集中や人口流

入を招くことがないようにすることが基本である。 
しかし一方で、東京については、世界経済の中核たり得る世界都市として、
また、我が国全体の成長を牽引する大都市の１つとして、高次都市機能を集
積させ、持続的な成長をさせるという観点も重要である。このような観点に
鑑みると、東京を含む首都圏から地方圏への分散政策を、現状以上に強化す

ることには慎重に対処せざるを得ない。むしろ、地方圏の自立を促し、地方
圏の人口定住を促進する政策に一層重点を移すべきである。国土政策として
は、常に人口動向等を把握し、今後、東京圏への過度の人口流入が生じるよ
うな場合は、速やかな対応を行うべきである｡ 

 

（持続可能な美しい国土の形成） 
美しい国土空間は、国民が誇りと愛着を感じ、国土のあるべき姿について
考えるきっかけとなる。美しい国土を実現するため、健全で良好な自然環境
を適切に保全管理するとともに、歴史的にも文化的にも調和したランドスケ
ープ（風土）を伴った国土の形成を目指す必要がある。そのためには、都市

や農山漁村における国土計画と調和した景観法に基づく景観計画の策定等
良好な景観形成に向けた取組の推進、健全な水循環系の保全と回復、国土資
源の管理、自然再生を含む水と緑のネットワークの形成等を流域圏単位で総
合的に推進していく必要がある。森林や農用地については森林・農業の多面
的機能を発揮させる管理の推進、海洋・沿岸域の総合的・計画的管理の推進

等が必要である。さらに、今後の国土資源管理に当たっては、多様な主体の
参画の下に国土資源の利用と管理を相乗的に進める、いわば国土資源の「国
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民的経営」が期待される。 
今後の人口減少や財政制約などにより、市街地としての存続や既存ストッ
クの維持管理が困難となる地域の増加や、低未利用地の無秩序な増加が危惧
され、生活の質や国土の美しさの低下をもたらすことが懸念される。一方で、
人口減少は、国土全体では土地利用の転換圧力をより一層低下させ、国土空

間に余裕を生じさせる可能性が大きく、国土利用を長期的に望ましい姿へ誘
導していく好機ととらえることができる。このため、持続可能な美しい国土
の実現と生活の質の向上を目指し、国土利用を再編することが必要である。
再編に当たっては、国土利用のマクロバランス（国土全体及び地域毎の森林、
農地、宅地等の面積配分）の再検討、国土の安全性、持続可能性、美しさ・

ゆとりの向上等、国土利用の質的向上、拡大・拡散した都市的土地利用の秩
序ある集約化と自然環境の再生・活用を図る必要がある。 

 
国土の持続的発展のためには自然災害による被害の少ない国土づくりが
必要である。近年の社会経済の変化に伴い災害の態様が変化し、ひとたび災

害が発生した場合、国民生活や社会経済活動に甚大な影響が生じるおそれが
ある。このため、国土保全施設整備などの「抑止」対策や、土地利用の誘導
等の「回避」対策、災害時の防災情報の提供や救急対応等の「軽減」対策を
総合的に行うことで被害を最小化・短期化する必要がある。すなわち、被害
を完全には防げないという前提に立った総合的なリスク管理が今後重要で

ある。特に、近い将来発生が予測されている東海地震や東南海、南海地震に
対しては、広域的な防災体制、地域における防災力を向上させることが不可
欠である。 

 
循環型・自然共生型の国土づくりの観点からは、資源の採取量と不用物の

排出量を抑制すること等によって環境負荷を低減し、生物多様性の保全に資
することによって健全で恵み豊かな環境を将来世代に継承することが重要
となる。そのため環境負荷の低減に向けては、よりコンパクトな市街地の形
成等都市構造の転換、資源の有効活用等により物質循環を基調とした地域づ
くりなどの取組が必要である。また、自然環境の再生等を積極的に行うとと

もにエコロジカル・ネットワークを含め自然環境の様々な機能を十全に発揮
させるための国土規模の「水と緑のネットワーク」構想を展開すべく、その
具体的な内容等を含めた検討を進める必要がある。 
持続可能な美しい国土を創造するという観点からは、多自然居住地域と都
市郊外部が今後特に重点的な施策が必要な地域となるものと考えられる。多

自然居住地域については、新しい時代の生活様式の実現をはじめ、国民のニ
ーズにこたえていくため、産業からみた地域の活性化、地域条件に応じた施
策の総合化、地域づくりの目標の明確化が必要である。また、全国一律で個
性に乏しくなっている都市郊外部については、郊外自体の存在価値を再発見
すると同時に、地域ごとの個性の明確化が必要である。 
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２．国土計画の今日的意義 
（これまでの国土計画の成果と今日的課題） 
国土計画は、基本的に土地、水、自然、社会資本、産業集積、文化、人材
等の資源の望ましい配分を示す長期的、総合的、空間的な計画である。我が

国の国土計画は、国土総合開発法に基づく全国総合開発計画等を中心として
展開されてきた。全国総合開発計画は、現行の「21 世紀の国土のグランドデ
ザイン」（平成 10 年３月閣議決定）まで５次にわたり策定され、その推進が
図られてきたところである。また、国土利用計画（全国計画）は、現行計画
（平成８年２月閣議決定）まで３次にわたり策定され、その推進が図られて

きている。 
いずれの計画においても、過密過疎に伴う大都市や地方の問題への対応、
土地需要の量的調整など、それぞれの時代に我が国の国土が抱えていた課題
の解決に向けた政策の基本方向が示され、製造業立地の地方分散や地域間所
得格差の縮小などの点において成果を上げてきた。 

ところが、昨今、全総計画については、①施策の重点、優先度が不明確と
なり、関係主体や国民への指針としての機能が低下している、②計画目標が
抽象的である一方、目標と施策の関係が不明確である、③「いつまでに」と
いう実現時期についての指針性が不明確である、といった問題点が指摘され
ている。特に、施策の重点や優先度が明確でなくなってきたのは計画策定を

重ねるごとに計画内容が広範になり、関連施策を広く網羅するものとなった
こと、また、地方の要望を踏まえた施設整備構想が広範に記述されるように
なってきたことの結果である。 
 
（国土計画の改革） 

人口減少・高齢化社会は確実に我が国に到来し、一方で今後さらに厳しい
国際競争時代を迎えることなど、我が国はこれまでに経験したことのない局
面に突入することとなる。このような状況を克服し、我が国が繁栄を将来と
もに保つためには、国民、地方公共団体、国その他の国土づくりに携わる多
様な主体が共有し、協働して実現すべき国土の将来像を示す必要があり、国

土という切り口から我が国の将来像を示しうる公的な計画である国土計画
が果たすべき役割は大きい。もちろん、国土計画は、国家政策のすべてを網
羅するものではなく､国土の利用、開発及び保全の観点から国土の将来像と
そこに至る道筋を示すものであるが､国土計画が示す将来像を多様な主体が
共有し、その実現に向けて協働して取り組むことが重要なのであり、国土計

画はその協働の歩む素地、すなわちグランドデザインを描いたものである。 
その確かな一歩を歩み始めるためには、国土計画自体も、これまでに述べ
た国土づくりの転換を迫る新たな潮流を踏まえ、大胆にその改革を図るべき
である。 
 

（目指すべき“国のかたち”の提示） 
我々が目指すのは「効率的な経済社会活動」「豊かで安全な生活」「美しく
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快適な環境」を持った国土を形成し、未来へ引き継ぐことである。それは、
人々の生活の総体的な質はどの地域においても格差は少なく、文化に満たさ
れたものであり、勤勉で健康な営みを安んじて続けられ、各人の価値観に基
づいて十分満足できる国土である。このような国土に人々は一層の愛着を感
じ、誇りを持つであろうし、国際的にも尊敬され、賞賛されるであろう。 

まず、国土計画は、この目指すべき“国のかたち”を目標として具体的に
示すべきである。第一に、世界に占める日本の位置からみて我が国の国土構
造はどうあるべきかという新たな視点に立脚した目標である、世界に開かれ
た「自立圏連帯型国土」の形成について、国と地域との意見の対流による圏
域内の拠点都市圏と産業集積の配置や重点とすべき国際交通等の施設整備

あるいは圏域間の役割分担や連携のあり方などを明らかにしていく必要が
ある。第二に、「環境の世紀」といわれる 21 世紀にふさわしい目標である、
「持続可能な美しい国土」の形成について、国土全体及び地域毎の望ましい
国土利用のバランス、全国規模の水と緑のネットワークの形成をはじめとす
る国土利用の質的向上、拡大・拡散した都市的土地利用の秩序ある集約化等

のあり方を明らかにしていく必要がある。 
つぎに、明確な政策指針を示すべきである。人口減少・高齢化、財政制約
を制約としてのみとらえるのではなく、これを転換の好機として、国土利用
の再編や環境負荷の低減、「選択と集中」による効率的な国土形成に向けた
足取りを確実なものとするためには、確固たる基本方針、達成すべき成果等

を示し、多様な主体間で共有していく必要がある。 
 
（国土の総合的管理） 
目指すべき“国のかたち”を実現するためには、明確な目標と施策指針の
もと全国レベルから市町村レベルに至るまで、国土の利用、開発及び保全を

一体的に進める必要がある。コンパクトな都市構造への転換と自然環境の再
生と活用を同時に行うことや、自立した地域ブロックの形成を視野に入れつ
つ、国土基盤投資を重点的、効果的かつ効率的に推進することとあわせ、温
室効果ガス吸収源の確保、食料自給率の向上、市街地の維持管理コストの低
減等全国的な観点から森林、農地、宅地等の国土利用のマクロバランスを再

検討することなど、“国土基盤整備の選択と集中”と“国土利用の再編”を
総合的に、協働して取り組むことが重要となる。このため、国土計画は、国
土の利用、開発及び保全を総合的に行い、国土を適切に管理（マネジメント）
していくための指針としての役割を担うべきである。 
 

（国土基盤整備の選択と集中及び国土利用の再編） 
これまでの国土計画では、交通体系の整備とあわせ産業を誘致するといっ
たような産業（工場）の地域的展開や、国土基盤整備等が主たる実現手段で
あった。これにより、増加する人口や発展する産業の要請にこたえ、世界に
前例を見ない高度成長を地域間の著しい不均衡を招くことなく成し遂げる

ことができた。国土基盤整備の長期的な方向付けは、今後とも国土計画が示
すべき主要な計画課題の１つであろうが、今後は、投資制約が強まると見込
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まれる中、画一的な投資から地域や分野を越えた投資の選択と集中へと方針
を転換すべきである。 
更に､今後の国土づくり・地域づくりに当たっては､国土利用の再編の観点
を重視し、全国規模の水と緑のネットワークの形成をはじめとする国土利用
の質的向上、拡大・拡散した都市的土地利用の秩序ある集約化と自然環境の

再生・活用など、国土空間利用を誘導する方策を推進すべきである。 
 
（国の方針の明示と国と地方の役割分担） 
これからの国土計画は、国民、地方公共団体、国等国土づくりに携わる多
様な主体の参画による計画づくりを経て、望ましい国土の将来像を共有し、

理解し、その推進に協働して取り組まれるものでなくてはならない。これま
での国土計画は、地域間格差の是正を図りつつ経済発展するための国として
の資源利用の方針を示すことが主な役割であった。しかし、今後は、地域の
自主的・自立的な取組を尊重し、土地、水、自然、社会資本、産業集積、文
化、人材等の資源についての国としての利用の規模や配置に関する考え方と

地方としての考え方との相互調整に重点を置いた方針の提示へとその役割
を変えていくべきである。その際、国と地方の相互連携、意見の対流による
計画づくりを基本に、国が行う資源利用の規模・配置の方針を明示し、地方
との間で役割分担を明確にした上で方針を共有することが必要である。また、
実効性を高める観点からは、国土計画が本来持つ長所を一層いかして、多様

な地域特性を反映した空間計画とするとともに、地域が個性をより発揮し、
その魅力を創出するためのインセンティブ付与等の検討が必要である。 
 
我が国は、新しい時代潮流に直面し新たな活路を求めている。その活路を
見いだすにあたり、今後の国土のあり方を示した本報告が解決に向けた一助

となることを期待する。 
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社団法人ＴＡＭＡ産業活性化協会会長 

柳 川 範 之    東京大学大学院経済学研究科助教授 
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鷲 谷 いづみ    東京大学大学院農学生命科学研究科教授 
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「国土の総合的点検」検討経緯 
 

 

平成 15 年 ６月23日 第３回国土審議会 

今後の調査審議事項及び審議体制について 

６月 30 日 第１回調査改革部会 

今後の調査審議の進め方について 

７月 ７日 第１回地域の自立・安定小委員会 

      議論の前提、主要論点の提示と自由討論 

         人口減少下の人口分布の現状と展望 

７月 ８日 第１回持続可能な国土の創造小委員会 

循環型・環境共生型国土づくりの現状と課題 

７月 22 日 第１回国際連携・持続的発展基盤小委員会 

グローバル化進展の中での我が国の国際交流機能・活動の現状と課題 

７月 28 日 第２回地域の自立・安定小委員会 

成熟する経済社会のトレンド 

７月 29 日 第２回持続可能な国土の創造小委員会 

国土利用の現状と課題 
農林水産業の多様な展開の現状と課題 

８月 12 日 第２回国際連携・持続的発展基盤小委員会 

東アジアの成長を生かした活力ある国土形成の現状と課題 

８月 12 日 第３回地域の自立・安定小委員会 

 関満博教授の「地域経済の課題と国土計画の役割」についてのプレゼンテーション 

 地域産業の動向 

８月 20 日 第４回地域の自立・安定小委員会 

地域社会の現状と展望 

調査改革部会への経過報告に向けての議論 

８月 21 日 第１回企画運営委員会 

「国土の総合的点検」の検討状況 

８月 21 日 第３回持続可能な国土の創造小委員会 

多自然居住地域の現状と課題 
自然災害に強い国土づくりの現状と課題  

国土資源の管理の現状と課題 

９月 １日 第２回調査改革部会 

「国土の総合的点検」の検討状況について 

９月 ２日 第３回国際連携・持続的発展基盤小委員会 

健全な地域間競争に資する国内交流基盤に関する現状と課題 

９月 11 日 第５回地域の自立・安定小委員会 

神野直彦教授の「地域の自立」についてのプレゼンテーション  
個別課題：「ほどよいまち」づくり 

９月 18 日 第４回国際連携・持続的発展基盤小委員会 

人口減少下での活力ある地域社会と二層の広域圏形成に資する国土基盤の現状と課題 
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９月 18 日 持続可能な国土の創造小委員会意見聴取会 

今後の検討テーマ等 
「持続可能な国土」のイメージ等 

９月 26 日 第２回企画運営委員会 

「国土の総合的管理」の意義  

「国土の均衡ある発展」の意義  

「国土空間利用のコンパクト化」 

10 月 ６日 第４回持続可能な国土の創造小委員会 

環境負荷の少ない国土・地域構造への転換  
国土利用の再編、美しい国土づくりの在り方（その１） 

10 月 ８日 第５回国際連携・持続的発展基盤小委員会 

良好な環境の継承と安全な暮らしを支える国土基盤の現状と課題 

10 月15日 第６回地域の自立・安定小委員会 

五全総戦略（大都市のリノベーション、地域連携軸）の進捗状況 

二層の「広域圏」の検討 

10 月27日 第５回持続可能な国土の創造小委員会 

国土利用の再編、美しい国土づくりの在り方（その２）  
多自然居住地域・国土資源管理の今後の展開方向 

10 月27日 第６回国際連携・持続的発展基盤小委員会 

維持更新需要増大下での既存ストックの有効活用等効率的な国土基盤の整備・管理に

関する現状と課題  
国際連携･持続的発展基盤小委員会中間報告へ盛り込むポイント案 

11 月 ７日 第７回地域の自立・安定小委員会 

個別課題：地域ブロックの自立と拠点の形成 

生活圏域レベルの広域的な対応（その２） 

地域の自立・安定小委員会中間報告（素案） 

11 月10日 第６回持続可能な国土の創造小委員会 

全国規模の「水と緑のネットワーク」の形成 
持続可能な国土の創造小委員会中間報告骨子（案） 

11 月13日 第７回国際連携・持続的発展基盤小委員会 

国際連携・持続的発展基盤小委員会中間報告（案） 

11 月20日 第３回調査改革部会 

「国土の総合的点検」の検討状況 

11 月21日 第８回地域の自立・安定小委員会 

地域の自立・安定小委員会中間報告（案） 

12 月 １日 第７回持続可能な国土の創造小委員会 

持続可能な国土の創造小委員会中間報告（案） 

12 月10日 第４回国土審議会 

調査改革部会における検討状況について 

12 月25日 第４回調査改革部会 

「国土の総合的点検」検討状況中間とりまとめについて 
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平成 16 年 １月27日 第３回企画運営委員会 

「国土の総合的点検」最終とりまとめへ向けて（その１） 

２月 ３日 第９回地域の自立・安定小委員会 

地域の自立・安定小委員会報告（案） 

２月 ３日 第８回国際連携・持続的発展基盤小委員会 

国際連携・持続的発展基盤小委員会報告（案） 

２月 ５日 第８回持続可能な国土の創造小委員会 

持続可能な国土の創造小委員会報告（案） 

２月 17 日 第４回企画運営委員会 

「国土の総合的点検」最終とりまとめへ向けて（その２） 

２月 25 日 第５回調査改革部会 

「国土の総合的点検」とりまとめへ向けて 

４月 ８日 第５回国土審議会 

国土計画の改革についての調査審議状況報告 

４月 ８日 第５回企画運営委員会 

「国土の総合的点検」最終とりまとめへ向けて 

５月 14 日 第６回調査改革部会 

「国土の総合的点検」とりまとめについて 
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用 語 解 説 

 
【第１章関係】 
 

インキュベーション（incubation：ふ化、起業支援） 
ベンチャー企業などの育成を目的に、研究開発等を支援するための施設を整備す
ること。賃貸オフィス・ラボなどを備え、研究開発に必要な機器を（安価で）貸し
出すほか、経営、財務、法律面などのアドバイス等のサービスを提供し、創業間も
ない企業の発展や新分野への進出を支援すること。 

 
コミュニティ・ビジネス 
地域住民を中心として地域のニーズや課題を解決する事業。住民が企業的経営感
覚を持ち、生活者意識と市民意識に基づいて活動する事業であり、その目的は「コ
ミュニティ」を元気にすることであり、新たな雇用の創出が期待される。 

 
サステイナブル・デベロップメント（sustainable development） 
国連の「環境と開発に関する世界委員会（いわゆるブルントラント委員会）」が
1987 年の「われら共有の未来（Our Common Future）」で提唱。環境保全と開発を対
立させるのでなく調和させ、将来の世代がその欲求を満たす能力を損なうことなく

現在の世代の欲求を満たす開発のこと。 
 
スマート・グロース（smart growth）  
アメリカの地方政府の成長管理政策などで用いられる言葉で、市街地の拡大とイ
ンフラ整備との調整など経済成長と環境対策との調和を図ることや、多様な主体間

の調整のための秩序ある空間配置を考えるなど、成長を賢明にコントロールして持
続的な発展を目指すことである。 
従来の成長管理（Growth Management）が一方的な成長抑制を思わせるのに比べ、
一部地区では成長を抑制するが他地区では成長を促進するなど、一方に偏らない。 
 

地産地消 
地域で生産されたものを地域で消費する顔の見える関係のこと。地場産品を食す
ることが健康に良いと昔から言われているが、食の安全・安心や、地域資源を活用
した地域活性化、地域内で循環する経済にもつながり、関心が高まっている。 
 

知識財産業 
ソフトウエア、企画・設計、広告・宣伝、研究成果等の知識財を生みだす産業で
あり、既存の農林水産業や工業などのものづくり産業やサービス産業などを高生産
性・高付加価値なものとするととともに、地域住民の生活の向上に積極的に寄与す
ることが期待される。一般に第三次産業に分類されるが、第四次産業とする考え方

もある。 
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知的資本（Intellectual Capital） 
知識・技術・情報等を創出する知的活動等に必要な創造的人材、活動を支える制
度・仕組や施設・整備等のこと。企業にあっては、特許などの知的財産権、ブラン
ド・経営ノウハウなどの知識財、その生産を支える高度な人材、組織形態、施設・
設備までも含む概念。 
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【第２章関係】 
 
雁行型 
1930 年代半ばに赤松要一橋大学名誉教授によって提示された、商品の輸入→生産
→輸出が時間的ラグをもって量が移行する、産業発展の形態。さらには比較優位の

変化に伴う産業構造の深化、発展レベルが異なる国際間の産業移転が順次行われて
いく経済発展形態をも指す。 
 
三次医療施設 
複数の診療科領域にわたる重篤な救急患者に対し、高度な医療を総合的に提供す

る医療機関（救命救急センター）。 
 
ハザードマップ 
火山噴火や洪水、土砂災害、津波等の自然災害に対して、被害が予測される             
区域および避難地・避難路等が記載されている地図。 

 
東アジア 
概ね日本、中国、韓国、台湾、香港、ASEAN 諸国、ロシア極東地域の各国・地域
を想定している。 
 

リダンダンシー 
「冗長性」、「余剰」を意味する英語であり、国土計画上では、自然災害等による
障害発生時に、一部の区間の途絶や一部施設の破壊が全体の機能不全につながらな
いように、予め交通ネットワークやライフライン施設を多重化したり、予備の手段
が用意されている様な性質を示す。 

 
ＣＤＭ 
Clean Development Mechanism の略。 
先進国の資金・技術支援により開発途上国において温室効果ガスの排出削減等に
つながる事業を実施し、その事業により生じる削減量の全部又は一部に相当する量

を先進国が排出枠として獲得し、その先進国の削減目標の達成に利用することがで
きる制度。途上国にとっても、自国に対する技術移転と投資の機会が増し、途上国
の持続可能な発展に資する。 
 
ＣＩＱ 

税関（Customs）、出入国（Immigration）、検疫（Quarantine）の頭文字をとって
CIQ という。人や貨物が海外に出る時や海外から入る時に、必ず必要な手続。 
 
ＦＴＡ 
Free Trade Agreement の略。 

二国間または複数国間の加盟国で締結する貿易上の取り決めで、加盟国域内の関
税や輸出入制限などの関税によらない貿易障壁を撤廃することで、貿易の拡大を通
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じた域内経済の活性化を目指すもの。 
 
ＩＴＳ 
Intelligent Transport Systems の略。 
高度道路交通システム。最先端の情報通信技術(IT)を活用し人と道路とクルマと

を一体として構築することによって、交通事故や渋滞など道路交通問題の解決等幅
広い社会経済効果が期待されるシステム。 
 
ＬＲＴ 
Light Rail Transit の略。 

低床式の車両で高齢者等にも利用しやすく、加速・減速時の騒音や振動が少ない
等の優れた特性を有する次世代型の軌道系中量輸送機関を意味する。 
 
ＭＯＣＳ 
Mobile Operation Control Systems の略。 

バスや清掃車等の公共車両について、光ビーコンにより収集した位置情報を事業
者に提供し、適切な運行管理を行えるように支援するシステム。 
 
ＯＤＡ 
Official Development Assistance（政府開発援助）の略。 

日本政府から途上国の政府を通じて行う援助を指し、経済開発や福祉の向上を通
じて、国民の生活向上に役立つことが目的。 
 
ＰＦＩ 
Private Finance Initiative の略。 

民間資金等活用事業。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間資金、経営能
力及び技術能力を活用して行う手法。公共施設等の建設、維持管理、運営等に、民
間の資金、経営能力及び技術的能力を活用し、効率的かつ効果的に社会資本整備を
図る事業手法。 
 

ＳＣＭ 
Supply Chain Management の略。 
商慣行の見直し、e コマースの推進や取引単位の標準化等による企業間連携を通
じて、生産から消費までの情報と物の流れを効率化し、消費者ニーズを反映した商
品をスピーディーに適正な価格で提供するための仕組み。供給連鎖管理とも呼ばれ

る。 
 
ＴＤＭ 
Transportation Demand Management の略。 
交通需要マネジメント。都市又は地域レベルの道路交通混雑の緩和を道路利用者

の時間の変更、経路の変更、手段の変更、自動車の効率的利用、発生源の調整等、
交通需要量を調整（＝交通行動の調整）することによって行う手法の体系。 



- 171 -

【第３章関係】

京都議定書
1997年12月に京都で開催された気候変動枠組条約第３回締約国会議において採択
されたもので、先進各国等の温室効果ガスの排出量について法的拘束力のある数値

約束が決定されるとともに、排出量取引、共同実施、クリーン開発メカニズム等の
仕組みが合意された。

経済の環境面積要求量

エコロジカルフットプリント。カナダのブリティッシュ・コロンビア大学で開発
された指標であり、人々の資源消費量と自然の生産能力とを比較したもの。
世界全体で見た場合、資源消費量と自然の生産能力とを比較すると、人々の資源
消費は既に1970年代に生産能力を上回っており、地球の環境容量を超えているとさ
れている。

国連海洋法条約
1994年11月に発効。同条約は領海、公海等既存の国際条約により規律されていた
分野に加え、新たに排他的経済水域、深海底、海洋環境の保護及び保全等の新たな

分野の規定を設け、海洋の利用に関する問題一般を包括的に規律している。

順応的生態系管理
生態系管理を行う場合、生態系が複雑であり不確実性が大きいことから、当初の
想定どおりに行えるとは限らない そのため 生態系管理の有効性や影響を監視 モ。 、 （

ニタリング）しつつ、改善を図る観点から、逐次、新たな生態系管理のための試み
を行っていくこと。

「食」の「外部化」

生活スタイルの変化等に伴い、家庭内で行われていた調理や食事について、家庭
外への依存が高まっている状況。

水害密度
水害により浸水した区域における単位面積当たりの被害。

ゼロ・エミッション構想
ある産業から出るすべての廃棄物を新たに他の分野の原料として活用し、あらゆ
る廃棄物をゼロとすることをめざすことで新しい資源循環型の産業社会の形成をめ

ざす構想。

多面的機能
、 、 、農業については 農村で農業生産活動が行われることにより生ずる 国土の保全

水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成等の、農産物の供給以外の多面

にわたる機能をいう。
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森林については、その有する国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、公衆
の保健、地球温暖化の防止、林産物の供給等の多面にわたる機能をいう。
水産業・漁村については、漁村に漁業者等住民が居住し、漁業生産活動が行われ
ることにより生ずる、水産物の供給以外の多面にわたる機能をいう。

地域エネルギー
地域社会を中心にエネルギー需要と供給が密接に結び付いた小規模・分散型のエ
ネルギー。太陽光、太陽熱、地熱、中小水力、風力、バイオマス等の自然エネルギ
ーや廃熱・廃棄物エネルギー等を活用したものがある。

中山間地域等直接支払制度
、 、中山間地域等において 農業生産活動等の維持を通じて耕作放棄の発生を防止し

多面的機能を確保するという観点から、農業生産条件の不利性を直接的に補正する
制度。

バイオマス
生物資源（bio）の量（mass）を表す概念で 「再生可能な生物由来の有機性資源、
で化石燃料を除いたもの 。」

ヒートアイランド現象
都市では高密度のエネルギーが消費され、また、地面の大部分がコンクリートや
アスファルト等で覆われているため水分の蒸発による気温の低下が妨げられ、郊外
に比べ気温が高くなっている。この現象は、等温線を描くと都心部を中心とした

「島」のように見えるため、ヒートアイランド現象と呼ばれている。

水資源賦存量
水資源として、理論上、人間が最大限利用可能な量であり、降水量から蒸発散に

よって失われる量を差し引いたものに当該地域の面積を乗じた値。

ミティゲーション
開発事業等の行為が環境に与える悪影響を緩和するための環境保全措置を指す。
行為を全部又は一部を行わないことにより影響を「回避」すること、影響を回避で

きない場合に行為の実施の程度又は内容を変更することにより影響を「低減」する
こと、そして回避・低減しても残る影響により失われる環境について同等の環境を
創出することにより「代償」することまでを含む幅広い概念である。

メタンハイドレート
メタン分子が複数の氷分子によるかご構造に包み込まれた結晶構造のもののこ
と。深海の底やシベリアの凍土の下など、ある温度と圧力のもとでメタンが存在す
る場合につくられ、世界中に分布している。
日本周辺でも海洋に7.4兆m 存在すると試算されており、1999年度の我が国の天3

然ガス消費量（750億m）の約100年分に相当する。3
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面源汚濁負荷
汚濁物質の排出箇所が特定しにくい面的な広がりを有する市街地、農地等から公
共用水域に流入する汚濁負荷のこと。

利水安全度

利水安全度とは、河川水を利用する場合における渇水に対する取水の安全性を示
す指標である。我が国ではダム等水資源開発施設の計画に当たっては、一般に１０
年に１ 回程度発生する規模の渇水を対象に安定した取水が行えるよう計画されて
いる。
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【第４章関係】 
 
全国総合開発計画 
国土総合開発法（昭和 25 年法律第 205 号）第２条第３項に規定する全国総合開
発計画をいう。現在までに５次にわたり策定され、その推進が図られてきた。 

 

国土利用計画（全国計画） 
国土利用計画法（昭和 49 年法律第 92 号）第４条に規定する全国の区域について
定める国土の利用に関する計画をいう。現在までに３次にわたり策定され、その推
進が図られてきた。 

 
全国総合開発計画 新全国総合開発計画 

第三次全国総合開発
計画 

第四次全国総合開発 
計画 

21 世紀の国土の 
グランドデザイン 

閣議決定 昭和 37 年 10 月５日 昭和 44 年５月 30 日 昭和 52 年 11 月４日 
昭和62年６月30日（1987
年） 

平成 10 年３月 31 日
（1998 年） 

目標年次 昭和 45 年 昭和 60 年 
昭和 52 年から 
おおむね 10 年間 

おおむね 2000 年 2010年から 2015 年 

計画策定の

背景等 

１．高度成長経済への
移行 
２．過大都市問題、所
得格差の拡大 
３．所得倍増計画（太
平洋ベルト地帯構
想） 

１．高度成長経済 
２．人口、産業の大
都市集中 
３．情報化、国際化、
技術革新の進展 

１．安定成長経済 
２．人口、産業の地
方分散の兆し 
３．国土資源、エネ
ルギー等の有限性
の顕在化 

１．人口、諸機能の東京
一極集中 
２．産業構造の急速な変
化等により地方圏での
雇用問題の深刻化 
３．本格的国際化の進展 

１．地球時代 
(地球環境問題、大
競争、アジア諸国と
の交流) 
２．人口減少・高齢化
時代 
３．高度情報化時代 

 

基本目標 
地域間の均衡ある発
展 

豊かな環境の創造 
人間居住の総合的環
境の整備 

多極分散型国土の構築 

多軸型国土構造を目
指す長期構想（５０年
程度先）実現の基礎づ
くり 

開発方式等 拠点開発構想 大規模プロジェクト
構想 

定住構想 交流ネットワーク構想 参加と連携 
  

 国土利用計画 第二次国土利用計画 第三次国土利用計画 

閣議決定 昭和５１年５月１８日 昭和６０年１２月１７日 平成８年２月２３日 

目標年次 
基準年次 

昭和６０年 
昭和４７年 

昭和７０年 
昭和５７年 

平成１７年 
平成４年 

計画策定の
の背景等 

・人口の増加、都市化の進展、経済社
会活動の拡大 
・国際的な食糧需給の基調の変化 
 
 
 
 

・長期的には人口減少局面を迎えるも
のの、当面の１０年間は、都市化の
進展、経済諸活動の拡大等の進行 
・土地の需要圧力の弱まり 
・国民ニーズの価値観の高度化、多様
化 
 

 

・人口の増勢の大幅な鈍化、都市化の進
展速度の緩和、経済社会諸活動の成熟
化 
・土地利用転換の圧力の低下 
・安全性に対する要請の高まり、地球環
境問題の顕在化 
・国民の価値観の高度化・多様化 

 
計画の課題 ・個々の土地需要には対応し切れない

ため、限られた国土資源を前提とし
た需要の調整 
・公害防止、自然環境・農林地の保全、
歴史的風土の保存、治山治水等に配
意 

・限られた国土資源を前提とした土地
需要の量的な調整 
・安全性、快適性、健康性等の観点か
らの国土利用の質的向上 

 

・限られた国土資源を前提とした土地需
要の量的な調整 
・土地利用転換の圧力の低下を国土利用
の質的向上の機会ととらえ、次の観点
を基本に質的向上を図る 
①安全で安心できる国土利用 
②自然と共生する持続可能な国土利用 
③美しくゆとりのある国土利用 


